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会社概要

商号 キリンホールディングス株式会社

設立 1907年（明治40年）2月23日
 ※2007年7月1日純粋持株会社化に伴い、
 「麒麟麦酒株式会社」より商号変更

資本金 102,045,793,357円

従業員数 251人（キリンホールディングス連結従業員数：40,348人）

本社所在地 〒104-8288 東京都中央区新川二丁目10番1号

TEL  03（5541）5321（代表）

売上高 2,071,774百万円
 （2011年12月期キリンホールディングス連結業績）

主な事業 グループの経営戦略・経営管理ならびに専門サービスの提供

（2011年12月31日現在）

キリングループ  サステナビリティレポート 2012 について

編 集 方 針

キリングループは「食と健康」領域で事業を営む企業グループとして、「食」の原点にある自然

環境の保全はもとより、社会全体の持続的な発展のために、事業活動のあらゆる側面を通じ

て貢献していきたいと考えています。この想いを、サステナビリティ（持続可能性）レポートとい

う名称に込め、CSR方針や取り組みについて本レポートにてご報告いたします。

キリングループでは、グループ経営を積極的に進めています。CSRの取り組みにおいても、純粋

持株会社であるキリンホールディングスがグループ全体を統括し、各事業会社が事業や地域

の特性に応じた具体的な取り組みを推進しています。本レポートはグループを代表する報告

書としてキリンホールディングスが発行し、キリングループのCSRに対する考え方と、重点取り

組み課題の目指す方向性、および取り組み内容についてご報告しています。ご報告内容をより

わかりやすくするため、本レポートはお客様、地球環境、コミュニティ、従業員、ビジネスパート

ナー、株主・投資家の6つのパートに分け、グループのCSR方針を象徴あるいは代表する個別

の事例を多数掲載しています。なお、各事業会社を中心に行われている個別のCSRの詳細な

事例については、各事業会社の報告書（71ページご参照）も併せてご覧いただきますようお願

い申し上げます。

なお、本レポートの編集にあたり、参考としたガイドラインは以下の通りです。キリングループ

では、報告内容の選定についてより合理的な方法で行うことができるよう今後も検討を進めて

まいります。

参考にしたガイドライン
GRIガイドライン第3.1版
  ※GRIガイドライン対照表はこちら
　http://www.kirinholdings.co.jp/csr/report/pdf/report2012/2012_gri_guideline_ jp.pdf

環境省 『環境報告ガイドライン（2007 年版）』

報告対象期間
原則として、2011年1月〜12月の実績を記載しています。なお、協和発酵キ
リングループの環境データは2010年4月〜2011年3月（エネルギーデータ
のみ2011年1月〜12月）を報告対象期間としています。

報告対象組織
原則として、キリンホールディングスおよび、国内・海外の連結子会社合計
263社（2011年12月現在）を「キリングループ」と表記しています。可能な場
合には、より広い範囲の報告に努めました。またグループ全体の情報を十分
に把握できていない場合は、都度その対象組織を明示しています。

環境データの集計範囲は以下の通りです。（組織名は2011年12月時点）
（国内）キリンビール、キリンディスティラリー、永昌源、キリンシティ、キリン

マーチャンダイジング、キリンアンドコミュニケーションズ、キリン物
流、キリンエンジニアリング、キリンテクノシステム、キリン・ディアジ
オ、ハイネケン・キリン、メルシャン、メルシャンフィード、メルコム、日
本リカー、第一アルコール、キリンビバレッジ、キリンチルドビバレッ
ジ、信州ビバレッジ、協和発酵キリン、協和メデックス、協和発酵バ
イオ、第一ファインケミカル、キリン協和フーズ、小岩井乳業、横浜ア
リーナ、横浜赤レンガ、キリンエコー、キリンホールディングス、キリン
グループオフィス、キリンビジネスエキスパート、キリンビジネスシス
テム、キリンリアルエステート

（海外）麒麟（中国）投資有限公司、麒麟啤酒（珠海）有限公司、ライオン、麒麟
鯤鵬（中国）生物薬業有限公司、BIOKYOWA、上海協和アミノ酸有
限公司

I N D E X

免責事項
当報告書掲載内容のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、現在入手可能な情報から得られた計画・将
来の見通し・戦略などであり、経済情勢、市場動向、税制や諸制度の変更等に係るリスクや不確実な要素を含んでい
ることをご了承いただきたくお願いいたします。

CSR Webサイト ■日本語版　 http://www.kirinholdings.co.jp/csr/
 ■英 語   版 　http://www.kirinholdings.co.jp/english/csr/

キリングループのCSRに関するご報告

キリングループ環境データ集 http://www.kirinholdings.co.jp/csr/report/env.html

Webサイト（ホームページ）日本語／英語
最新の情報、詳細データを掲載

サステナビリティレポート2012
（PDF）日本語／英語

環境データ集
（PDF）日本語

2011年の報告としてPDF形式に
まとめたもの

環境に関する詳細データを一冊の
冊子に出力いただけるよう編集したもの

KIRIN GROUP SUSTAINABILITY REPORT 2012

日本語版
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Top Management Commitment

あらゆるステークホルダーとの絆を育む
キリングループは、自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の新たなよろこびを提供する企業グループとして、
CSRを重要な経営課題ととらえ、「あらゆるステークホルダーとの絆を育むこと」をテーマに、
社会課題の解決に取り組みます。

キリンホールディングス株式会社
代表取締役社長

責任として、アルコール関連問題の解決に注力していくことが

重要であると考えています。昨年来、メルシャンがキリンビール

と共同開発したノンアルコール・ワインテイスト飲料「メルシャ

ンフリー スパークリング」が計画を上回る販売を達成し、お客

様のご好評をいただきました。同様にご好評をいただいていま

すアルコール度数0.00％のノンアルコール・ビールテイスト飲

料「キリン フリー」は、国内飲食店でのお取り扱いが10万店を

突破したほか、米国では販売エリアを拡大し本格展開を開始し

ました。今後は飲酒運転根絶活動の展開や適正飲酒を啓発す

る活動をグローバル視点で推進してまいります。

また、キリンの「おいしい」と「楽しい」に「健康」をプラスしたグ

ループ横断の健康プロジェクト「キリン プラス-アイ」のもと、飲

料・食品カテゴリーにおいてさまざまな商品により、お客様に新

たな価値を引き続き提供してまいります。

さらに、キリングループでは平素より安全で安心な商品をお

客様にお届けするため、原材料から製造・流通・販売にいたるま

で厳密な品質保証体制の強化に取り組んでいます。東日本大

震災に伴う福島第一原子力発電所の事故後、キリングループ

では直ちに放射性物質の検査体制※2を確立し、使用する水・原

材料・商品等を定期的に自主検査することで、商品の安全性確

保に努めてきました。今後も、行政の指導への対応に加え、各種

情報を注視しながら品質保証体制の強化に努め、お客様に安

全で安心な商品をお届けします。

地球環境の保全では、2011年には日本企業500社を対象と

したCDP※3の調査でトップの開示スコアを獲得し、開示優秀企

業に選定されました。2012年も引き続きこれまで取り組んでき

たCO2排出量削減や生物多様性保全に配慮した調達などを通

じ、バリューチェーン全体で環境負荷低減に取り組みます。

被災地の復興支援にかける想い
昨年は、東日本大震災をはじめ、オーストラリアの水害や

ニュージーランドの地震、タイの洪水など世界的に自然災害が

多く発生し、それらへの対応を通じて、企業の果たす責任の大き

さを再認識した年でもありました。

改めて被災された方々にお見舞いを申し上げると共に、一日

も早い復興を心よりお祈り申し上げます。

キリングループとしては、東日本大震災の復興支援を継続的

に取り組むことが重要と考え、グループ横断の「復興応援 キリ

ン絆プロジェクト※1」を昨年立ち上げ、「絆を育む」をテーマに、

被災地ニーズに適応した「地域食文化・食産業の復興支援」、

「子どもの笑顔づくり支援」、「心と体の元気サポート」という

3つの幹で活動を進めています。この活動を通じて産業が活性

化し、将来に希望が広がり、地域全体が活性化していくことで継

続的な復興につながることを目指していきます。

二年目となる今年は、さらに被災地に寄り添い、被災地と全国

のつながりがより強固なものとなり、支援の輪がさらに広がるこ

とを願い活動を継続していきます。なお、キリンビールの仙台工

場をはじめとしたキリングループの被災した拠点は、従前の状

態に復旧しております。この間、ステークホルダーの皆さまには

ご心配をおかけすると共に、多くの激励を頂戴しました。この場

をお借りし、厚く御礼申し上げます。

事業活動を通じ、お客様や社会に貢献する
キリングループは「おいしさを笑顔に」をグループスローガン

に掲げ、「食と健康」の新たなよろこびを広げることを目指す企

業グループとして、事業活動を通じてお客様や社会に貢献して

まいります。特に酒類事業を中核とする企業グループの社会的

グローバル化を推進する
企業グループとしての社会的責任

グローバル化を推進する中、キリングループの成長を支える

もっとも大切な経営資源は人材であると私は考えています。そ

の人材、すなわち従業員の自由闊達な組織風土づくりに一層注

力してまいります。グループとしての一体感が醸成され、従業員

一人ひとりの中で私たちが大切にする価値観と行動姿勢である

「KIRIN WAY」を発揮しながら自己の成長が実感できる職場

づくりを推進します。また、女性の活躍をはじめとする多様性の

推進と受容に引き続き取り組み、文化や考え方の違いを力にし

てグローバル経営を担える人材の採用・育成の基盤構築に一

層取り組んでまいります。

また、キリングループはグローバル化を推進する企業として

求められる社会的責任を果たしていく意思表明として、国連グ

ローバル・コンパクトに署名し、支持しております。キリングルー

プは、グループ企業共通の行動指針であるキリングループ コン

プライアンス・ガイドラインに国連グローバル・コンパクトの原

則である人権の保護、不当な労働の排除、環境への対応、腐敗

の防止の考えを組み込んでおり、今後も国境をまたいだ事業活

動を展開する企業グループとして社会的責任を果たす活動を

継続してまいります。

キリングループは、自然と人を見つめるものづくりで、「食と健

康」の新たなよろこびを提供する企業グループとして、各国や各

地域それぞれの文化を尊重しながらステークホルダーとの対話

を一層重視し、持続可能な社会の実現に向け取り組んでいくこ

とをお約束します。

これからのキリングループにどうぞご期待ください。

※1　8ページに特集を掲載
※2　7、29ページに掲載
※3　33ページに掲載
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［ ご報告 ］

放射性物質検査体制を強化
東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故後、キ

リングループでは直ちに放射性物質の検査体制を確立し、
商品の安全性確保に努めてきました。

今後も、行政の指導に従うと共に、福島第一原子力発電
所の状況や各種情報を注視しつつ品質保証体制の強化に

努め、お客様に安全で安心な商
品をお届けしていきます。

放射性物質への対応に関する
詳細な説明は、29ページをご覧
ください。

海外における
災害への対応

2011年は、キリングループが事業を展開するアジア・オセアニア地域で大きな自然災害
が相次ぎました。キリングループの海外における災害対応の一部をご紹介します。

オーストラリア洪水 ニュージーランド地震
ライオンは、2011年1月にオー

ストラリア・クイーンズランド州で
発生した洪水の被災者と、被災地
で活動するボランティアに対して、
40万豪ドルの義援金と製品を寄付
しました。さらに、従業員から集まっ
た募金8.65万豪ドルを、クイーンズランド州政府による義援金募集
活動「Premier’s Disaster Relief Appeal」に寄付しました。

ライオンは2011年2月のニュー
ジーランド・クライストチャーチで
発生した地震により、自らも醸造所や
事業所に甚大な被害を受けました。
ライオンのニュージーランド部門は、
20万NZドル相当の義援金と製品
の寄付のほか、水や物資の提供などを行いました。また、クライスト
チャーチ在住従業員の多くはボランティア活動にも参加しました。

タイ洪水　2011年にタイで発生した洪水に際しては、キリングループを代表してキリンホールディングスがタイ赤十字社に対して、500万円の義援
　　　　  金を寄付いたしました。

※被災地支援についての詳細は
　ライオンの2011年サステナビリティリポートで紹介しています。

放射性物質の測定の様子

東日本大震災をはじめとする自然災害への対応

今回の震災により、キリングループ各社にはさまざまな
被害が発生しました。同時に、製造部門を中心に資材不
足、電力不足等により事業活動継続上の問題も発生しま
した。キリングループでは、震災発生後ただちにグルー
プ震災対策本部を立ち上げ、一丸となって被害からの復
旧、事業活動の継続に全力で取り組みました。

また、今回の震災を教訓として、改めてグループとして
のリスク管理のあり方を見直す検討を進めました。自然

東日本大震災時に発生した福島第一原子力発電所事故
による不安定な電力供給に対して、キリングループは可能
な限りの節電対策を行っています。

キリンビールでは、全9工場中7工場で保有していた自
家発電設備を最大限に活用し、購入電力の削減に努めま
した。横浜工場では、自家発電設備をフル稼働させ、東京
電力の要請にあわせて最大1万kW規模の電力供給を行
いました。

メルシャンの藤沢工場でも自家発電設備を稼働し、自工
場に加えて横浜赤レンガのピーク時電力もまかなうことが
できました。

キリンビバレッジでは、以前から取り組んできた自動販売

キリングループは自然災害への備えを再度見直し、事業の継続力、災害からの復旧力を強化します。

併せて、災害に伴う社会課題に対して企業としての責務を果たせるよう努めていきます。

東日本大震災への対応

節電要請に応えて

災害に対する初動対応計画の見直しや事業機能の継続
力強化を、テーマ毎に主管部署を定めて推進しています。
検討の結果は2012年のグループリスク管理方針に反映
させています。

なお、緊急義援金としてキリングループ全体で４億円
（協和発酵キリンによる1億円を含む）を即日支出決定し
ました。今後も継続的に復興活動を支援していきます。

機の省エネ対策をより一層強化し、
使用電力の削減に取り組みました。
夏季ピーク時の節電対策としては、
全国清涼飲料工業会の方針に基づ
き、東京電力管内では、9時から20
時の間で25％以上、東北電力管内
では、同時間帯において15％以上の電力削減を実施しまし
た。また冬季においても、自動販売機の消灯などにより節電
対策を行いました。

自動販売機は、水分補給を担うライフラインの機能を併
せ持つため、安定した商品の提供と共に、厳しい電力事情
に鑑み、今後も積極的に電力削減に取り組んでいきます。

キリンビール仙台工場における被害・復旧状況について

仙台工場では、地震によりブライトビアタンク(ビー
ル貯蔵タンク)4基が倒壊するなど大きな被害を受け
ました。さらに、津波によりパッケージング設備・倉
庫などが浸水し、製品やパレットが流出するなど工場
内外の被害も甚大でした。

工場では、電力復旧の目途が立たない中、3月21日
に清掃や修復のための準備作業を開始し、4月10日
以降、職場のリーダー層が出社。5月11日、ようやく全
従業員が出社できました。全員が集まり復旧計画や
役割分担が発表された時には、「力を合わせて工場を
立て直すんだ」という熱意が充満していたと横田工場
長は振り返ります。従業員と協力会社が一丸となって
取り組んだ工場内外の製品回収や物流設備の清掃・
片付けなどの作業は、約100日にもおよびました。

7月には待望の電力供給が始まり、8月には排水処

理設備が復旧。9月26日に、岩手県遠野市で収穫し
たばかりのホップを使った東北ゆかりの「一番搾り 
とれたてホップ生ビール」の生産に向け、工場再開後
の初仕込みを実施しました。

11月2日には缶と樽詰生の仙台工場産ビールの出
荷を、2012年2月15日に壜ビールの製造をそれぞ
れ再開して完全復旧を果たしました。

仙台工場の復旧について横田工場長は、「予想を
遥かに超えた従業員たちの気持ちの強さ
こそが、困難を乗り越える一番
の原動力でした」と話します。
仙台工場では、すべての従業員
の雇用を確保・継続し、生産に
取り組んでいます。

 ●▶ 29ページ 参照
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キリングループは、東日本大震災復興支援にグループを挙げて継続的に取り組むべく、

3年間で約60億円を拠出することを決め、

「復興応援 キリン絆プロジェクト」を立ち上げ、

グループ各社が一体となって支援活動を進めています。

私たちの想いと活動の３つの幹

次世代の担い手を育てるという
　　　　　  への取り組み

子どもの笑顔
づくり支援

地域食文化・食産業の
復興支援

心と体の元気サポート

復興の経済基盤を
造るという

　　　　　への取り組み

コミュニティの活力を生み出すという
　　　　　 への取り組み

中期的課題中期的課題

日々の課題日々の課題

長期的課題長期的課題

子どもの笑顔が増え、
コミュニティに活力が
生まれてほしい。

コミュニティが元気に
なり、地域文化や産業
が活性化してほしい。

産業が活性化し、将来に希望を  
 持つ次世代が増えてほしい。

東日本大震災からの復興に向けた
キリングループの取り組み
〜復興応援 キリン絆プロジェクト〜 継続的で公正な支援

復興応援 キリン絆プロジェクト
活動資金に関するご報告

キリングループは、常に自然に感謝しながらその恵みを
受けてものづくりを行い、商品やサービスを通じて、人々に
健康で幸せな暮らしのご提案をさせていただくことに喜び
を感じてきました。

今回被災した東北地方は、グループ中核企業のキリン
ビール仙台工場が88年にわたって生産を行い、また小岩
井乳業の主要製造拠点である小岩井工場が120年もの間
操業している場所です。このようにキリングループにとって
ゆかりの深い地域であり、地域の皆さまとの間で永きにわた
り深いご縁で結ばれております。私たちをここまで育ててく
ださった被災地の皆さまと共に復興に取り組みたい、という
想いから、グループ一体となって、「絆を育む」をテーマに、
被災地の皆さまの”地域社会の絆”や”家族の絆”を深めてい
ただけるよう、復興支援策に全力で取り組んでいきます。
「復興応援 キリン絆プロジェクト」では、自然にかかわる

ものづくりの礎、そのものづくりを支える次世代の夢、これ
らを支える毎日の健康で幸せな暮らしの源を応援したいと
考え「地域食文化・食産業の復興支援」、「子どもの笑顔づ

くり支援」、「心と体の元気サポート」の3つの幹の支援活
動に、私たちの独自の資産を活用しながら取り組んでいま
す。これらの活動を通じて、産業が活性化し雇用が創出さ
れ、将来に希望を持つ子どもたちが増えてコミュニティに
元気が広がり、消費力が上がり地域全体が持続的に活性
化していくことを願っています。

復興支援活動を継続的に推進していくため、事業と機能
を横断するメンバーにより構成されるプロジェクトチーム
を立ち上げました。支援策についてはその検討段階におい
て協働パートナーから被災地のニーズなどの情報を取り
入れ、その実行にあたっては、外部有識者によるアドバイ
ザー会議から助言をいただいています。こうすることで、公
正性と妥当性のある活動を心がけています。加えて、資金
の使途については協働パートナーと定期的に成果を評価
し、見直しを行うようにしています。

地域食文化・食産業の復興支援
● 農業復興・再生に向けた農業の復興支援

 420,966,051円
● 養殖復興・再生に向けた水産業の復興支援

 403,000,000円
● 東北大学の食・農・村の復興支援
　 プロジェクトへの寄付 20,000,000円
● 食に関連する寄付 1,500,000円

子どもの笑顔づくり支援
● キリンSCJ「絆」奨学金による農業関連の
　 高校生への就学支援 145,890,509円
● 卓球を通じた支援　　     6,207,423円
● 理科教育支援 　　　       10,000,000円
● レ・フレールや小林研一郎氏によるコンサート
   など音楽を通じた支援　        　 9,868,950円

心と体の元気サポート
● JFA・キリン スマイルフィールドなど
　 サッカーを通じた支援 288,862,560円
● 行政と連携した支援 14,895,303円

［支出］

復興応援 キリン絆プロジェクト全体とし
て、2 011年 度 は1, 882,297,310円 の
活動資金が集まり、3つの幹の活動のために
1,321,190,796円を支出しました。資金の差異
は2012年度以降の活動のために役立てます。

活動資金には、お客様にお買い上げいただい
た商品の売上の一部、およびキリン「絆」募金に
よって集まった国内外のグループ各社の従業員
やその家族2,757名からの募金12,539,902円
に、会社からの同額のマッチングを合わせた
25,079,804円が含まれています。
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　復興応援 キリン絆プロジェクトの
一環として、従業員が現地を訪れ自ら
汗をかき復興支援への寄与を図るこ
となどを目的として復興支援「汗かき
ボランティア」を行っています。

　2011年の「汗かきボランティア」に
は宮城県の二つの市で、のべ176名
が参加しました。第一期として仙台市
宮城野区・若林区（7班56名）、第二
期として石巻市（15班120名）で活
動し、現地の要請に応じ、民家や住宅
街での泥出し作業、漁業に関連した
復興支援活動を行いました。
　今後も、被災地のニーズと復旧の
状況に応じて活動内容を機動的に見
直し、息の長い取り組みとして継続し
ていきます。

復興支援
「汗かきボランティア」

活動

第二期ボランティアの活動の様子（石巻市）

第一期ボランティアの活動の様子（宮城野区）

JFA・キリン スマイルフィールドでの
子どもたちの様子

卓球教室の様子

コバケンとその仲間たちオーケストラの様子

レ・フレールによる訪問演奏の様子

2

3

1 地域食文化・食産業の復興支援

子どもの笑顔づくり支援

心と体の元気サポート

農業の
復興支援

農業関連の
高校生への
就学支援

JFA・キリン スマイルフィールド

卓球を通じた
支援

サッカー日本代表戦への招待

音楽を通じた
支援

水産業の
復興支援

サッカーを通じた
支援

復 興 応 援  キリン絆プロジェクトの支 援 策の内 容

キリングループ
東日本大震災被災地支援活動
▶詳細はWebへ

JAグループと連携し、東日本大震災によ
り農業機械を失った岩手県、宮城県、福
島県の農家に対して、全国の農家から集
められた農業機械を活用して営農再開を

支援する「東北『復耕』サポート」を展開しています。この支援活動によ
り全国と被災した農家の絆を育むと共に、これまで東北地方に受け継
がれてきた豊かな農業の復興の一助にしたいと考えています。

被災地で「地域食文化・食産業」の将来
の担い手の育成を支援することで、次世
代へ食のバトンをつなげていきたいと考
え、公益社団法人セーブ・ザ・チルドレ
ン・ジャパン（SCJ）を通じて、岩手・宮

城・福島県の農業高校および普通高校農業科などに在籍し、経済的
に援助を必要とする高校生の就学を支援しています。年間600名を上
限として、最長3年間にわたり返還義務のない奨学金（月額3万円）を
給付します。2011年は12校598名の生徒が対象となりました。

被災した小学校へ元サッカー日本代表選
手を派遣し、サッカー教室などのプログラ
ムを展開しています。これは、日本サッカー
協会の協力を得て実施している「JFA・キ
リンスマイルフィールド～さあみんなで

サッカーをしよう！」と題した活動で、ボールやゴールなどの寄贈も行って
います。岩手県、宮城県、福島県では、2012年3月現在12,091人の子
どもたちが参加、開催した小学校からは、「にがてだったサッカーがすき
になりました」など、さまざまに感想が綴られた文集も寄せられてました。
今後3年間、希望する全小学校を対象に活動を継続していきます。

被災地の子供たちが実業団トップクラス
の協和発酵キリン卓球部の部員とOBの
元プロ卓球選手と直接触れ合う機会を
設けています。2011年は、岩手、宮城、福
島の3県の小中高生約1,500名を対象に

5会場で「協和発酵キリン卓球教室」を開催しました。技術講習会では
子どもたちから積極的に質問が寄せられ、うまくなりたいという熱意が
強く感じられました。また、地域に触れ合いの場を提供し、人々の交流
と地域活性化に貢献するため、使用した卓球台やラケットなどの寄贈も
行っています。

サッカー日本代表戦の開催自治体、日本
サッカー協会、開催各地のサッカー協会と
協力し、2012年2月までに東日本大震災

に伴い避難されている小中高生と保護者の中から、観戦希望者約1,520
名を無料招待いたしました。この取り組みは「キリンカップサッカー 2011」、

「2014 FIFAワールドカップ ブラジルアジア3次予選」などで実施しました。

音楽に親しむことで、子どもたちの夢が育
まれることを願っています。その一環とし
て、兄弟ピアノデュオ「レ・フレール」と協
働で被災地の幼稚園や保育園、小学校、

高校でピアノ演奏や楽器の寄贈を行い、仙台市で復興応援コンサート
を開催しました。また、岩手県において、知的発達障害のある方々を招待
し、世界で活躍する指揮者の小林研一郎氏による「コバケンとその仲間
たちオーケストラ in 北上」を、2日間にわたり協働で開催しました。

「養殖業の復興」に取り組み、岩手県はわ
かめ、宮城県は牡蠣、福島県は青のりを

中心に支援します。各県での養殖再開に向けて、水産業関係者の方々
のご要望の高い養殖設備の復旧支援を中心に行っています。

プロジェクトの開始から３年間活動を継続してまいります。

　復興応援 キリン絆プロジェクトの
一環として、従業員が現地を訪れ自ら
汗をかき復興支援への寄与を図るこ
となどを目的として復興支援「汗かき
ボランティア」を行っています。

七ヶ浜生産組合への農業機械の贈呈式

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/support/index.html
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Kyowa Hakko Kirin California, Inc.

Indústria Agrícola Tozan Ltda.

 国内酒類　　国内飲料　　海外酒類・飲料　　医薬・バイオケミカル　　その他

麒麟（中国）投資有限公司

San Miguel Brewery, Inc.

Fraser and Neave Ltd.
Kirin Holdings Singapore Pte. Ltd.

PT Kirin-Miwon Foods
Siam Kirin Beverage Co., Ltd.
Kyowa Hakko Kirin（Singapore）Pte. Ltd.

Jeil-Kirin Pharma, Inc.

協和発酵麒麟（中国）製薬有限公司

The Coca-Cola Bottling Company of
Northern New England, Inc.

Kirin-Amgen, Inc.

Kirin Beer & Spirits of America, Inc.

BioWa, Inc.
Kyowa Hakko Kirin Pharma, Inc.

Four Roses Distillery LLC

Lion Pty Ltd.

Kirin Europe GmbH
Pro Strakan Group plc

Interfood Shareholdings Company

キリンホールディングス
キリンビール
キリンビバレッジ
協和発酵キリン
メルシャン

台湾麒麟　酒股　有限公司協和発酵麒麟（香港）有限公司
麒麟　酒（珠海）有限公司
華潤麒麟飲料（大中華）有限公司

Schincariol Participacoes e Representacoes S.A.

台湾協和醱酵麒麟股　有限公司

Hematech, Inc.

キリングループについて
キリングループの広がり

キリングループは、酒類、飲料、食品、医薬などの事業を、日
本、およびアジア・オセアニアを中心とする世界各国で展開して
います。キリングループは2011年12月末現在で、40,000人
を超える従業員、263の連結子会社と持分法適用非連結子会

国内酒類 海外酒類・飲料国内飲料 医薬・
バイオケミカル その他の事業
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※持分法適用会社
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酵
キ
リ
ン

キ
リ
ン
協
和
フ
ー
ズ

Coca-Cola Bottling Com
pany of 

Northern New England

Schincariol

San M
iguel Brew

ery ※

麒
麟（
中
国
）投
資
有
限
公
司

華
潤
麒
麟
飲
料（
大
中
華
）有
限
公
司

Interfood

東
山
農
産
加
工
有
限
会
社

Kirin H
oldings Singapore

Lion 横
浜
ア
リ
ー
ナ

横
浜
赤
レ
ン
ガ

キ
リ
ン
エ
コ
ー

Fraser and N
eave ※

小
岩
井
乳
業

社1社、18の持分法適用会社で構成されています。長期経営
構想「キリン・グループ・ビジョン2015」（KV2015）では、ア
ジア・オセアニアのリーディングカンパニーを目指す、という目
標を掲げ、さらなる成長を目指しています。

事業展開について
お客様の求めるものを見据え、自然の持つ力を最大限に引き

出し、それらを確かなかたちとして生み出していくものづくりの
技術。私たちは、こうした技術によって、お客様の期待にお応え

「おいしさ」を「笑顔」につなぐ総合酒類事業を推進しています。

将来性の高い海外市場への戦略的拡大によって新たな価値の創造を目指します。

独創的かつ画期的な技術を通じて、世界中の人々の健康で豊かな
生活の実現に貢献します。

健やかで楽しい食生活をサポートします。

する高い品質を追求してきました。これからも、「夢」と「志」を
持って一歩進んだ「食と健康」の新たなよろこびを提案し、世界
の人々の健康・楽しさ・快適さに貢献していきます。

国内酒類

海外酒類・飲料

新しい飲料文化を創造し、お客様の期待に応える価値を提案し続けます。

国内飲料

医薬・バイオケミカル その他の事業
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成長の実現
売上高
3兆円（酒税込み）
2兆5,000億円（酒税抜き）

営業利益率
10%以上

海外比率売上高（酒税抜き）
及び利益
約30%

綜合飲料グループ戦略の推進
国際化の推進
酒類・飲料・医薬に次ぐ
健康・機能性食品事業の構築

卓越した技術力国内酒類事業の再成長

低コスト事業モデルへの革新
不断のカイゼン

卓越した顧客関係力

組織風土革新

信頼される企業グループ

KIRINグループの企業価値の向上

グループの基本姿勢3C

強味に立脚した企業グループ

「人」重視の経営

基盤強化

マネジメント力強化

成長実現の3本のシナリオ

グループ組織運営
コスト競争力の強化 グループ経営体制の構築

企業構造改革
グループ本社機能の整理・強化

連結到達目標2015年グループの目指す姿

のれん等償却前

のれん等償却後

酒税抜き ・ のれん等償却前

酒税抜き ・ のれん等償却後

11.2

のれん等償却前

2,132

1,620

＋ 9.0％

＋12.3％

＋13.4％

＋0.3

＋0.3

＋4.7

21,300

2,310

1,880

10.8

8.8

10以上

19,050

8.5

11.6

酒税抜き売上高（億円）

営業利益（億円）

営業利益率（%）

Cash ROE（%）

2012年計画定量計画・実績 対前年 10-12年中計2011年実績

17,483

1,898

1,428

10.9

 8.2

 6.9

キリン・グループ・ビジョン 中期経営計画

キリン・グループ・ビジョン2015（KV2015） 「2010年中期経営計画」（「KV2015ステージII」） （2009年10月発表）

キリングループは、目指す姿をグループビジョン（KV2015）として掲げています。
CSRの推進はそのグループビジョンにおける基本方針の一つとして位置づけられています。

現在取り組んでいる中期経営計画においても、CSRの実践を3つの基本方針の中の一つとして取り組んでいます。

長期経営構想

● いつもお客様の近くでさまざまな「絆」を育み、「食と健康」のよろこびを提供します
●「発酵・バイオ」「モノづくり」「リサーチ・マーケティング」の技術を綜合し、独自の価値と最上の品質を追求します
● 酒類・飲料・医薬を主力事業として、アジア・オセアニアのリーディングカンパニーを目指します

●「信頼」と「躍進」のブランドとして、KIRINブランドの価値向上を図る

●各事業は独自の強みを基盤に自立し、3つの成長シナリオの実現を目指す
　●酒類事業と飲料事業の綜合的な連携を強め、確固たる収益基盤を築く
　●アジアの複数市場において、グループ内やパートナー企業との連携により事業成長基盤を築く
　●技術力を結集し、酒類・飲料と医薬をつなぐ「食と健康」領域において新たな主力事業を築く

●大地の恵みを糧に業を営む企業グループとして、地球環境保全をはじめとした社会的な役割を主体的に果たし、
　安心で快適な社会の維持発展に貢献する

●「挑戦」「達成責任」「協働」を基本姿勢として、一人ひとりが能力をいかんなく発揮し、競争優位の原動力となる

2010年中期経営計画の位置づけ

第1期
第2期

課題をやりきる「実行の中計」として「量的拡大から質的拡大」への移行を一層推進 長期経営構想（KV2015）の実現へ

第3期

2010年中計（2010-2012）
2007年中計（2007-2009）

2013年中計（2013-2015）

“ 実 行と質 的 拡 大の 3 年 間 ”“スタートダッシュの3年間”

長期経営構想（KV2015）

2007年からの中期経営計画では、KV2015実現に向け
た第1ステージとして、従来の延長線ではない飛躍的な成長
に向けた取り組みを推進し、国内酒類事業を再成長の軌道に
乗せ、綜合飲料グループ戦略を国内外において展開すると共
に、大胆な資源配分により大型投資を成立させ、成長実現に
向けて事業基盤の拡張を図りました。

2010年からの中期経営計画は、課題をやりきる「実行の中

計」として、不断の構造改革やグループシナジー拡大に取り
組むことにより、グループ全体で収益力の飛躍的な向上や効
率性の追求を図り、さらに進化したステージに向かいます。ま
た、お客様のニーズに応える新しい価値創造に挑戦し続ける
ことで、より一層「食と健康」の新たなよろこびを広げると共
に、あらゆる企業活動を通じて安心で快適な社会の維持発展
に貢献していきます。

海外国内 2011年度

69%

31%
海　外

日　本

海外売上高比率（酒税抜き）連結売上高
単位：億円 単位：億円

24,000

16,000

21,77822,784

8,000

0

2009 2010

20,717

2011 2009 2010 2011

連結営業利益

1,500

1,000

1,516

1,284

500

0

1,428

（年度）（年度）

財務ハイライト

42%

22%

16%

5%

 消去又は全社  △14%

1,428億円20,717
億円

国内酒類

15%
国内飲料海外酒類・飲料

医薬・バイオケミカル

その他

4%

11%

34%

セグメント別売上高
2011年度 2011年度

セグメント別営業利益セグメント別データ
（酒税込み）

医薬・バイオケミカル

その他

海外酒類・飲料

49%
国内酒類

2%
国内飲料

目指す姿

2010年中期経営計画の位置づけ

基本方針

「技術力」と「顧客関係力」を両輪としたキリングループの強みづくり
KIRINブランドへの貢献視点を加えたグループ経営の推進
基盤事業の強化と、飛躍的な成長のための3つのシナリオの実現
純粋持株会社制の導入による新たなグループ経営体制の構築
グループCSRの推進とグループ組織運営改革

1

2

3

4

5

事業会社の成長促進とシナジー創出によるグループ価値向上

グループ価値向上のための財務戦略
社会と共生する企業グループとしてのCSR実践

基本方針

1

2

3

・綜合飲料グループ戦略の推進
・グループシナジーの創出

・リーン経営の実現
・卓越した技術力と顧客関係力の構築
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キリングループの経営理念と CSR キリングループの CSR の全体像

重点取組課題選定プロセス

CSR に対する考え方

本レポートの構成について～ステークホルダー別のご報告～

社会が抱えているさまざまな課題について、「経営理念や長期経営構想
（KV2015）との適合性」「課題解決の必要性」「解決に向けてキリングループ
の強みが生かせるか」「グループ全体で長期的に取り組めるか」の4つの視点
から検討を行い、キリングループが事業を通じてその解決に取り組む活動を明
確にしています。そのうえで、対象となる複数の社会的課題の中から、社会への
影響、社会からの期待を考慮し、重点的に取り組むCSR課題を絞り込んでいま
す。課題の内容については、18ページ〜19ページをご覧ください。

社会の抱える課題は、年月と共に変化します。また、グローバル化の進展は、
変化のスピードをより一層、速めています。重点的に取り組む課題については、
今後も社会の変化に適応しながら見直しを図ってまいります。

キリングループが掲げている経営理念は、“キリングループ
は、自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の新たなよろ
こびを広げていきます。” というものです。

また、KIRIN WAYとして、大切にする価値観と行動の基本姿
勢を定め、さらに、グループ行動宣言においては、お客様、従業
員、株主、社会というそれぞれのステークホルダーの皆さまとの
約束を明確にしています。

キリングループのCSRに関する活動は、これらの理念・方
針に立脚して推進されています。「食と健康」を事業の中心に
置くキリングループは地球環境はもとより、社会との共生な
くしては、事業を継続的に発展させていくことはできないと考
えています。持続可能な社会の実現に向けて、長期経営構想

（KV2015）や中期経営計画においても、CSRを重要な課題
と位置づけ取り組みを推進しています。

キリングループでは、グループの強みを生かし、グループ全体
で中長期的に取り組んでいくことができる活動を「事業を通じ
てのCSR」として、CSRに関する活動の中心に置いています。
また、社会の中で事業を営む企業として、キリングループの事業
にかかわるステークホルダーとの対話の中で生まれ、長年大切

にしてきた活動を「企業市民としてのCSR」として、さまざまな
かたちで社会に貢献しています。

今後も、「事業を通じたCSR」および「企業市民としての
CSR」を軸として、持続可能な社会の実現を目指していきます。

KIRIN WAY

私たち一人ひとりが大切にすること
価値観

お客様本位
お客様のことを誰よりも理解し、
お客様の期待に応えるために、

いつもお客様とのコミュニケーションを
大切にすること

独自の技術を磨き続け、こだわりを
大切にしながら、絶えず高品質を

追求すること

自由な発想で、進んで新しい価値を
提案すること

品質本位

先 駆

誠 実

Commitment  コミットメント
すべてのことに関して深く考え、
本質を見抜き、果たすべき役割と
目標達成に責任を持つ姿勢

Challenge  チャレンジ
結果を恐れずに自ら進んで行動し、
新しいことや変化に積極的に

立ち向かう姿勢

Collaboration  コラボレーション
しなやかな連携・連動の精神をもって

協力・協働する姿勢

私たち一人ひとりの行動における3C
行動の基本姿勢

公正でまじめな姿勢を貫くこと

グループ行動宣言

独自の技術により、お客様にとって価値のある、
安全・安心で高品質な商品・サービスを提供し
ます。 （お客様価値の創造）

お客様

従業員一人ひとりが自主性・創造性を発揮し、
仕事への誇りとやりがいをもって働くことができ
る場を創ります。 （人間性の尊重）

従業員

長期的かつグローバルな視野にたって株主に対
する責任を果たし、継続的に企業価値の向上に
努めます。 （株主価値の向上）

株主

持続的な社会の発展に貢献するとともに地球環
境に配慮した事業活動を行い人々のより豊かな
暮らしづくりを支援します。

（社会貢献・環境配慮）

社会

キリングループは、自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の新たなよろこびを広げていきます。

グループ経営理念
株主お客様 従業員 社会

持続可能な
社会

キリングループは、自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の新たなよろこびを広げていきます。

水の恵みを守る活動、国連大学キリンフェローシップ、スポーツ・芸術支援、従業員ボランティア支援など企業市民としての
CSR

お客様価値の創造 人間性の尊重 株主価値の向上 社会貢献・環境配慮グループ行動宣言

事業を通じての
CSR

～自然と調和・共生する社会づくりを目指して～「低炭素企業グループ」の取り組み

コンプライアンス（社会からの要請に適応）実践

・新たな価値提案
・食の安全
・食文化への取り組み など

・多様性尊重
・いきいきと働ける
  職場づくり など

・ガバナンス
・情報開示 など

・環境マネジメント
・適正飲酒啓発 など

グループ経営理念

キリングループは、グループ行動宣
言においてステークホルダーを「お客
様」「従業員」「株主」「社会」の4つと設
定しています。

本レポートでは、社会からの期待や
要請に対するキリングループの対応方
針や取り組みの内容をより分かりやす
く表現するため、「地球環境」「ビジネス
パートナー※」を加えた6つのパートに
分けて報告を行っています。

お客様 22ページ 参照

地球環境 30ページ 参照

従業員 52ページ 参照

ビジネスパートナー 58ページ 参照

株主・投資家 64ページ 参照

コミュニティ 42ページ 参照

※サプライヤーやディストリビューターをはじ
め、キリングループのバリューチェーン上のす
べてのパートナーを指します。

題
課
的
会
社

Ｒ
Ｓ
Ｃ

課題選定の4つの視点

経営理念や長期経営構想（KV2015）との適合性

課題解決の必要性

解決に向けてキリングループの強みが生かせるか

グループ全体で長期的に取り組めるか

1

2

3

4

社会への影響・
社会からの期待

大

小

優先順位検討の視点
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原則 1～10

原則 10

放射性物質への対応をさらに強化していくことはもとよ
り、商品の安全性をすべてに優先して確保する。お客
様の声に真摯に耳を傾けるとともに、お客様と同じ視
点で安心につながる情報を積極的に伝えていく。

これまで取り組んできたＣＯ２排出量削減や生物多様性
保全に配慮した調達などを通じて、バリューチェーン
全体の環境負荷低減にグループ全体で取り組む。

コミュニティとの絆を大切にし、コミュニティの健全で
持続的な発展に寄与することを目指し、コトの提供、
教育機会の支援、スポーツおよび芸術文化の振興支援、
食問題解決、アルコール関連問題の解決に取り組む。

コミュニティの参画および発展
消費者課題

2011年 2012年

重点取り組み グローバル・
コンパクト原則

ISO26000
中核課題※

食の安全・安心の確保

低炭素社会の実現

生物多様性の保全

アルコール関連問題
への対応

安全で質の高い商品を確実に提供する。

「省エネルギー」「省資源」「環境提案商品」
を通じて、バリューチェーン全体での環境負
荷低減を進める。

生物多様性に配慮した事業活動を強化し、自
然と共生した豊かな社会の実現に貢献する。

取り組み

次世代の育成

目指していること 主な実績

原則 ７～9

―

―

健康・栄養の促進

消費者課題

食文化の振興

心と体の栄養補給と健康促進を目指す。

不適切な飲酒によるさまざまな問題を防止
し、適正飲酒を啓発する活動を推進する。

社会の一員として次世代の育成に貢献すると
同時に、事業を営む各地域の社会発展に貢
献する。

お客様の「うるおいある食生活」にかかわる
新しいライフスタイルを提案する。

キリングループコンプライアンス・ガイドラインの人権にかかわる規
定を、国連グローバル・コンパクトにより則した内容となるように
改訂を行い、国内外のグループ会社従業員への周知を図った。
また、女性の活躍の場を広げる取り組みを推進すると共に、障害
者の活躍に向けて「キリングループ障害者雇用憲章」を制定した。

日本国内におけるメンタル不調者に関する予防・対策に力を入れて
実施した。

「キリングループ ワーク・ライフ・バランス憲章」に基づき、従業
員の仕事と生活の両立のための取り組みを、引き続き推進した。

グローバル化に対応するための人材育成プログラムの拡充を進め、
実行した。

CSR調達の強化を図るために、キリングループのサプライヤーに求
める調達ガイドラインを整備した。

海外を含むグループガバナンスの強化を推進した。東日本大震災の
教訓を受けてクライシス対応の高度化を進めた。

方針に則った情報開示を進めた。また、経営トップによるIR活動に
より注力した。

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故後、直ちに放射
性物質の検査体制を確立し、商品の安全性確保に努めてきた。

多面的な視点で「食生活」を捉え、独自調査を行い「キリン食生
活文化研究所レポート」として情報発信した。また、従業員と考え
る「食の未来フォーラム」のなかで「2025年生活者予測レポート」
を発表した。

「製造、物流、オフィス」の CO2 排出量を削減すると共に、1990年の
バリューチェーンCO2排出量の把握を行なった。

生物多様性に配慮した資源利用に継続して取り組んだ。

食・サッカー・科学・芸術文化の各領域で取り組みを進めた。

コミュニティ・ウエルネス（周りの人と共にある健康）を実現す
る商品や場などの提供に取り組んだ。健康ニーズに応える商品と
して、新たに「大人の元気ヨーグルト」「からだ想い茶 ぽっぽ茶」
などを発売した。

アルコール関連問題を統轄する専門部署ARP 室をキリンビール内
に設置し、飲酒にかかわるさまざまな社会問題と健康リスクに対す
る取り組みを一層強化し、アルコールの有害な使用の低減に向け
て継続的に貢献していく体制を再構築した。

従業員の人権や適正な労働慣行を守るこ
とは、社会や経済に直結する重要な問題
である。

組織へのコミットメントを維持し、個々人
の能力を最大限に活用することがより重
要になっている。

自らの企業（グループ）のみでなく、関
係する会社も含めたバリューチェーン全体
で、持続可能な社会の実現に向けた取り
組みを行うことへの要請が高まっている。

組織統治の実効性を高め、各ステークホ
ルダーに対して有効な意思決定を行うこ
とへの要請が高まっている。

従業員

株主・投資家

ビジネス
パートナー

商品の安全と安心への要求水準が高まっ
ている。また、商品などに関する各種の
情報開示についての要求も高まっている。

地球温暖化、生物多様性の危機、資源
枯渇や水資源問題など多岐に渡る環境問
題が、社会の持続性の脅威であるととも
に当社のバリューチェーンに大きな影響
を与えている。

食の分野において、孤食・肥満・飢餓など
の問題が発生し、問題意識が高まっている。

家族・地域・組織といったさまざまなレ
ベルで人と人との絆が揺らいでいる。

アルコールの誤った飲用により、健康障
害、および飲酒運転等の社会問題が発生
している。

課題認識ステーク
ホルダー

お客様

地球環境

コミュニティ

人権尊重の基本的な考え方のもと、従業員一人ひとり
が自主性・創造性を発揮し、仕事への誇りとやりがい
をもって働くことができる場を創ることを目指し、グルー
プ連帯感の醸成および人間性の尊重に関する取り組み
を行う。

長期的かつグローバルな視野に立って、株主に対する
責任を果たし、継続的に企業価値を向上させることを
目指し、ガバナンス体制の整備および説明責任の遂行
に取り組む。

持続可能な社会の実現に向けた取り組みを、ビジネス
パートナーと協働して推進する。

組織統治
公正な事業慣行

労働安全衛生の推進

従業員の育成・
能力開発の推進

CSR視点を考慮した
公正な調達

企業の健全な経営

株主への情報開示

ワーク・ライフ・
バランスの推進

原則 1～6

人権
公正な事業慣行

環境
公正な事業慣行

人権尊重の基本的な考え方に基づき、従業
員の努力と個性を尊重すると共に、多様な人
材が活躍できる企業風土を実現する。

安全で衛生的な職場環境の整備に努め、働
きやすい健康的な職場を実現する。

仕事と生活のバランスを考慮し、従業員が自
主性・創造性を発揮し、誇りとやりがいを持っ
て働ける環境を整える。

グループ成長の基盤となる個人の能力と組織
化のさらなる向上を目指す。

調達活動におけるCSR向上に向けた取り組み
を推進し、取引の公正・公平性を高め、サプ
ライヤーと共生する。

キリングループ長期経営構想「KV2015」に
掲げる飛躍的な成長を実現するためにガバ
ナンス体制など、健全な内部管理体制を確
立する。

透明性・公平性・継続性を基本方針に、タイ
ムリーな情報開示を行い、双方向のコミュニ
ケーションを推進する。

人権
労働慣行

人間性・多様性の尊重

※ ここでは関連する主たる中核課題を掲載しています。

キリングループCSRの主な取り組み



※ 1 KISMAP…Kirin Innovative ＆ Strategic Management Action Program（バランススコアカードを活用したキリンのマネジメントのしくみ）
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CSR マネジメント
CSR 関連取り組みの PDCA 体制

キリングループは、CSRの取り組みに関するPDCA（Plan-Do-
Check-Action）のしくみを整備しています。

CSRの取り組みは、事業と密接に関係しています。このため、
CSRに関する活動の進捗は、キリングループ独自のマネジメント
のしくみである「KISMAP」※1の中で管理されています。コンプラ
イアンスや品質保証といった事業の基盤となるマネジメントシス
テムについては、継続的に改善を重ね、より高いレベルを目指して
いきます。

中長期的なCSRの取り組みに関する方針・戦略については、グ
ループCSR委員会において討議を行っています。

各事業会社を通じて行うCSRの取り組みについては、PDCA

2011年はグループCSR委員会の改組を行いました。従来同
委員会はキリンホールディングスのトップおよびグループCSR
戦略担当取締役を含む経営陣と主要事業会社の経営トップを
集め、年2回開催していました。これを、同委員会を主要グルー
プ組織・部門間の情報や課題を共有し、最適なグループCSR
方針・戦略ならびに取り組み策定のための討議を行う場として

機動性・実効性の向上を目指し、グループ CSR 委員会の改組を実施

サイクルを回すために、3階層のマネジメント体制をとっていま
す。グループCSR委員会と、実際に活動を推進する各事業会
社の間に、主管部門と呼ぶ、推進活動をリードしモニタリングす
る部門を設けている点が特徴です。主管部門は、「環境」「食の
安全・安心」などのテーマごとに設定されています。グループ
CSR委員会・主管部門・事業会社の3階層がそれぞれに推進
とモニタリングを行うことで、グループとしての一体感を維持し
ながら、PDCAを推進しています。

キリンホールディングスのCSR推進部は、経営戦略部の行う
モニタリングに参画し、取り組みの進捗を定期的にフォローし
ています。

再定義したうえで、キリンホールディングス グループCSR戦略
担当取締役を委員長として、この目的にふさわしいメンバーで
年4回開催することへ変更しております。同委員会で議論され
た中の重要事項については、社外取締役・監査役が含まれるキ
リンホールディングス取締役に随時諮ることで実効性を高め、
実施主体（各事業会社等）へ確実に受け渡すこととしています。

グローバル化を見据えた CSR の取り組み

国連グローバル・コンパクトとキリングループ
国連グローバル・コンパクト（以下、GC）とは、各企業が責

任あるリーダーシップを発揮することによって、社会の良き一員
として行動し、世界の持続可能な成長を実現するための取り組
みです。GCは、人権・労働基準・環境・腐敗防止の分野で10
の原則を示しており、企業に対してそれらの原則を支持し、遵守
するよう求めています。キリングループは、2005年9月にGCへ
の参加を表明しており、従業員との関係や調達・開発・製造・
販売などの企業活動の中で、GCの原則実現につながる具体的
な取り組みを進めています。CSRに関する重点取り組みとGC

の原則との対応関係は、19ページに示した通りです。
また、GCの日本ネットワーク

内に組成されている分科会活動
には各テーマの担当者が参加し、
他社との情報共有・課題解決に
向けた討議などを行っています。

人　　権

労　　働

環　　境

腐敗防止

国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重する。

自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。

組合結成の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持する。

あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持する。

児童労働の実効的な廃止を支持する。

雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。

環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持する。

環境に関するより大きな責任を率先して引き受ける。

環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである。

強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである。

原則１

原則２

原則 3

原則 4

原則 5

原則 6

原則 7

原則 8

原則 9

原則10

人　　権

労　　働

環　　境

腐敗防止

国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重する。

自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。

組合結成の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持する。

あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持する。

児童労働の実効的な廃止を支持する。

雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。

環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持する。

環境に関するより大きな責任を率先して引き受ける。

環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである。

強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである。

原則１

原則２

原則 3

原則 4

原則 5

原則 6

原則 7

原則 8

原則 9

原則10

人　　権

労　　働

環　　境

腐敗防止

国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重する。

自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。

組合結成の自由と団体交渉の権利の実効的な承認を支持する。

あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持する。

児童労働の実効的な廃止を支持する。

雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。

環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持する。

環境に関するより大きな責任を率先して引き受ける。

環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである。

強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである。

原則１

原則２

原則 3

原則 4

原則 5

原則 6

原則 7

原則 8

原則 9

原則10

グローバリゼーションが一層進展し、キリングループも事業
展開のエリアを世界へと広げています。その中で社会への責任
を果たしていくためには、世界において議論されているCSRの
流れをより強く意識し、推進していく必要があると認識していま
す。そのために、キリングループでは業界内外を問わず、持続可
能な社会の実現に向けたグローバルな連携活動に積極的に参
画しています。

国連グローバル・コンパクトをはじめとする業界を越えた取
り組みはもちろんのこと、業界特有の課題であるアルコール関
連問題については、世界の酒類メーカーと連携し、WHOの戦略
づくりに対する提言活動を行っています。また、グローバルな消
費財流通業界の組織であるTCGF（The Consumer Goods 
Forum）の理事会メンバーとして、2011年は日本TCGFの立
ち上げに尽力しました。

このほか、日本企業の取り組みが遅れているテーマについて
は、個別に海外先進企業を訪問し、情報交換をするなど、グロー
バルなCSRの強化に向けた準備を進めています。

グループ内におけるコミュニケーションの場としては、年に1

回、海外グループ企業を含めたグループ主要会社のトップマネジ
メントが一堂に会し、主要事業会社間での経営戦略やグローバ
ルな課題の共有を図っています。

また、2010年11月に発行された社会的責任に関する国際
ガイダンス規格であるISO26000を参考としながら、CSRの取
り組みの見直しおよび改善を進めています。

上程

グループ方針／
戦略への落とし込み

キリン
ホールディングス
（グループCSR委員会）

事務局（CSR推進部） CSR方針／
戦略の方向性の確認

グループCSR委員会※2

取締役会

モニタリング 報告

●委員長　　キリンホールディングス グループCSR戦略担当取締役
●委員　　　主要事業会社CSR担当部門長および必要に応じて委員長が指名したもの

※2 グループCSR委員会の構成員

連 

携

連 

携

担当部門 担当部門 担当部門

CSR推進部門

事業会社

キリン
ホールディングス

ほか
（主管部門）

主管部門 主管部門 主管部門

…
主管部門

食の安全・
安心の確保

アルコール関連問題
への責任ある対応

人間性・多様性の
尊重

低炭素社会の実現
生物多様性の保全

経営戦略部の
KISMAPモニタリング

CSR推進部も参画

担当部門

3階層のCSRマネジメント体制

「国連グローバル・コンパクト」の10原則

 ●▶ 19ページ 参照
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お客様への価値提供
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私たちが目指していること

キリングループが、進化を遂げながらも変わるこ
となくお客様に提供していく価値は「健康」「楽しさ」

「快適さ」「安心・上質」です。
「健康」とは、手間ひまかけて自然のすばらしさを

大切にしながら、心と体の両方にはたらきかけて、
プラスをもっとプラスにすることです。そのために
自然の持つ力を引き出し、いきいきとして元気あふ
れる心と体を実現します。
「楽しさ」とは、新しい視点、新しい場面、新しい

価値を通して、常に期待感を提供することです。そ
の場だけの楽しみではなく、未来に想いを馳せてワ

キリングループでは、商品開発から原材料調
達、製造・出荷、物流、マーケティング・販売の各
プロセスにおいて、お客様の声に耳を傾け、商品・
サービスに反映する体制を構築しています。

クワクするような期待とよろこびを実現します。 
「快適さ」とは、いつも暮らしの中で身近にあるこ

とで、親しみを感じ、くつろぎ、うるおい、嬉しさを感
じていただくことです。一人で過ごす安らぎだけで
はなく、心の通じ合う人といるときのうるおいや親
しみを実現します。
「安心・上質」とは、伝統・実績あるグループと

して、お客様が期待される間違いないものを、より
洗練された品質でお届けすることです。うわべだけ
の華やかさではなく、つくり手の想い、こだわり、技
術に裏付けられた確かな上質を実現します。 

グループ全体で、寄せられたお客様の声を共有
し、お客様に「健康」「楽しさ」「快適さ」「安心・上
質」をお届けするために生かしています。

実現に向けて

お客様との対話

お客様
～お客様への価値提供～

キリングループは、お客様に信頼されよろこんで
いただける安全・安心な商品やサービスを提供す
るためには、お客様とのコミュニケーションが非常
に大切であると考えています。

2011年度は、お客様相談窓口へのお電話や
メールなどにより、キリンビールに約37,000件、
キリンビバレッジに約42,000件、メルシャンに約
4,400件、小岩井乳業に約5,500件のお申し出を
いただきました。こうしたお客様からお寄せいただ
く商品やサービスに関する数多くのお申し出は、お
客様の期待の表れであると認識しています。

キリンビールではお客様の声を、マーケティング、
営業、生産、技術開発およびCSRの各部門と、月1
回開催する「お客様ミーティング」で共有し、改善に

お客様相談窓口を起点とした改善活動を強化
あたっています。昨年はお客様の声をもとに88件
提案し、30件を実現しました。またグループ各社の
お客様相談窓口では情報交換会を毎月開催し、各
社に寄せられるお客様の声を共有しているほか、グ
ループ協働で電話対応研修などを実施しています。

キリンビールお客様センター

お客様の声を受けての改善活動

お客様との大事な接点
としての工場見学
お客様に五感で体験してい
ただける場として、全国9ヵ
所のキリンビール工場、キリ
ンディスティラリー富士御
殿場蒸溜所で工場見学を
実施しています。このような
見学は、お客様の生の声を
伺える貴重な機会であると
考えています。

リサイクルのため飲み終わった後の缶を
仕分けしていますが、スチール缶なのかア
ルミ缶なのかが分かりづらいです。ぱっと
見て分かるようにしてほしいです。

お客様の声

キリンビールでは、主に北九州エリアにお
いてスチール缶とアルミ缶を並行して展
開しております。お客様からの声を受け、
商品イメージを守ったうえで、スチール缶
の表示をより分かりやすくするようにデザ
インの変更を行いました。

（対象商品：キリン一番搾り、麒麟淡麗〈生〉、　
キリンのどごし〈生〉）

改善事例

キリンウイスキー「富士山麓 樽熟50°」
のキャップシールが、かたくて破りにくく
困っています。ミシン目は入っています
が、もっと開けやすくなりませんか。

お客様の声

このキャップシールについては、２０１０年
にも「開けづらい」というお客様からの声
をいただき、ミシン目などの改良を行って
おりました。しかし、その後も「もっと開け
やすくしてほしい」という声をいただいた
ため、2011年、キャップシールにつまみ
部分を設け、キャップの上部から開封しや
すい仕様への変更を行いました。

改善事例楽しさ 快適さ健 康 安心・上質

販売・
マーケティング物　流製造・出荷原材料調達商品開発研究開発

お客様

安全性の保証を絶対条件に、お客
様のニーズに応え、お客様にとっ
て真に価値のある商品を目指し
て、商品の開発を行っています。

各社の商品開発研究所

安全性にかかわるグループ品質基準を
遵守し、調達を行っています。また、各サ
プライヤーの定期評価を行い継続的な
原材料品質の向上に努めています。

調達部

常に新鮮な商品をお客様にお届
けするため、適正な在庫を確保
すると共に、温度確認などにも
徹底して取り組み、品質保持に
努めています。 各社物流部門

お客様に安心して購入いただける広告
や販売促進を展開し、適切な消費行動
につながる情報の提供を行っていま
す。また、営業担当者全員が誠意をもっ
てお客様対応ができるよう、スキルアッ
プに努めています。 各社販売部門

お客様センターや市場リサーチ室を中心とする専門部
門が、日々の業務を通じてお客様の声を収集し、適切な
部門および経営層に届け、事業に反映しています。

キリングループの持つ技術力
をさらに強化し、「食と健康」
の領域でお客様に新しい価
値を提供していくための研
究・開発に取り組んでいます。

技術戦略部
キリンホールディングス

キリングループオフィス

原材料受け入れから出荷まで、製
造工程の各段階で、化学分析は
もちろん、人の五感も駆使して、
安全・安心を確保しています。

食品安全保証センター
キリングループオフィス

キリングループでは、お客様からの声を真摯に受けとめ、商品やサービスの改善に努めています。
ここではお客様センターに寄せられた声を受けて行った二つの改善事例を紹介します。
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　キリンビバレッジの定性調査において、30代以上男性に
健康意識の高まりが確認されたことを受け、食事の際に脂肪

の吸収を抑制し、食後の中
性脂肪上昇を抑制するコー
ラ、という商品コンセプトで
この商品の開発がスタートし
ました。難消化性デキストリ
ンを配合した特定保健用食
品で、糖類ゼロでありながら

　小岩井乳業では、キリンの健康プロジェクトと連動し、プロ
ジェクトのメインターゲットである、毎日を忙しく過ごす40代
以上の「大人」をターゲットに、「大人の元気ヨーグルト」を開
発しました。これは、しじみに多く含まれる成分で、回復系アミ
ノ酸であるオルニチン※400mgを配合すると共に、生きて腸ま
で届くKW乳酸菌を使用することによって、忙しい大人を “ダブ

も、コーラ系飲料ならではの飲み応えを
実現するために、甘みとフレーバーのバ
ランスを創意工夫し、お客様への味覚調
査を繰り返しながら中味開発を進めまし
た。またパッケージについても、コーラ系
飲料であること、および特定保健用食品
であることを分かりやすく表現できるよ
う、定量調査においてお客様の受容性を
確認しながら開発を進めました。

ルの元気パワー” で応援する商品です。
　ヨーグルトは毎日召し上がることが多
い食品ですので、クセが少なく食べやす
い味わいとするために、オルニチン由来の
風味を抑える技術（特許申請中）を活用
して作り上げました。

各事業分野における健康ニーズへの具体的な取り組み

キリングループでは、国内や海外の事業において、健康を気遣うお客様のニーズに対し、商品というかたちで新しい価値を提供しています。

商品開発のプロセス

健康ニーズをとらえた商品開発事例

お客様の健康ニーズ

お客様の健康ニーズの把握

特定保健用食品のコーラを実現　「メッツコーラ」

回復系アミノ酸配合で忙しい大人を応援「大人の元気ヨーグルト」

商品開発・製造 販売・マーケティング

キリンビールでは、これまでも「淡麗グリーンラベル」
をはじめとする発泡酒など、カロリーや糖質をカット
した商品を提供してきましたが、2011年は糖質ゼロ
でありながら、深みのある味わいとボディ感を持つ「キ
リン 濃い味〈糖質０（ゼロ）〉」を展開しました。また、
メルシャンでは、通常よりもポリフェノールなどが多
く含まれた“健やかワイン”「ボン・ルージュ」シリー
ズの展開を行っています。

キリンビバレッジでは2011年に脂肪ゼロ、糖質
ゼロ、低カロリーの商品として「午後の紅茶 ヘル
シーミルクティー」の展開をスタートしています。
また、現代人のからだをサポートする健康ブレン
ド茶「からだ想い茶 ぽっぽ茶」や「からだ想い茶 
すぅーっと茶」も展開を開始しています。「からだ
想い茶」シリーズは、キリンの健康プロジェクト
のグループ横断ブランド「キリン プラス-アイ」シ
リーズの一環として開発されました。

ライオンでは、お客様の健康なライフスタイルの実現を目
指して、成人向けのノンアルコール・ソフトドリンクである
FrusionやFarmers Union Iced Coffee ‘One’など糖質
や脂質をカットした商品を展開しています。また、高たん
ぱく・低GIで繊維や必須ビタミン、ミネラルを
多く含むVitasoyやVitaGoといった豆乳飲料
や、子ども向けの飲料として保存料を使用しな
いBerri Juice 250ml Kids poptopを開発
し、提供しています。

酒　類 飲　料

食　品 海　外

適切な消費をサポートする
情報発信

お客様の声の分析

● ホームページでの原材料・
    栄養成分一覧の開示
● 商品ラベルへの栄養成分の
    記載

● 市場動向分析
● 消費者リサーチ
　・グループインタビュー　
　・嗜好テスト
　・パッケージテスト　など

研究開発

健康ニーズへの取り組み
　キリングループでは、酒類、飲料、食品それぞれの事業会社が開発、製造、販売までの各プロセスにおいてお客様
の声を聞きながら、新しい価値づくりに取り組んでいます。これまでも、高まるお客様の健康ニーズに応えるための
商品をさまざまな形で提供してきましたが、今後もキリングループの持つ技術力を最大限に生かし、健康を気遣う
お客様の選択肢をより一層広げる努力を重ねていきます。

開発、製造、販売までの各プロセスにおいて、
お客様の声に耳を傾けながら商品開発を行っています。

　近年、日本では生活習慣病が増加している一方で、医療の
視点は「治療から予防」へと変化しており、食卓から健康を見
直すという考え方が注目されてきています。今後は健康意識
の高いお客様がますます増え、健康に対する価値観やニーズ
がさらに多様化してくるだろうと考えられています。また、キリ
ングループでは、肉体的な健康だけではなく、精神的・社会
的に健康でいられることも含めて健康だと考えています。お客
様の毎日の笑顔ある暮らしに貢献するため、「健康・機能性
食品」という事業分野にとどまらず、あらゆる技術を利用して
商品やサービスを提供しています。
　2008年にはグループ各社の強みを生かし、健康分野にお
けるグループシナジーをより加速させるために、グループ横断
プロジェクト「キリンの健康プロジェクト」を発足させました。
このプロジェクトは「お客様にいくつになってもおいしい食生

活」を楽しんでいただくために、キリングループの総力を結集
したプロジェクトです。独自の研究成果や技術を生かして、ふ
だんの生活ではとりづらい食材や健康素材を毎日無理なく手
軽にとれるような商品を「キリン プラス-アイ」シリーズとして
発売しています。
　今後もキリングループ各社や「キリンの健康プロジェクト」
では、対話を通じてお客様の声に耳を傾けながらお客様の健
康をサポートできるよう、幅広い取り組みを行っていきます。

※協和発酵バイオが独自に研究開発し、製造を担う、キリングループの注力素材。オルニチンは体内で使われても自らがオルニチンに戻るので回復系アミノ酸と呼ばれます。
食品の中に微量に含まれ、人間の体の中にも存在するアミノ酸です。「しじみ」に多く含まれていますが、食品からは摂取しづらいといわれています。

トクホ緑茶　　　トクホ烏龍茶

20

10

30

0

20代男性 40代男性30代男性

（%）

トクホ飲料飲用率

小岩井乳業は特定保健用食品でありおなかの調子を整える「小岩井
生乳（なまにゅう）100%ヨーグルト」や、ミルク由来のカルシウムを加
えた「小岩井さわやか清乳ヨーグルトCa低脂肪」などを展開していま
す。キリン協和フーズでは、フリーズドライ技術と、
キリンの健康プロジェクトの研究成果
を活用し、グループ横断ブランド「キリ
ン プラス-アイ」シリーズの一環として
フリーズドライのお粥シリーズ「Cayu
～ na（かゆ-菜）」をリニューアルし、
展開しています。
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すべてのお客様にやさしい商品を目指して

医薬・バイオケミカル事業におけるお客様への貢献

協和発酵キリンは、病気と闘う世界中の人々の
ために、一日も早く、一人でも多くの患者さんに
新薬を届けることを使命として、抗体医薬など画
期的新薬の開発を目指しています。特に、抗体技
術の強みを生かした「がん」「腎」「免疫／アレル
ギー」を研究・開発の重点領域として、オンリー

ワンの創 薬 技 術
や世界トップクラ
スのバイオ医薬品
製造技術を確立
し、医薬の未来に
貢献するための研

究開発に取り組んでいます。
また、協和メデックスは生化学検査試薬や免疫

検査試薬並びに診断機器の開発を通じ、人々の健
康と豊かさに貢献しています。グループでバイオケ
ミカル事業を展開する協和発酵バイオは、医薬・
医療・ヘルスケア領域で付加価値のあるアミノ酸
をはじめ、多種多様な製品を革新的に開発し、医
薬品や健康食品などを通じて世界の人々の健康と
豊かさに貢献することを目指しています。

協和発酵キリングループは、これからも3社それ
ぞれの強みを生かし、シナジー効果を発揮してい
きたいと考えています。

抗体医薬品は、生体防御システムである免疫
を医薬品として病気の治療に生かすもので、がん
などの悪い細胞を中心に攻撃します。2012年3
月には、抗体技術を応用した成人T細胞白血病リ
ンパ腫（ATL）の治療薬ポテリジオRと、ポテリジ
オR治療前に使う体外診断用医薬品ポテリジオR

テストの国内医薬品製造販売承認を取得しまし

抗体医薬品Webサイトパーキンソン病 サポートネット
Webサイト

※ ユニバーサルデザイン（UD）
文化・言語・国籍の違い、
老若男女といった差異、障
害・能力を問わずに利用
することができる商品など
の設計・デザイン。

※1 育薬
医療関係者、患者さん、製
薬会社、研究者などが、そ
れぞれの立場で薬をより使
いやすく有効性および安全
性の高いものに育てていく
さまざまな取り組み

※2 CS
Customer Satisfaction
の略で顧客満足のこと。

た。この診断用医薬品は、協和メデックスが開発
したものです。

協和発酵キリングループは、独創的な技術を生
かし、画期的な新薬を創出して、開発・販売まで
をグローバルに展開することで、病気と闘う世界
中の人々にいち早くお届けしていきます。

抗体医薬品の開発現況
▶詳細はWebへ

夜尿症ナビ

●夜尿症に関する一般向け
情報サイト

●夜尿症の治療を実施して
いる医療機関名も掲載

抗体医薬品サイト

●抗体・抗体医薬品に関する
一般向け情報サイト

（日本語、英語）

花粉症＊ナビ

●花粉症に関する一般向け
情報サイト

かゆみナビ

●皮膚とアレルギーに関する
一般向け情報サイト

「知ろう。ふせごう。慢性
腎臓病（CKD）」

●慢性腎臓病（CKD）に関する
一般向け情報サイト

パーキンソン病
サポートネット

●パーキンソン病に関する
一般向け情報サイト

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

協和発酵キリンは、一般の方々や患者さんに病
気やその治療に対して正しい知識を持っていただ
けるよう、専門家の監修のもと、さまざまなWeb
サイトを設けて分かりやすい情報発信を積極的に
行っています。

ペコロジーボトルの
スペシャルサイト
▶詳細はWebへ

ユニバーサルデザイン 抗体医薬で難病治療に貢献する

疾患や抗体医薬に関する情報発信

などにつながる貴重な情報が数多く含まれています。
協和発酵キリンでは、これらの情報を的確に社内

関係部署と共有し、医療機関への情報伝達、患者さ
ん向けの情報開示をはじめ、製品の安全管理、品質
情報などに結び付けられるよう取り組んでいます。

協和発酵キリンでは、「くすり相談室」を設け、医
療関係者をはじめ、患者さんやそのご家族などから
の自社製品に関する問い合わせに対応しています。

医薬品の有用性と安全性は、付加される情報が
一緒になって初めて完成するものであり、患者さん
に自社医薬品を適正に使用していただくためには、
的確な情報の提供が欠かせません。くすり相談室
では、医療関係者や患者さんからの問い合わせに
対し、より適切な回答ができるよう、普段から製品
関連知識の向上はもちろん、対応能力の向上にも
努めています。

2011年度は、38,000件を超える問い合わせをく
すり相談室で受けました。こうした対話の中には、製
品の改良や適応症の追加など、育薬※1やCS※2向上

くすり相談室と皆さまとのかかわり

「くすり相談室」による的確な情報提供

MKT※
製品情報発信
安全管理部
副作用調査など
品質保証部
品質情報品処理
生産企画部
改善要望など
営業統轄部
流通・本部共有
業務管理部
包装変更など
その他部門

病院
診療所
調剤薬局

特約店

本社

医療関係機関

医薬情報
担当者（MR）

くすり相談室

医療消費者

くすり相談室と皆様との関わり

※MKT…○○○○○○○○○○○○

マーケティング部
製品情報発信

ファーマコビジランス部
PV 推進部

副作用調査など
品質保証部
品質情報管理
生産企画部

包装改善要望など
営業統括部
MR 流通統括
業務管理部

包装変更案内など
その他部門

病院
診療所
調剤薬局

特約店

本社

医薬情報
担当者（MR）

くすり相談室

医療消費者

MKT※
製品情報発信
安全管理部

副作用調査など
品質保証部

品質情報品処理
生産企画部
改善要望など
営業統轄部

流通・本部共有
業務管理部
包装変更など
その他部門

病院
診療所
調剤薬局

特約店

本社

医療関係機関
医薬情報
担当者（MR）

くすり相談室

医療消費者

※MKT…○○○○○○○○○○○○

医療関係機関

「くすり相談室」での対応の様子

ユニバーサルデザイン
医薬・バイオケミカル事業における取り組み

お客様に安全・安心な商品をお届けするうえ
で、包装容器は非常に重要な役割を担っています。
環境に配慮しつつ、品質と安全性を確保していくこ
とは、包装容器の基本条件です。加えて、より多く
の方に、スムーズに商品を楽しんでいただくために、

「お客様の立場に立ってモノを作る」ユニバーサ
ルデザイン※にも注力しています。

キリンビールパッケージング技術開発センターで
は、環境にやさしい容器や高度に安全性を実現した
容器など、あらゆる状況を想定して容器の品質を高

めると共に、お客様本位という理念のもと、びん、缶、
ペットボトル、紙製容器など、すべての商品で、人に
やさしい容器を目指した取り組みを進めています。

例えば「キリンアルカリイオンの水」では、軽く・
薄く・簡単につぶせる「ペコロジ―ボトル」をさら
に軽量化した「NEWペコロジ―ボトル」を導入し
ています。これは軽量化だけでなく、女性の手でも
持ちやすいように工夫された形状や、使用後のつぶ
しやすさ、滑りにくく指先の痛みが残りにくいキャッ
プのデザインなど、多角的な視点からデザインさ
れたペットボトルです。そのほか缶
ビールのカートンの角を削り八角
形の形状にすることで、運びやすさ
や取り扱いやすさを向上させ、さら
に省資源にも貢献するカートンの
開発など、人と環境の双方にやさし
いデザインを追求しています。

キリンビールパッケージング技術開発センター

ユニバーサルデザイン性（UD性）評価システムの流れ

UD性評価結果

UD性評価

官能評価
科学的評価

お
客
様
の
要
望

開
発
完
成
品

フィードバック UD性向上
チェック

ＵＤ性評価

包材開発

容器開発

市場調査
基本設計
試作品

UD性評価結果

UD性評価

官能評価
科学的評価

お
客
様
の
要
望

開
発
完
成
品

フィードバック UD性向上
チェック

ＵＤ性評価

包材開発

容器開発

市場調査
基本設計
試作品

NEWペコロジーボトルを採用
した「キリンアルカリイオンの水」

http://www.kyowa-kirin.co.jp/rd/antibody/pipeline/index.html
http://www.kyowa-kirin.co.jp/ckd/
http://www.kyowa-kirin.co.jp/onesho/
http://www.kyowa-kirin.co.jp/kayumi/
http://www.kyowa-kirin.co.jp/antibody/
http://www.kyowa-kirin.co.jp/kahun/
http://www.kyowa-kirin.co.jp/parkinsons/
http://www.beverage.co.jp/csr/environment/pecology_bottle/
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る第1種放射線取扱主任者資格を持つ社員を複数
名在籍させ、各種関連情報を収集する一方、専門
的な知識のもと高精度な放射性物質の測定やキリ
ングループ内での情報共有を図っています。これに
よって事業会社各社の放射能リスクに関する理解
を深めると共にお客様との適切なコミュニケーショ
ンを実現できるように努めています。

食品安全保証センターが中心となって、関係す
る圃場から原料・水、製品、キャンペーン景品にい
たるまで放射能検査を実施し、確かな安全性を担
保し、事業会社各社の円滑な製品製造・販売活動
を実現しています。

今後も、行政の指導に従うと共に、各種情報を注
視しつつ品質保証体制の強化と迅速な対応に努
め、安全でお客様にご安心いただける商品をお届
けできるように、取り組んでいきます。

「食の安全・安心」を実現していくため、キリング
ループオフィスに設置された食品安全保証セン
ターでは、品質保証に関するグループ各社の活動
を統括・支援しています。食品安全保証センター
に、グループ内での品質保証に対する知見や資源
を集約し、さらに事業会社と密に連携することで、
グループ全体としてより高度な品質保証の実現を
目指しています。

法律や製品規格に適った商品であることを確認
するための分析はもとより、国内外の食の安全に関
連する情報のモニタリングや、安全の確保のために
必要な分析・評価法の整備・開発にも取り組んでい
ます。また、お客様からの問い合わせにお答えする
ための調査・分析もセンターの重要な役割です。

品質方針 食の安全・安心を守るために

キリングループは、世界的な「食の安全」への意
識の高まりに確かな品質で応えるべく、食品業界
最高レベルの品質保証を目指しています。キリン
グループ共通の品質マニュアルは、キリンビール

創立以来の理念である「お客様本位・品質本位」
に基づき、安全性の確保とお客様の満足を最優先
に掲げた品質方針と活動原則、さらに品質基準に
よって構成されています。

品質方針・活動原則・
品質基準
▶詳細はWebへ

食品安全保証センター
これらの役割を果たすため、分析・検査に必要な

各種設備に対する投資を行うと同時に、それを運
用する専門技術を持った従業員の計画的育成にも
力を入れています。

食の安全・安心

キリングループでは、チェルノブイリ事故以降
ヨーロッパからの輸入原材料について放射能に関
するモニタリング分析を実施し、放射能汚染の状況
把握と原材料の安全性確保を行ってきました。東日
本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故後
も、キリングループでは直ちに放射性物質の検査体
制を強化し、商品の安全性確保に努めてきました。

具体的には、従来の機器に加えて放射能の高感
度測定を実施できるゲルマニウム半導体検出器
を、グループとして複数台保有し、原材料・水およ
び製品に関する放射能検査を実施できる体制を整
備しました。そして、グループ各社の工場や品質保
証部門と連携し、使用する水・原材料・商品等を定
期的に自主検査し、新基準値に対してもいち早く
対応して、安全性を確認しています。

また、食品安全保証センター内に国家資格であ

品質方針を着実に遂行していくため、グループ
各社では、ISO9001などの国際規格の取得のほ
か、グループ内で定められた品質基準をもとに「現
状認識、課題抽出、PDCAサイクルの展開」という
継続的な改善を可能とする品質マネジメントシス

事業展開を世界へ拡大しているキリングループ
にとって、すべての国・地域においてグループ共通
のポリシーを明確にしていくことが不可欠です。こ
れまでも、世界的に高まる食の安全に対する関心を

商品の安全性をすべてに優先して確保すること
とともに、お客様に安心をお届けすることもキリン
グループにとっての大きな使命です。これまでも、
食品業界最高レベルの品質保証を目指して積極
的に取り組んできましたが、お客様にキリングルー
プの取り組みを適切な媒体を通して発信すること
によって、お客様のさらなる「安心」を醸成する取

り組みを強化していきます。まずは、国内の酒類、
飲料事業を中心に、ウェブサイトを通じた情報発
信の強化を図っていきます。また、有識者（学識経
験者、ジャーナリスト）、消費者団体等の第三者の
意見を取り入れていくことで、よりお客様の「安心」
につながる情報発信を目指します。

テムを構築しています。さらに、グループの最適な
資源配分により業務の一元化と機能の強化を図る
ため、キリングループオフィスに品質・環境推進部
を設置し、グループの品質、環境マネジメントを統
括しています。

踏まえ、事業展開エリアと多様な事業領域に適応
する品質保証体制の見直しを行ってきました。現
在、全グループ会社を対象とした品質マネジメント
システムの再構築に向けて、準備を進めています。

グローバル展開に対応した品質保証体制に向けて

お客様のさらなる「安心」のために

品質マネジメントシステムの構築

品質推進体制

商品開発
原材料調達

製造・出荷物流

販売

使用原材料、包装資材、
表示のチェック
健康機能食品に関する
安全性の点検　など

販促品の安全などのチェック
販売後のフォロー
品質関連情報の伝達
お客様からの声の共有化、
迅速な対応　など

温度管理、鮮度管理の徹底
物流会社との
情報交換による課題解決
輸入品の受け入れ
倉庫での検品　など

品質保証のしくみ（ISO9001、
HACCP）の構築
確実な出荷判定　など

お取引先の品質確認、
情報の共有化
受け入れ検査　など

放射性物質への対応

品質方針　私たちは、安全性の確保とお客様の満足を、何よりも優先します。

私たち一人ひとりは、何よりも優先して、お客様の声を大切にし、お客様の立場での応対
に心がけます。お客様とのコミュニケーションは、さらなる品質（お客様満足）向上の源
泉ととらえ、より満足度の高い商品開発やきめ細かな改善につなげていきます。

私たち一人ひとりは、原料・資材の調達から開発・製造・検査・物流・販売にいたるす
べての活動において、安全でお客様が安心いただける商品・サービスを提供し、信頼を得
るように努めていきます。

2. 安全で安心いただける
商品の提供（品質本位）

1. お客様満足度向上
（お客様本位）

グループの各社では、商品の開発からお客様にお届けする間でのすべてのプロセスにおいて、
一貫した品質保証体制を整えています。

食品安全保証センター（生麦地区）

2011年5月、キリンビール
横浜工場敷地(生麦工場)
内の新総合棟内にキリン
グループオフィス食品安
全保証センターを移設し
基礎研究を担当するバッ
クヤードユニット（福浦地
区）と、より商品に近い調
査を行うフロントラインユ
ニット（生麦地区）として組
織を再編して活動していま
す。今後とも両者がより一
層連携した活動を目指し
ています。

ゲルマニウム半導体検出器 ヨウ化ナトリウムシンチレーション
ガンマカウンター

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/customer/quality.html
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■ 法的要求事項
私たちは環境関連の法規制・協定及び自主管理基
準について、高いモラルで遵守します。

■ 環境マネジメント
私たちは環境マネジメントシステムを構築し、経営
戦略と連動させて継続的に改善します。

■ 環境パフォーマンス
私たちは、省資源・省エネルギーの推進、温室効果
ガスの排出削減、環境汚染の防止、及び3Rを推進
します。

「食と健康」を提供するキリングループは、すべての事業の低炭素化に努め、環境保全の取り組みを実践
するとともに、お客様への環境価値提案を通して、自然と共生した豊かな社会の実現に貢献します。

基本方針

行動指針

バリューチェーン全体および、事業活動のあらゆる側面で実行する。1

を基本的考え方とし、トップのリーダーシップと従業員の全員参加により、環境施策を経営に内在化させ、経営の
最高課題の1つとして高い目標を設定して取り組みます。

アセスメントと監査で活動を保証する。2

■ 技術開発
私たちは地球環境とお客様に価値のある自然と
共生する技術開発に取り組みます。

■ 人材育成
私たちは環境保全活動に貢献できる人材を、継
続的に育成します。

■ コミュニケーション
私たちは、地域に密着した環境保全活動を行う
とともに、透明性を高め、信頼を頂けるよう適切
な環境情報を提供します。

■ 法的要求事項
私たちは環境関連の法規制・協定及び自主管理基
準について、高いモラルで遵守します。

■ 環境マネジメント
私たちは環境マネジメントシステムを構築し、経営
戦略と連動させて継続的に改善します。

■ 環境パフォーマンス
私たちは、省資源・省エネルギーの推進、温室効果
ガスの排出削減、環境汚染の防止、及び3Rを推進し
ます。

行動指針

バリューチェーン全体および、事業活動のあらゆる側面で実行する。1

を基本的考え方とし、トップのリーダーシップと従業員の全員参加により、環境施策を経営に内在化させ、
経営の最高課題の1つとして高い目標を設定して取り組みます。

アセスメントと監査で活動を保証する。2

■ 技術開発
私たちは地球環境とお客様に価値のある自然と
共生する技術開発に取り組みます。

■ 人材育成
私たちは環境保全活動に貢献できる人材を、継
続的に育成します。

■ コミュニケーション
私たちは、地域に密着した環境保全活動を行うと
ともに、透明性を高め、信頼を頂けるよう適切な
環境情報を提供します。

環境チャレンジ宣言

キリングループの環境方針

私たちが目指していること

自然の恵みを原料とし、自然の力と知恵を利用し
ているキリングループにとって、自然との共生、その
恩恵の持続的な利用は経営の最重要課題の一つ
です。しかし私たちは今、資源の枯渇、生物多様性
の危機、地球温暖化や水資源問題など、多岐にわ
たる環境問題に直面しています。

これらの課題は、原料調達から消費・リサイクル
というキリングループのバリューチェーン全体に大
きな影響を与えていますが、同時にバリューチェー

キリングループは、2009年にCO2排出量削減
のアクションプランを策定し、バリューチェーンを
含む高い定量目標を掲げて地球温暖化の課題に
取り組んできました。また、2010年には「生物多
様性保全宣言」を発表し、生物多様性保全の取り
組みも進めてきました。

グループの主要事業会社はこれらを受け、自らの
事業の特性を見据えた「環境チャレンジ宣言」を策定
し、社会との約束のもと、各社の経営目標の中に環境

ンにかかわるビジネスパートナーやお客様に働き
かけ、協力し合うことで社会全体に貢献できる課題
でもあります。

事業がグローバルに拡大し多様化する中で、私
たちは「サステナビリティ（持続可能性）」の重要
性とコラボレーションの大切さを改めて認識し、
お客様への環境価値提案を通して、自然と共生し
た豊かな社会の実現に向けて取り組みを進めて
います。

課題を明記して達成に向けて取り組んでいます。
また、グループ全体の環境マネジメントの質的

向上と環境ガバナンスの強化を目指し、機能分
担会社であるキリングループオフィスにグルー
プの品質・環境マネジメントを統括する機能を
移管・集約しています。さらに、グループ各社は
ISO14001に準拠した環境マネジメントシステム
の構築を推進し、統合認証やグループ各事業所で
のISO14001認証を着実に拡大してきました。

実現に向けて

地球環境との共生に関する対話

地球環境
～環境サステナビリティ～

▶詳細はWebへ

キリングループは、バリューチェーンにかかわる多様なステークホルダーとコミュニケーションを取
り、環境課題の把握・解決に取り組んでいます。

「商品価値（付加価値）」グループ 
●高木 美代子氏　ケア・インターナショナル ジャパン マーケティング部長
●赤池 学氏　　　ユニバーサルデザイン総合研究所 所長　
●牛窪 恵氏　　　インフィニティ 代表　

CO2排出量削減、生物多様性保全といった個別
課題での取り組みが進むにつれて、社会と事業が
存続するためにはバリューチェーン全体の持続可
能性が不可欠であること、 それには個別課題への
対処ではない総合的な取り組みが必要であること
が明らかになってきました。

これを受けて、今までの取り組みのレビューや
世界的な環境課題動向の把握・評価を進めると

キリングループでは、CDSB※が発表した気
候変動報告フレームワーク（CCRF：Climate 
Change Reporting Framework）に基づく情
報開示の試行的取り組みに参加し、2012年2月
23日開催のCDSBシンポジウムではパネリストと

ともに、2011年12月には、ステークホルダーの
視点を取り込むことを目的に、有識者との対話の
機会として検討会を開催しています。検討会にお
いて示された、キリングループへの期待なども参
考に、これまでの取り組みを発展的に組み替えて
統合し、さらに社会の持続可能性と企業価値の向
上へつなげていく予定です。

して登壇しました。社会において有意義なカーボ
ンディスクロージャーのしくみが作られるよう、投
資家・会計士・監査法人などと共に、企業の立
場から議論し協力しています。

有識者との対話

投資家との対話
※
Climate Disclosure 
Standards Board
気候変動情報標準審議会
企業の気候変動情報開示
について世界的な統一基
準を作成し、有価証券報
告書などでの情報開示の
促進を目指すグローバル
イニシアティブで、2007
年の世界経済フォーラム
で設立された。

本報告書では主要なトピッ
クについて記載しています。
環境マネジメントシステ
ム、ISO14001認証取得、
環境会計、環境年表、サ
イト情報など詳細な環境
データについては「キリン
グループ環境データ集」を
ご参照ください。

「グループ環境戦略」グループ
●竹本 徳子氏　　ナチュラル・ステップ・ジャパン 監事　
●村岡 元司氏　　NTTデータ経営研究所
　　　　　　　　社会・環境戦略コンサルティング本部長 パートナー
●河口 真理子氏　大和総研 環境・CSR調査部長　
●上妻 義直氏　　上智大学経済学部 教授　

キリングループ環境データ集
▶詳細はWebへ

2011年7月20日から8月31日までの間、キリン
ビバレッジと東京キリンビバレッジサービスは、科
学技術館にて、自動販売機に関するイベントを実
施しました。自動販売機のカットモデルやヒートポ
ンプユニットを展示し、節電に際して電気使用量が
どのように削減されているかを紹介しました。

週末を中心とした計9日間には、自動販売機へ
の商品補充体験を通じて、自動販売機の構造を実
感いただきました。補充体験に併せて、節電の取
り組みについてのアンケートにもたくさんの方に
ご回答いただきました。 科学技術館でのイベントの様子

お客様との対話

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/env/challenge.html
http://www.kirinholdings.co.jp/csr/report/env.html
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キリングループは、WRI※1、WBCSD※2が策定した温室効果ガス排出量の算定方法に関する国際
的ガイドライン「GHGプロトコル・イニシアチブ」のスコープ３・スタンダ－ドに準拠して、バリューチェー
ン全体のCO2排出量を算出・推計しています。その結果、海外を含めたキリングループのCO2排出量
は、1990年が約860万t、2009年が約680万tであり、20年間で約21%削減できていることが分かり
ました。また、2009年のバリューチェーン全体のCO2排出量に占める「製造、物流、オフィス」の排出量
は全体の約20%程度にとどまり、バリューチェーンでの取り組みが重要であることを再確認することが
できました。今後はこの分析をもとに各種の取り組みを進めていく予定にしています。

また、オーストラリアのライオンでは昨年初めてライオングループ全体でライフサイクルウォーター
フットプリントを把握しました。これにはワイナリーでの農業に使用される水の使用量も含まれます。こ
の結果を踏まえて、水使用量削減に向けた取り組みの優先順位などを検討しています。

バリューチェーン全体の環境負荷の把握

キリングループのバリューチェーン全体のCO2排出量（2009年）

6％原料・資材 41％ 製造 16％ 委託 17％

廃棄・リサイクル 1％ 推定値

 16％

物流 3％

基準に沿って算定したCO2排出量 約640万t
推定したCO2排出量  約40万t

バリューチェーン全体のCO2排出量  約680万t

営業・マーケティング

カーボンディスクロージャーの取り組み
　気候変動対策に関する投資家・企業・政府間の対話促進を目指したCDP（Carbon Disclosure 
Project：カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）では、世界各国の主要企業に対して気候変動
に対する戦略と温室効果ガス排出量に関する情報開示を求めています。2011年、キリンホールディン
グスは、日本国内の時価総額上位500社（Japan500）を対象としたCDPの調査で、トップの開示ス
コアを獲得し、開示最優秀企業に選定されました。
　2011年11月7日開催の「CDP2011 日本報告会」であいさつに立ったキリンホールディングスの中
島常務取締役は、これまでの環境活動や環境経営情報開示に対する積極的な取り組みが評価された
と言及し、これからもステークホルダーとの絆を大切にして、事業の成長と持続的な社会の実現を目
指した取り組みを推進していくと宣言しました。
　また、水資源の使用状況を開示する新たなプログラムであるCDP Water Disclosure（CDPウォー
ター・ディスクロージャー）にも2010年から積極的に参加しています。

使い終わった容器を新た
な資源とする取り組みも
進め、バリューチェーンを
通じて循環型社会の実現
に貢献します。

ステークホルダーの協
力を得ながら、バリュー
チェーンでのCO2排出量
削減に取り組みます。

生産地やそこで働く人々
とより良いパートナーシッ
プを築き、食物資源の持
続可能な調達・利用を推
進します。

グローバルな視点で水資
源を見据え、国や地域の
状況に応じた取り組みを
進めます。

バリューチェーン全体を通じた
環境への取り組み

約 3万本

5年間でのべ100校

約 3万人

1,478kw

70%
削減達成

-37%

-27%

-750 t／年

2.3倍

100%

-60%

植林した本数
（キリンビール）

スリランカフレンドシップで
図書を今後寄贈する学校

（キリンビバレッジ）

参加者

太陽光発電最大発電出力（信州ビバレッジ）

製造におけるCO2削減量（キリンビール）
1990年比

海上輸送時のCO2削減率
（メルシャン）

ボトル to ボトルによる
石油由来原料削減率

（キリンビバレッジ）

CO2排出量

ダンボール資源削減量
（キリンビバレッジ）

ヒートポンプ式
自動販売機の加熱効率

ヒートポンプ自動販売機
（新規投入分）

■自動販売機の節電
■二次包装の削減、軽量化

■ボトル to ボトル（キリンビバレッジ）
■ワインのためのペットボトル（メルシャン）
■コーナーカットカートン（キリンビール、キリンビバレッジ）
■缶の軽量化（キリンビール）

消費

「自然と人を見つめるものづくり」を経営理念とするキリングループは、
豊かな地球の恵みを将来にわたって享受し引き継ぎたいという想いを、
バリューチェーンにかかわるすべての人 と々共につないでいきます。

■ポルテ冷熟種（キリン協和フーズ）

現行カートン コーナーカットカートン

営業

※ 1　World Resources Institute（世界資源研究所）　　※ 2　World Business Council for Sustainable Development（持続可能な開発のための世界経済人会議）　
　

専用バッグに 船で輸送 工場でボトリング 食卓に届く

蒸発器

冷却用圧縮機

冷却サイクル

蒸発器 室内熱交換器

ヒートポンプ用圧縮機

ヒートポンプサイクル
排熱回収

一体型熱交換器

製造工程
電力

バイオガス

処理水

廃熱
ボイラー

蒸気
ボイラー

蒸気
製造工程に
送気

バイオガス
エンジン

専用バッグに 船で輸送 工場でボトリング 食卓に届く

蒸発器

冷却用圧縮機

冷却サイクル

蒸発器 室内熱交換器

ヒートポンプ用圧縮機

ヒートポンプサイクル
排熱回収

一体型熱交換器

製造工程
電力

バイオガス

処理水

廃熱
ボイラー

蒸気
ボイラー

蒸気
製造工程に
送気

バイオガス
エンジン

専用バッグに 船で輸送 工場でボトリング 食卓に届く

蒸発器

冷却用圧縮機

冷却サイクル

蒸発器 室内熱交換器

ヒートポンプ用圧縮機

ヒートポンプサイクル
排熱回収

一体型熱交換器

製造工程
電力

バイオガス

処理水

廃熱
ボイラー

蒸気
ボイラー

蒸気
製造工程に
送気

バイオガス
エンジン

廃棄・リサイクル

■持続可能な農業への支援
■水源の森の活動
■スリランカフレンドシップ

原料調達

■大麦精粕の乳牛免疫賦活活性
■バイオマス由来
　プラスチック原料となる
　L-乳酸を高生産する
　酵母の分子育種

研究開発

■太陽光発電の導入
■用水使用量の削減
■ビオトープでの絶滅危惧種の保護
■バイオガスの有効利用

製造

■モーダルシフト
■他社との共同配送の推進
■輸入ワインの専用バッグによる海上輸送

物流

容器包装の
循環・再資源化

生物資源の
持続可能な利用 地球温暖化防止 水資源の保全

CDP 2011 日本報告会
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循環型社会の実現

リデュース：使う量を減らします

廃棄物の発生抑制と再資源化

500

400
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発
生
量（
千
t
）

再資源化率　　場内処理量　　廃棄物資源化量　　最終処分量

再
資
源
化
率（
％
）

36936922

99

2009

312

100

4146

98

2008

327

85

418
3

99

2010

263

103

289289
11

99

2011

224

64
（年）

副産物・廃棄物発生量と再資源化率の推移（国内グループ企業）

で発生する副産物を有効利用するために、多様な
用途開発を積極的に進めています。

キリンビール、キリンビバレッジ、キリンディス
ティラリーの製造工場では、再資源化率100％を
達成・維持しています。

また、キリンホールディングスのフロンティア技
術研究所は、発泡酒製造時の副産物である大麦搗
精粕を牛の飼料として食べさせると免疫活性が高
まることを発見しました。副産物のさらなる有効利
用と酪農業への貢献が期待されます。

キリングループでは、徹底した廃棄物の発生抑
制と高い再資源化率の維持に努めると共に、事業

ペットボトルのコーティング技術による
軽量化（キリンビバレッジ）

炭酸飲料ペットボトルにおけ
る軽量化と炭酸ガスの保持
性能の向上を両立させる技
術を開発しました。500mℓ
入りで重量24gと業界トップ
クラスの軽さで、CO2排出量
の抑制につなげます。

　キリングループでは、びん、缶、ペットボトルの軽
量化を進めると共に、流通段階に使用する二次包

装についても、流通や販売店の協力のもと、削減に
取り組んでいます。

ワインのための
ペットボトル（メルシャン）

内面に特殊加工を施すことに
より酸素バリア性を向上させ
たペットボトルを、2010年か
ら一部製品に採用しており、
2011年は「フランジア」に導
入しました。ガラスびんと比較
して軽量化を実現しています。

環境に配慮した容器包装
設計指針
キリンビールでは、本指針
を1998年に制定し、容器
包装の軽量化を進めると
共に、資源循環を促進して
います。

パッケージング技術開発
センター
キリンビールのパッケージ
ング技術開発センターで
は、容器包装機能の向上
と環境負荷削減を両立す
る技術の開発に取り組み、
その技術をグループ全体
に展開しています。

メルシャンでは、ブドウの搾
りかすを自社ブドウ園の堆
肥置き場で一年間発酵さ
せて堆肥にし有機肥料とし
て再利用しています。

ビール用びんの
軽量化（キリンビール）

外表面にセラミックコーティン
グを施し、従来より軽い国内
最軽量のビール用大びんを導
入しています。2011年までに、
原材料5.5万トン、CO2排出量
5.7万トンを削減。小びんも軽
量小びんに切り替えました。

ビール缶の軽量化
（キリンビール）

ふたの口径を小さくした「204
径缶」を他社に先駆けて採用
しました。また2011年、製缶
3社と共同で約1ｇ軽量化した
ビール缶を業界に先駆けて採
用し、350mℓ缶、500mℓ缶
を全工場で導入しました。

6缶パックの板紙の
軽量化（キリンビール）

350mℓ缶6缶パックのパッ
クカートンについて、環境負
荷の軽減を図るため、板紙の
面積を小さくし、厚みを薄くし
ました。これによって従来の
板紙と比較して軽量化を実現
しました。

循環型社会の実現

ライオンにおける取り組み
ライオンのビ ー ル 部 門

（オーストラリア）では、
2011年に容器原料の評
価と設計見直しを行い、特
にガラスおよびダンボール
について大幅な軽量化を
実現し、製品１ℓあたりの
容器重量を2.3%削減する
ことに成功しました。

リターナブルびんの販売回収状況（キリンビール）

リサイクル率向上に向けて
日本では容器包装リサイ
クル法のもとで、飲料メー
カー、容器メーカーなどが
共に3R推進のための目標
を策定して回収・リサイク
ル率の向上に取り組み、国
際的に見ても高いリサイク
ル率を達成しています。

ライオンにおける取り組み
ライオンのビ ー ル 部 門

（ニュージーランド）では、
容器の環境配慮のしくみ
を進展させ、ニュージーラ
ンド政府の廃棄物最小化
政策において認定された
ほか、ニュージーランド市
場におけるリサイクル機
会の拡大やリサイクル率
の向上に向けて取り組ん
でいます。ニュージーラン
ドガラス容器フォーラムと
の協力による取り組みは、
同国環境省から認められ、

「LoveNZ」という政府の
リサイクルプログラムとし
て発展しています。

国内における
アルミ缶とスチール缶の
回収率・リサイクル率

出典：
アルミ缶リサイクル協会、
スチール缶リサイクル協会

（出典元のデータを作図）

キリンビールでは、ビールびん、業務用生大樽の
再利用に取り組んでいます。容器の多様化に伴い
リターナブルびんの使用量は減少していますが、そ
の回収率は99%を超えています。また、キリンビバ
レッジでも、「キリンレモン」等でリターナブルびん
を採用し、回収率はほぼ100%となっています。

容器包装は品質保護やお客様の利便性を高め
るために必要です。しかし、限りある資源を利用し
ていることは事実であり、その環境負荷削減はキリ
ングループにとって大きな課題です。さらに、途上
国の発展に伴う限りある天然資源への世界的な
需要の高まりにより、資源枯渇の問題も現実味を
帯びてきています。

この認識のもと、キリングループはこれまでの
3Rの取り組みに加えて持続可能な植物由来原料
の使用を拡大すると共に、新たにペットボトルを
再びペットボトルに戻す取り組みも開始します。こ

キリンビバレッジでは、ペットボトルをリサイクル
して新たなペットボトルに再生する「ボトルtoボト

容器包装の循環・再資源化の取り組み

リサイクル：元のように再生します　再生可能な材料を使います

リユース：可能な限り循環利用します

れからも限りある資源の有効活用に努め、お客様
や社会と協力し合いながら、資源循環型社会の実
現に向けてさらにレベルアップした取り組みを進
めていきます。

ル」のしくみを導入し 、2012年夏以降に「生茶」
ブランドなどに採用します。

ペットボトルから再びペットボトルへ（ボトルtoボトル）

容器包装の３Ｒ

リユース

リデュース

リサイクル ■元のように再生します
■再生可能な材料を使います

■可能な限り循環利用します

■使う量を減らします
リユース

リデュース

リサイクル ■元のように再生します
■再生可能な材料を使います

■可能な限り循環利用します

■使う量を減らします

販売　　　回収
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コーナーカットカートン
（キリンビール、キリンビバレッジ）

キリンビールは業界で初めて、
ダンボールカートンの四隅を
切り落とし、紙の使用量を削減
すると共に、持ち運びやすい形
状にしました。キリンビバレッ
ジでも採用。これは清涼飲料
用では初となります。 「キリン アルカリイオンの水」2ℓ

　これまでの使用済みペットボトルの
リサイクルは、繊維製品といった異な
る用途への再生が主で、資源として国
外に輸出されるものも多くありました。
ボトルtoボトルのしくみでは、同じペッ
トボトルへと再生することが可能であ
り、国内での資源循環が可能です。
　キリンビバレッジでは、使用済み製
品から再生利用されたペット原料を、
さらに熱・真空・清浄ガスで洗浄して
不純物を除去するメカニカルリサイク
ルペット原料に加え、日本で初めて※1

植物由来ペット原料を組み合わせてい
ます。導入当初は、メカニカルリサイク
ルペット原料10％、植物由来ペット原
料最大27％※2とし、将来的にメカニカ
ルリサイクルペット原料の比率を高め
ていく方針です。

※1　2012年1月5日現在
※2　植物由来ペット原料は、製造開始時および終了時に含有率が変動す　　　
　　  るため、最小4.5％から最大27％となる

サトウキビ

天然ガス

石　油

PET
ポリエチレン
テレフタレート

環境効果

飲用回収 販売 生産

サトウキビ

PET
ポリエチレン
テレフタレート

環境効果

飲用回収 販売 生産

天然ガス

石　油

約22％軽量化

約29％軽量化 約21％軽量化

CO2年間

約400t減
容器製造時CO2年間

約50%減

約6％軽量化

〈アルミ缶〉

〈スチール缶〉
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生物多様性の保全

キリングループ遺伝資源アクセス管理原則

豊かな生態系を擁するオーストラリア・タスマ
ニアのキングアイランドでは、ライオンの支援によ
り、持続可能な農業を目指すNPOが、酪農業者と
協働して牧草地の土壌検査を行っています。肥
料の適正使用量を科学的に把握・管理すること
により、不必要な使用量の削減を目指しています。
これによってラムサール条約湿地のラビニア湿原
や河口付近の富栄養化（汚染）を防ぎ、そこに生
息する絶滅危惧種のアカハラワカバインコなどの
動植物の保護につながることが期待されます。

また、ニュージーランドにあるライオンのワイナ
リー Wither Hillsでは、生態学的に非常に重要な
価値を持つラランギ湿地の保全プロジェクトを継続
しています。ワイナリースタッフと地元のエコロジス
トを中心に地域行政やニュージーランドの生物多
様性基金とも協力し、在来植物の植え付けや国際自
然保護連合（IUCN）のレッドリストで絶滅の危険性
が高いと判断された植物種の保護活動を行ってい
ます。同プロジェクトはビジネスと環境のすばらしい
両立事例として評価され、飲料産業における国際的
な環境賞Drinks 
Business Green 
Awards※ 2012
の最終候補にま
で残りました。

キリングループの技術の活用生物資源の持続可能な利用に向けた取り組み

持続可能な生物資源の調達

ステークホルダーと連携した取り組み

条約や法令への適切な対応

キリングループが開発した、植物の組織から植
物苗を作成する技術は、伐採された森林を早く復
元できる可能性を秘めており、森林資源の持続性
への貢献が期待されます。

2011年には、食物と競合しない非可食性の素

生物多様性の恵みを世界中で生
かすためには、国際的な合意に基づ
く法令に従った適切な遺伝資源の
管理も重要です。キリングループは、
COP10で採択された名古屋議定書
を受けて、遺伝資源のアクセスに関す
るグループガイドラインを策定し運用
しています。

材に多く含まれるキシロースから、バイオマス由来
プラスチック※の原料となるL-乳酸を高生産する
酵母の分子育種に成功しました。今後、生態系を
破壊しないバイオマス原料の生産への貢献が期待
されています。

人口増加やバイオ燃料の普及を背景とする農
地拡大は、時として生産地の豊かな自然やそこで
生産に携わる人々のコミュニティに影響を与える
おそれがあります。

豊かで高品質な生物原料の持続可能な調達・
利用は、大地の恵みを糧とするキリングループに
とっても重要な経営課題です。

この認識のもと、キリングループは「キリング
ループ生物多様性保全宣言」を策定し、取り組み
を進めてきました。これからも、生産地やサプライ
ヤーと協力し持続可能な生物資源の調達に努め
るなど、かけがえのない自然の恵みと事業の継続
性を確保していきます。

1.生物多様性に配慮した資源利用を推進します 
世界中の人々が自然の恵みを持続的に享受できるように、
生物多様性に配慮した資源の利用を事業活動全体において推進します。 

2.キリングループの持つ技術を活かします
「食と健康」の新たなよろこびを提供する企業として、事業活動を通じて保有する技術の応用により、
生物多様性の持続可能な利用および保全に貢献します。 

3.ステークホルダーと連携して取り組みます
従来より取り組んでいる環境保全活動に生物多様性の視点を加え、
お客様や地域のパートナーと連携し、生物多様性保全に継続して取り組みます。

4.条約や法令に適切に対応します
生物多様性に係わる条約や法令を遵守し、
生物多様性の恵みが世界中で活かせるように努力します。

　キリングループは、自然の恵みを原料に、自然の力と知恵を活用して事業活動を行っており、生物多様性の
保全は重要な経営課題であると認識しています。将来に渡って「食と健康」の新たなよろこびを提供し続けるた
めに、キリングループは、生物多様性保全のための様々な活動を積極的に行います。

（2010年10月6日策定）

※ 植物や微生物など、短
時間で再生可能な生物由
来の有機性資源（バイオマ
ス）を原料とした環境配慮
型のプラスチックのこと。
糖類を乳酸菌で発酵させ
て得られる乳酸を重合さ
せた「ポリ乳酸」の実用化
がもっとも進んでいます。

キリングループ
生物多様性保全宣言

1．生物多様性に関する国際的な合意を尊重する。

2．遺伝資源へのアクセスは資源提供国の事前同意を得て行い、　　　
　  来歴不明の遺伝資源の持ち込み及びその利用は、行わない。

3．遺伝資源の利用は、これより生ずる利益の公正かつ衡平な
　  配分を含め、国際条約に従い適切に管理する。

キリンホールディングス
は「日本経団連生物多様
性宣言」の「宣言推進パー
トナーズ」および「生物多
様性民間参画パートナー
シップ」のメンバーとして、
生物多様性に配慮した事
業活動の推進に取り組ん
でいます。

※
D r i n k s  B u s i n e s s 
Green Awards
ロンドンに本部をおくグ
ローバルなアルコール
飲料業界紙The Drink  
Businessが主催する環
境経営賞 

キリングループでは2010年より持続可能な資
源利用についての調査を進めています。まずは、飲
料事業において調達量が多い紅茶葉のサプライ
ヤー調査を実施し、茶葉の生産地の生物多様性を
損なうような行為がないことを確認しました。さら
に2011年には、その他の生物原材料についても調
達量や調達地域からその持続可能性を評価してい
ます。2012年以降はその評価に従ってさらにサプ
ライヤー調査も含めて、生物多様性に配慮した資
源利用を進める予定です。

持続可能な資源利用調査

ビオトープ 湿地保全

キリンビバレッジは、「午後の紅茶」の主要な紅
茶葉の調達先であるスリランカの生産地コミュニ
ティへ図書を寄贈し、農園で暮らす子どもたちの教
育環境を整える支援を行っています。

この活動は2007年から実施してきましたが、
2012年からは新たに5年間でのべ約100校に寄
贈先を拡大していく予定です。

生産地のコミュニティ支援

メルシャンは、かつて大半が遊休農地であったと
ころを元の地形や景観に配慮しながらブドウ農地と
して造成し、企業による地域農業の振興とワイン用
ブドウの自社栽培に取り組んでいます。環境負荷の
少ない肥料や農薬を使用し、薬剤散布機をミストタ
イプに変更して、使用農薬量の低減を図っています。
ライオンでは、地域の農業支援を通じて環境問題
の解決に貢献するNPOランドケア・オーストラリ
アの活動を助成しており、例えば長年にわたり集
約的な生産が続けられてきたハンター・バレーで
は、牧草地の土壌改善に向けた酪農家支援が行わ
れています。

地域の農業支援

キリンビール神
戸工場は、1997
年 に 設 けたビ オ
トープ（生物が生
息する空間）にお
いて、在来の水生
生物の再現に取り
組んでいます。学
術研究機関である兵庫県立「人と自然の博物館」
と共同で科学的な調査研究を重ね、絶滅が危惧
されるカワバタモロコを2002年に200匹以上、
近隣のため池から移植しました。モニタリング活
動には地域の子どもたちが参加し、良好な環境
学習の機会となっています。ビオトープに住むカ
ワバタモロコの採集数は、ここ数年1,000匹弱
で安定し、定着に成功しています。今後は、遺伝

的 多 様 性を考
慮した 放 流 等
のガイドライン
の 策 定 を進 め
て、近隣地域に
おいてカワバタ
モロコの新たな
生 息 地を展 開
する予定です。

キリンビール神戸工場のビオトープで保護
育成される絶滅危惧種のカワバタモロコ

 ●▶ 60、61ページ 参照

図書を寄贈した小学校

キリンビバレッジは、NPO
のボルネオ保全トラスト
ジャパンと協働し、野生生
物レスキューセンターやボ
ルネオ緑の回廊プロジェク
トを支援する自動販売機
を設置しています。2009
年に北海道・旭山動物園
からスタートし、日本全国
に広がりつつあります。

ボルネオの野生生物や緑の
保護を支援する自動販売機
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キリンビバレッジは2006年、キリンビールは
2010年に「エコレールマーク」 認定企業に選ば
れました。「生茶」のケースにはエコレールマーク
を表示しています。

2011年は、震災の影
響で鉄道輸送が困難な
状況にあったため、目標
は未達となりましたが、今
後も積極的にモーダルシ
フトを進めてまいります。
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CO2排出量削減の取り組み

アクションプランの進捗状況

製造における取り組み

物流での取り組み

フロン類の対応
キリンビ バレッジでは、
2012年に新規採用する自
動販売機の90％以上でノ
ンフロン冷媒機の導入を
目指します。

2009年および1990年のバリューチェーン
全体のCO2排出量を算定および推定した結果、
1990年から2009年の間に約21%削減できて
いることが分かり、2050年までに半減という目

標の達成に向けて順調に進んでいることが確認
できました。今後も定期的にバリューチェーン
CO2排出量を算定して、進捗状況を確認していく
予定です。

地球温暖化の防止

地球温暖化は地球規模の気候変動をもたらす
と言われています。生態系、水資源、農作物、自然
災害等に大きな影響をおよぼす可能性があり、自
然の恵みによって支えられているキリングループ
の事業にとっても大きな課題です。

この認識のもと、キリングループでは2009年8

月に地球温暖化防止のための新しい戦略を策定
し、自らが直接排出するCO2排出量削減の中期目
標に加え、開発から廃棄・リサイクルにいたるすべ
てのバリューチェーンのCO2排出量削減に向けた
長期目標を設定し、その実現に向けて取り組んで
います。

※ データ範囲
キリンビール、キリンディ
スティラリー、永昌源、キリ
ン物流、キリンエンジニア
リング、キリンテクノシス
テム、キリンマーチャンダ
イジング、キリンシティ、メ
ルシャン、キリンビバレッ
ジ、キリンチルドビバレッ
ジ、信州ビバレッジ、協和
発酵キリン、協和メデック
ス、協和発酵バイオ、第一
ファインケミカル、キリン
協和フーズ、小岩井乳業、
キリンホールディングス、
キリンビジネスエキスパー
ト、キリンリアルエステー
ト。省エネ法に基づく特
定荷主としての輸送に伴
うCO2排出量を含む

キリンビールでは、2012年までの目標を前倒しで
達成しました。2015年までに製造・物流・オフィスの
CO2排出量を64％、製造の排出原単位を55％、製品
輸送の排出原単位を46％削減する（いずれも1990
年比）という新たな目標を策定し、取り組んでいます。

2012年1月、信州ビバレッジは、天然ガスへの
燃料転換を実施しました。キリンビバレッジでは、
2011年、舞鶴工場で天然ガスボイラーへの燃料転

換を行っています。メルシャンでは、八代工場にて
2011年に石炭から重油へのボイラーの燃料転換
を行っています。

ライオンでは、オーストラリア政府が設けた
Energy Efficiency Opportunity（EEO）に参画
し、CO2排出量削減に取り組んでいます。これまで
3年間に90を超えるエネルギー効率化策を掲げ、
既にその多くを実行に移しました。

省エネルギー

信州ビバレッジの施設内に長野県下最大発電出
力（2012年2月現在）1,478kWのメガソーラー発
電所を設置し、年内運転開始を目指す計画を中部
電力グループであるシーエナジーと共に決定しまし
た。これにより年間約600トンのCO2削減効果を見
込んでいます。

また、協和発酵キリンでは、富士工場、東京リサー
チパークで太陽光発電設備を年間稼働しています。

2011年には宇部工場での導入を行っています。
再生可能エネルギー

導入設備 実 績

1996年より国内11カ所の工場・事業所に導入
定格出力合計●kW太陽光発電

2007年 横浜市風力発電事業にキリンビール
が協賛。定格出力1,980kW風力発電

2002年より国内7カ所の工場・事業所に導入コジェネレーション

ガスボイラー 1980年より国内24カ所の工場・事業所に導入

導入設備 実 績

1996年より国内12カ所の工場・事業所に導入
定格出力合計260kW太陽光発電

2007年 横浜市風力発電事業にキリンビール
が協賛。定格出力1,980kW風力発電

2002年より国内7カ所の工場・事業所に導入コジェネレーション

ガスボイラー 1980年より国内21カ所の工場・事業所に導入

省エネ設備・再生可能エネルギーの導入実績

国内製造、物流、オフィスのCO2排出削減の実績と目標※バリューチェーン全体のCO2排出削減の実績と目標

キリングループは、地球の限りあるCO2吸収量と人為的なCO2排出量とのバランスを考慮し、

　バリューチェーン全体で、2050年までにCO2排出量を1990年比で半減させます。

　「製造、物流、オフィス」については、2050年までCO2排出量を毎年1%以上削減します。

　国内の「製造、物流、オフィス」については、2015年には、1990年比で35%削減します。

※削減の対象範囲は、海外を含むグループ会社のバリューチェーン全体です。（2009 年 8 月 3 日策定）

定
量
目
標

1

2

3  ●▶ 38、39ページ 参照

 ●▶ 41ページ 参照

 ●▶ 32、38ページ 参照
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営業・オフィスでの取り組み

鉄道貨物輸送を活用し、地球環
境問題に取り組む企業を認定す
るものです。

キリン協和フーズは、パンの発酵種・ポルテ冷熟種
を開発しました。低温で一晩熟成させた発酵種やパン
生地は、独特の風味や食感があります。しかし、安定し
た品質には、低温熟成設備や長時間の工程管理が必要
となり、その分エネルギーを消費します。ポルテ冷熟種
を使用すれば、専用設備を使わず、しかも短時間でつく
れるため、その分省エネルギーが可能になります。

2011年、キリンビバレッジは、ヒートポンプ自動販売
機の導入や、夏季ピーク時および冬季の節電対策に努
めました。2012年も環境負荷低減に向け、従来より消
費電力を最大50％強削減する最新のヒートポンプ自動
販売機を3月から導入開
始したほか、省エネ効果
の高いLED照明を、一部
の薄型機などを除く缶・
PET自動販売機の新規
投入機すべてに搭載しま
す。さらに、オゾン層破壊
防止などに向けノンフロ
ン冷媒機を積極的に導
入します。

自動販売機 ポルテ冷熟種

キリンビバレッジは、環境にやさしい生活飲料ライ
ンナップ「キリン エコシリーズ」の発売を開始しまし
た。最軽量ボトルの使用に加えて、流通企業との連
携により販売エリアを限定して工場から直接出荷す
ることで、輸送に伴うCO2排出量を削減しています。

エコシリーズ

メルシャンでは、輸入ワインを大容量の専用バッ
グで輸入し、日本でボトリングすることにより、海
上輸送時のCO2排出量を削減しています。

キリンビールおよびキリンビバレッジでは、サン
トリーグループやサッポロビールと共同配送を実
施しています。また2011年8月、アサヒビールグ
ループとの小口配送の共同化と共同回収を開始
しました。両社合計で、CO2排出量を年間約196t

（従来比で約22％）削減する見込みです。

エコレールマーク 大容量専用バッグでの輸入

共同配送

協和発酵キリンでは、2014年までに営業車用
としてハイブリッドカー 1,000台導入を目指して
おり、2011年までに585台を導入済みです。

キリンビールでは、電気自動車や環境基準認定
車、低排出ガス認定車の採用を進めています。

エコカーの導入

 ●▶ 62ページ 参照

バイオガス発電
キリンビールでは、工場の
排水処理から発生するバ
イオガスをコジェネレー
ションシステムで利用し
発電しています。

「生茶」ケース
（エコレールマーク付）

エコシリーズ

軽量ペットボトルを使用
しています。

CO2の削減（当社比）に
取り組むため工場やエリ
アを限定して出荷します。

横浜市風力発電事業
（キリンビール協賛）

▶詳細はWebへ

環境データ第三者
検証報告書

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/env/data.html
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水資源保全の取り組み

水資源問題の影響は、地域や国あるいは年に
よっても大きく様相が異なり、グローバルに事業を
展開していくうえでは、それぞれの地域固有の水資
源問題に応じた適切な対応が重要です。

この認識のもと、キリングループは水ストレスが
高い事業所で高度な節水に取り組み技術を高め
る一方で、それ以外の事業所ではエネルギー使用
量との関係を考慮して節水技術の適切な横展開
を推進しています。また地球の大きな水の循環を

意識して、適切な排水処理や、事業にとって重要な
きれいで安全な水を守る森林活動を地域の皆さま
と共に継続しています。

水使用の合理化

適切な排水処理

水の恵みを守る活動

オーストラリアはここ数年間ひどい干ばつに見舞
われており、水使用の合理化を非常に重要視して
取り組んできました。ライオンでは高度な水循環利
用技術を持つブリスベンのCastlemaine Parkins
工場が、2011年は洪水のため本来の性能を発揮
できませんでしたが、オークランドのPrideビール
工場が15%の節水を達成するなど、全体では昨年

度よりも使用量を削減することができました。
キリンビールは、節水プロジェクト活動などによ

り、2011年の製造工程の水使用量を1990年比
で総量約64％、原単位で約47％削減しました。
また、日本と海外の事業会社間で技術交流を行う
など、取り組み成果や優れた技術をグローバルに
共有しながらグループ内に展開しています。

キリングループでは「水の恵みを守る活動」として、
「水源の森の活動」と「自主環境保全」「地域協働環
境保全」の3つの活動を展開しています。

1999年に業界に先駆けてキリンビールが始め
た森林保全の活動である「水の恵みを守る活動」
は、現在ではグループ全体に広がりました。

2011年は「水源の森の活動」では、キリンビバ
レッジが、神奈川県が実施する森林再生の取り組
みに賛同し、同県と「森林再生パートナー制度」契
約を締結。これにより、新たに「キリンビバレッジ
かながわの森」が誕生しました。「自主環境保全」・

「地域協働環境保全」では、従業員やその家族な
どが地域社会の皆さまと共に事業所周辺や近くの
海岸などを清掃する活動へ参加しました。

キリングループでは、環境法令が求める以上の
自主基準を設定し、排水負荷の最小化に取り組
んでいます。

キリンビールの工場では、原料に由来した高濃度
の排水と洗浄水などの低濃度の排水が発生します
が、これらの排水は調整槽に送られたあと、嫌気処理

と活性汚泥法を併用して、安定的に浄化しています。
協和発酵キリンでは、排水処理プロセスにおい

て高純度のリン酸を回収しています。回収したリン
酸は農業資材などに活用されています。リン酸資
源は世界的に不足しており、今後もこの技術を活
用して原料としての用途拡大を図ります。

水資源の保全 環境リスクの低減とマテリアルバランス

協和発酵キリン
高崎水源の森づくり
2011年10月1日、高崎市
の水資源である浅間隠山
麓のうち、「わらび平森林
公園」内の1.55haの森林
を育成するために、グルー
プ従業員やその家族など
93名が森林保全活動を行
いました。

内閣総理大臣賞を受賞
2011年、「水の恵みを守る
活動」の一環として活動を
展開してきたキリンディス
ティラリー富士御殿場蒸
溜所が、平成23年度緑化
推進運動功労者内閣総理
大臣表彰を受賞しました。

キリングループの水資源保全

▶詳細はWebへ
環境研修について

適正な排水処理

水使用の合理化

水の恵みを守る
活動

■使う水の量を減らします
・水の使用料を抑える工場設計
（ユーティティ設備の分散配置など）
・洗浄工程の見直しと使用済回収水の
再生利用(カスケード利用)の拡大

■使った水はきれいに返します
・法令の遵守はもとより、法令で求めら
れる以上の自主基準を設定して排水
負荷を最小化

■水自体を守る活動をします
・水の恵み守り再生する森林保全活動
の推進

適正な排水処理

水使用の合理化

水の恵みを守る
活動

■使う量を減らします
・水の使用量を抑える工場設計
（ユーティリティ設備の分散配置など）
■可能な限り循環利用します
・洗浄工程の見直しと使用済回収水の
再生利用(カスケード利用)の拡大

■使ったらきれいに返します
・法令の遵守はもとより、法令で求めら
れる以上の自主基準を設定して排水
負荷を最小化

■水源を維持します
・水の恵みを守り再生する森林保全活
動の推進

適正な排水処理

水使用の合理化

水の恵みを守る活動

■使う量を減らします
■可能な限り循環利用します

■使ったらきれいに返します

■水源を維持します

国有林、県市町村林で行う
森林保全活動

18件／1,996人

自主開催の環境美化活動

51件／4,540人

地域団体主催の環境美化活動に参画

14件／1,354人

活動概要

水源の森の活動

自社環境
保全活動

地域協働
環境保全活動

実施件数　計83件／参加人数　計7,890人
活動概要

水源の森の活動

自社環境
保全活動

地域協働
環境保全活動

実施件数　計117件
参加人数　計8,428人

16件
2,227人

77件
4,718人

24件
1,483人

国有林、県市
町村林で行う
森林保全活動

自主開催の
環境美化活動

地域団体主催
の環境美化活
動に参画
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環境汚染防止への対応

マテリアルバランス

事業の特性上、化学物質取扱量の多い協和発酵
キリンでは、「環境・安全・製品安全に関する基本
方針」に基づいて、レスポンシブル・ケア活動を推
進し、商品の研究段階から使用・廃棄にいたるま
で各段階のアセスメントを厳しく運用しています。

キリングループでは、資産を売却する際には、土
壌汚染についても適切に調査・対応しています。

2011年、監視体制の不備により排水処理におい

キリングループでは、事業活動による各事業の環境影響を詳しく把握し、環境負荷低減に生かしています。2011年のキリング
ループの事業活動におけるマテリアルバランスは下記の通りです。

てBOD※が基準を超えるという環境事故が発生し
ました。これに対して、速やかに行政に報告するとと
もに、監視体制を強化のうえで排水処理設備を増強
するなどの対策を行い、再発防止を徹底しています。

環境リスクを低減するためには、環境リスクを正
しく理解することが重要であると認識し、キリング
ループでは、従業員に対して継続的に環境研修を
実施しています。

国内酒類事業

国内飲料事業

海外酒類・飲料事業

医薬・バイオケミカル事業

その他事業

キリンビール、キリンディスティラリー、永昌源、キリンシティ、キリンマーチャンダイジング、キリンアンドコミュニケーションズ、キリン物流、
キリンエンジニアリング、キリンテクノシステム、キリン・ディアジオ、ハイネケン・キリン、メルシャン、メルシャンフィード、メルコム、
日本リカー、第一アルコール

キリンビバレッジ、キリンチルドビバレッジ、信州ビバレッジ

麒麟 （中国） 投資有限公司、麒麟啤酒 （珠海） 有限公司、ライオン

協和発酵キリン、協和メデックス、協和発酵バイオ、第一ファインケミカル、麒麟鯤鵬 （中国） 生物薬業有限公司、BIOKYOWA、
上海協和アミノ酸有限公司

キリン協和フーズ、小岩井乳業、横浜アリーナ、横浜赤レンガ、キリンエコー、キリンホールディングス、キリングループオフィス、キ
リンビジネスエキスパート、キリンビジネスシステム、キリンリアルエステート

国内酒類事業

海外酒類・飲料事業

医薬・バイオケミカル事業

O U T P U T

I N P U T

国内飲料事業

その他事業 

 

排水

副産物・廃棄物

エネルギー 水（淡水のみ） 物質（原料と容器包装材）

大気への排出 SOx

大気への排出 NOx

41t

404t

［内訳］　容器包装材：643千t　原料：980千t

千
千
kℓ
t

生産量（酒類）
（その他）

2,789
111

千kℓ生産量（飲料）639

千
千
kℓ
t

生産量（酒類）
（食品など）

981
1,627

千t
生産量（医薬）
（その他）

2.1
71.4

千t

千
千
kℓ
t

生産量（飲料）
（その他）

49
30

CO2排出量

19,750TJ 85,433千m3

82,215千m3

1,623千t

514千t

1,097千t

その他事業
1%その他事業

2%
国内酒類事業
47%

国内酒類事業
22% 医薬・バイオ

ケミカル事業
12%

医薬・バイオ
ケミカル事業
64%

その他事業
1%

医薬・
バイオ
ケミカル事業
66%

その他事業
5%

医薬・
バイオ
ケミカル事業
29%

その他事業
5%
医薬・
バイオ
ケミカル事業
30%

34%
国内飲料事業
6%

国内飲料事業
3% 海外酒類・

飲料事業

その他事業
1%
国内酒類事業
36%

医薬・バイオ
ケミカル事業
18%

41%
海外酒類・
飲料事業

9%
海外酒類・
飲料事業

国内酒類事業
22%
国内飲料事業
3%

8%
海外酒類・
飲料事業

国内酒類事業
31%
国内飲料事業
7%

28%
海外酒類・
飲料事業

国内酒類事業
31%
国内飲料事業
5%

国内飲料事業
4%

29%
海外酒類・
飲料事業

※
Biochemical Oxygen 
Demand
生物化学的酸素要求量の
略。水中の有機物が微生
物の働きによって分解され
るときに消費される酸素の
量のことで、河川の有機汚
濁を測る代表的な指標。

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/env/risk.html
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コミュニティとの共生

コミュニティ
～コミュニティとの共生～

消費者団体との対話
キリングループでは、新たなカテゴリー商品の

発売や、その広告表現・展開などについて、消費
者団体と随時相談し、忌憚のない意見をいただい
ています。

例えば2009年に発売した、酵母を使わずにア
ルコールを発生させない製法で開発したノンアル
コール・ビールテイスト飲料の「キリンフリー」も
その一例です。「キリンフリー」の発売に際しては、
消費者運動の草分け的存在である主婦連合会

や、依存性薬物問題
の予防に取り組んで
いるNPO、アルコー
ル薬物問題全国市民
協会（ASK）との対話
を通し、「ビールが飲
用できる20歳以上の

方に向けた商品として開発した商品である」こと
を表示し、「売場は酒類売り場とする」ことなどを
決めました。

消費者団体との対話は事業を進めるうえで貴重
な機会であり、今後も、こうした対話をさまざまな商
品やサービスに生かしていきたいと考えています。

自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の
新たなよろこびを広げていくことを経営理念とする
キリングループにとって、事業活動を支えてくださ
るコミュニティとの「絆」を大切にし、コミュニティ
の健全で持続的な発展に貢献することは、企業と
しての重要な責任であると考えています。

この考え方に基づき、キリングループは、事業に
関連の深い「アルコール関連問題」および「食問

題」の解決に向けた取り組みを行うとともに、食生
活・食文化に関する調査研究によって社会の変
化をとらえ、食の未来に向けた取り組みを推進し
ています。また、これからの社会を支える「次世代
の育成」や人と人をつなぐ心のよりどころであり、
支えでもある「絆づくり」への貢献も行っています。
これらを通じて、コミュニティとの持続的な共生を
目指します。

地域社会
への貢献
など

地域に根ざした
取り組み

自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の
新たなよろこびをひろげていきます。

グループ経営理念

アルコール
関連問題
食問題

への取り組みなど

事業特性に
基づく取り組み

文化の創造に
貢献する取り組み

スポーツ
芸術支援
など

絆づくり、次世代育成など

復興応援 キリン絆プロ
ジェクトは、8 ページから
11ページを参照

私たちが目指していること

キリングループでは、「アルコール関連問題への
対応」、「食問題の解決」、「次世代育成」、「絆づく
り」という4つの大きなテーマを軸に、コミュニティ

との持続的な共生を目指した活動を展開していま
す。また、各事業会社では、事業や地域の特性を踏
まえた具体的な活動を企画・実施しています。

実現に向けて

コミュニティとの対話

アルコールコーナーで
販売されているキリンフリー

一部大手コンビニエンスチェーンではさらなる取り組みとしてノンアル
コール飲料に対して年齢確認が必要なPOSシステムを採用し未成年飲
酒誘発防止に取り組んでいます。（写真はセブン-イレブン様の事例）

アルコール関連問題研修会

NPO「ドリンクワイズ」との対話と連携

キリンビールは、アルコールを製造販売する企業
として、不適切な飲酒習慣によるアルコール疾患
や依存症について把握し、従業員自らも認識を深
めて自己管理が強化できるよう、アルコール関連問
題研修会を定期的に開催しています。

2012年2月には、「アルコール問題の現状、依
存症の実態について」をテーマに、国立病院機構

「久里浜アルコール症センター」において、社長を
はじめとするトップマネジメントを対象とした研修
を開催しました。久里浜アルコール症センターは、

ライオンは、オーストラリアにおける適正飲酒
文化の創造を目的として活動する非営利の第三
者機関であるドリンクワイズを創設時から支援
し、共に適正飲酒の推進に取り組んでいます。

ドリンクワイズは、2005年に酒類業界が共同
で設立した第三者機関です。アルコールの不適切
な利用を引き起こす背景には、複雑で相互依存的
な要因があり、それらを解決するためには長期的
な視点に立って各世代に応じた啓発が重要であ
るとの考えから、ドリンクワイズは政府、コミュニ
ティおよび酒類業界を巻き込んだ啓発活動を多
角的に展開しています。また、その活動は独自の
研究と公衆衛生、神経科学、疫学、青年心理学な
どの医学分野における専門家からの助言に裏付
けられています。

日本を代表するアルコール依存症治療機関です。
2月の研修では、樋口進院長の講義により、日

本の飲酒の実態や対応、アルコール問題に対する
WHOの イ ニ シ
アチブ、さらに未
成年者の飲酒問
題や女性と飲酒
の問題などにつ
いて認識を深め
ました。

現在、ドリンクワイズでは、親の飲酒習慣とその
子どもの飲酒習慣には密接な関係があるとの調査
結果から、子どもを持
つ親世代を対象とした
キャンペーン活動に注
力しています。ライオ
ンでは、こうしたキャン
ペーン活動を積極的
に支援すると同時に、
適正飲酒に配慮した
マーケティングのあり
方についても、ドリンク
ワイズと連携しながら
追究しています。

久里浜アルコール症センターでの研修の様子

ドリンクワイズが行っている
啓発活動のポスター
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コミュニティとの共生

を通じて全従業員に伝え、職場はもちろん、飲酒
ができる場所でのふさわしい行動について明確に
しています。具体的に適正飲酒を実行するための
合言葉として、「Plan-Pace-Protect」の3つのP
が定められ、社会に対して従業員自らが模範とな
るべく積極的に取り組んでいます。

麒麟啤酒（珠海）有限公司（中国）では、従業員
やステークホルダーに対して適正飲酒に関する教
育を継続的に行い、特に飲酒運転根絶に関しては
法令遵守を徹底しています。2009年からは、飲酒
運転の禁止を含む賞罰制度を導入しました。

アルコール飲料は人々によろこびと楽しみを与
えるものです。その一方で不適切な利用によりさ
まざまな問題を引き起こす可能性があります。キリ
ングループは、多岐にわたるアルコール関連問題
に真摯かつ適切に対応することが、アルコール飲
料を製造・販売する企業としての社会的責任と考
えています。

キリングループでは経営理念の一つである「『食
と健康』の新たなよろこびを広げていく」ことを阻

キリングループは、世界の酒類メーカーがWHO
との対話の場を創出するために設立した団体で
あるGAP-G※に加盟し、アルコールの摂取による
弊害を減らすための活動をグローバルに推進し
ています。2010年5月、WHOが「アルコールの

キリングループは、アルコール関連問題にかかわ
る啓発活動の一環として、不適切な飲酒を防止する
ための研修プログラムの実用化に取り組んでいます。

お酒は本来、楽しく飲むものです。ところが誤っ
た飲み方によって、健康障害や飲酒運転など、さま
ざまな問題が引き起こされているのも事実です。

自らの飲酒習慣を振り返りながら、問題飲酒の防
止法を学び、適正飲酒を実現し、お酒を飲むよろこ
びが末永く続くように、国立病院機構肥前精神医

害する要因として、アルコール関連問題を位置付
けています。この問題に対応するため、基本方針や
行動指針の策定をはじめとして、適正な飲酒に関
する正しい知識の普及啓発や、広告・宣伝活動の
より厳しい自主基準の設定と遵守に取り組んでい
ます。さらに、従業員研修、国内外における業界全
体の取り組みへの積極的参加など、地域社会や国
際社会と共に、問題飲酒の撲滅と予防に向けた総
合的な対策に努めています。

有害な使用を低減するための世界戦略」を採択
したことを受けて、国内でも酒類業界の各組合な
どが政府と連携しながら日本特有の事情を考慮
したアルコール関連問題への施策づくりに取り組
んでいます。

療センター監修のもと新プログラムを開発し、国内
従業員を対象に研修を実施しました。また、本プロ
グラムでは、従来から展開している未成年者向けプ
ログラムに続き、一般成人向けとして、2012年3月
より2万本を配布し、過度な飲酒による健康障害・
アルコール依存症などの低減に努めていきます。

今後は社会全体でのアルコール関連問題改善
に向けて、この研修プログラムを社外向けにも提供
していくことを検討しています。

私たちが目指していること

実現に向けて

アルコール関連問題にかかわる啓発活動

酒類メーカーとしての責任

2010年5月、WHO（世界保健機関）の「アルコー
ルの有害な使用を低減するための世界戦略」採択
を受けて、キリングループでは、2011年2月からアル
コール関連問題に対する専門部署ARP室をキリン

ビール内に設置しました。これにより、飲酒にかかわ
るさまざまな社会問題と健康リスクに対する取り組
みをより強化し、アルコールの有害な使用の低減に
向けて継続的に貢献していく体制を再構築しました。

ARP（Alcohol Related Problems:アルコール関連問題）室の設置

業界との連携

問題飲酒防止にかかわる研修プログラムの開発（国立病院機構肥前精神医療センターとの共同開発）

WHO「アルコールの有害
な使用を低減するための
世界戦略」の基本ビジョン
・アルコールの有害な使用 

に起因する罹病率や死亡
率、ならびにその社会的
影響を大幅に低減し、個
人、家族、社会の健康およ
び社会的結果を改善する

・アルコールの有害な使用
の防止および低減に向け
た国内的、地域的、世界的
な行動を推進、支援する

※ GAP-G
（Global Alcohol  
 Producers Group）
世界の酒類業界がアル
コール関連問題解決へ向
け組成した国際業界団体。
世界の酒類メーカー、酒造
組合などが加盟しています。

「キリングループは、自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の新たなよろこびを
広げていきます。」というグループ経営理念のもと、不適切な飲酒による様々な問題を
防止し、適正飲酒を啓発する活動を推進していきます。

適量で節度ある飲酒（適正飲酒）は、効用もあり、人と人とのコミュニケーションを
広げるとの認識に立ち、アルコール飲料との正しい付き合い方についての知識の
普及に努めます。

1

アルコール飲料のもつ致酔性、過度な飲酒による依存性などを認識し、不適切な飲
酒による様々な問題の防止に向け、正しい知識の継続的な啓発活動を行います。　
● 未成年者飲酒の防止　● 飲酒運転の防止　● イッキ飲みの防止　● 妊産婦
の飲酒防止など

2

事業活動にあたっては、法令、業界自主基準、キリングループの自主基準を厳守し、
適正な飲酒の啓発、不適切な飲酒の防止に努めます。

3

不適切な飲酒の防止に向けた社会の活動を積極的に支援します。4

適正飲酒強化月間を設け、全社員を挙げて、社員研修や自己啓発に取り組みます。5

アルコール
関連問題に
対する
基本方針

行動指針

「キリングループは、自然と人を見つめるものづくりで、「食と健康」の新たなよろこびを
広げていきます。」というグループ経営理念のもと、不適切な飲酒による様々な問題を
防止し、適正飲酒を啓発する活動を推進していきます。

適量で節度ある飲酒（適正飲酒）は、効用もあり、人と人とのコミュニケーションを
広げるとの認識に立ち、アルコール飲料との正しい付き合い方についての知識の
普及に努めます。

1

アルコール飲料のもつ致酔性、過度な飲酒による依存性などを認識し、不適切な飲
酒による様々な問題の防止に向け、正しい知識の継続的な啓発活動を行います。　
● 未成年者飲酒の防止　● 飲酒運転の防止　● イッキ飲みの防止　● 妊産婦
の飲酒防止など

2

事業活動にあたっては、法令、業界自主基準、キリングループの自主基準を厳守し、
適正な飲酒の啓発、不適切な飲酒の防止に努めます。

3

不適切な飲酒の防止に向けた社会の活動を積極的に支援します。4

適正飲酒強化月間を設け、全社員を挙げて、社員研修や自己啓発に取り組みます。5

アルコール
関連問題に
対する
基本方針

行動指針

適正飲酒推進研修の様子

お酒と健康ABC辞典

飲酒と健康（学校編）（一般編）

未成年者とアルコール

改訂版  未成年者とアルコール

改訂版  未成年者とアルコール

知る・楽しむ お酒と健康

お酒との正しい付き合い方

小冊子

CD-ROM

VHS

VHS/DVD

DVD

ホームページ

ホームページ

※配布終了

全般

中学生／一般成人

高校生・大学生

中学生

海外・聴覚障害者全般

全般

全般

6,832,300部

182,700部／14,200部

33,000本

27,300本

全般

全般

1996年

2000年

1993年

2005年

2006年

2002年

2001年

媒体 主な対象 累計配布数
（2011年末実績）

配布開始年

お酒と健康ABC辞典

飲酒と健康（学校編）（一般編）

未成年者とアルコール

改訂版  未成年者とアルコール

改訂版  未成年者とアルコール

知る・楽しむ・お酒と健康

お酒との正しい付き合い方

小冊子

CD-ROM

VHS

VHS/DVD

DVD

ホームページ

ホームページ

※ 配布終了

全般

中学校／
一般成人

高校・大学

中学校

海外・
聴覚障害者全般

全般

全般

6,761,500部

182,700部／
14,200部

33,000本

27,200本

全般

全般

1996年

2000年

1993年

2005年

2006年

2002年

2001年

媒体 主な対象 累計配布数
（2010年末実績）

配布開始年

小冊子

CD-ROM

VHS

VHS/DVD

DVD

全般

中学校／
一般成人

高校・大学

中学校

海外・
聴覚障害者全般

27,200本

1996年

2000年

1993年

2005年

2006年改訂版  未成年者とアルコール

全般 全般知る・楽しむ・お酒と健康 ホームページ 2002年

全般 全般お酒との正しい付き合い方 ホームページ 2001年

アルコール飲料を提供する企業として、従業員に
は社会に適正飲酒を広めていく重要な役割がある
との認識から、グループ各社や事業所に適正飲酒
推進担当者を配置しています。推進担当者は、毎年
4月の適正飲酒推進月間に国内キリングループの全
従業員を対象とした研修を実施し意識の向上など
を図っています。さらに、各社の内定者や新入社員、
新任経営職などにもレベルに応じた階層別研修を
行っています。各推進担当者へはARP室から直接
指示・連絡することでガバナンスを強化しています。

ライオンでは、適正飲酒方針をさまざまな機会

キリングループの事業全体を通じて適正飲酒を
推進していくことを目指し、「キリングループ・サプ
ライヤー CSRガイドライン」の遵守項目としてアル
コール関連問題への取り組みを明記して、サプライ

キリングループは、アルコール飲料と健康につ
いて、正しい知識の普及・啓発に取り組んでい
ます。各年齢層を対象に、冊子、DVD、ホーム
ページなどの各種媒体で積極的に情報を発信し
ています。これまでに、小冊子『お酒と健康ABC

国内外の従業員に対する適正飲酒推進

サプライヤーに対する適正飲酒推進

情報発信

適正飲酒や問題飲酒防止の啓発活動

辞典』は680万部以上、ビデオ「未成年者とア
ルコール」は6万本以上を配布しており、ホーム
ページにおいても、クイズや自己診断テストなど
親しみやすいコンテンツを通じた啓発活動を実
施しています。

『お酒と健康ABC辞典』
お酒と健康に関する情報
を分かりやすくまとめた小
冊子です。

キリンビール
「知る・楽しむ お酒と健康」

メルシャン
「お酒との正しい付き合い方」

新プログラム「お酒を飲む
喜びをいつまでも」

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

ヤーの皆さまにもキリングループの取り組みに対
する理解と協力をお願いしています。2012年度か
らは順次、サプライヤーの皆さまに適正飲酒啓発
DVDを配布していく予定です。 ●▶ 59ページ 参照

http://www.kirin.co.jp/about/knowledge/
http://www.mercian.co.jp/enjoy/rightway/
http://www.kirin.co.jp/company/news/2012/0406_01.html
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コミュニティとの共生

キリングループでは、酒類業中央団体連絡協議
会の8団体で構成する「飲酒に関する連絡協議会」
で定めた「酒類の広告・宣伝および酒類容器の表
示に関する自主基準」を遵守しています。また、業
界をリードする酒類メーカーとして、より厳しい基
準を独自に設定しています。

広告・宣伝に関しては、業界自主基準より厳し

キリングループでは、アルコール商品のパッ
ケージについて、問題飲酒警告表示を行っていま
す。チューハイ・カクテルなどの低アルコール商
品については、未成年飲酒防止の観点から「飲酒
は20歳になってから。」、また胎児性アルコール症
候群（FAS）の観点から「妊娠中や授乳期の飲酒
は、胎児、乳児の発育に影響を与えるおそれがあ
ります。」などの表示をしています。これらの警告
文については、2007年4月より業界に先駆けて
自主的に「お酒」マークに近接し、より分かりやす

い社内基準を設け、幅広くさまざまな観点から内
容をチェックするために、8部署17名からなる倫
理委員会を設置し、すべての広告・宣伝活動はこ
の委員会の許可なしでは実施できないしくみを整
えています。また、販売営業活動においても同様の
考え方を取り入れています。

酒類の宣伝・広告に関する自主基準

商品への警告表示

キリンフリーを通じたハンドルキーパー運動
キリンビールは、飲酒運転根絶に向けた取り組

みの一つとして、アルコール0.00%のノンアルコー
ル・ビールテイスト飲料「キリンフリー」を通じた「ハ
ンドルキーパー運動」のさらなる認知拡大と浸透
を目指しています。2011年は、自治体と連携して
全国約90カ所以上で「ハンドルキーパーちらし」と

業務や通勤に際して車を運転する従業員を対象
に、アルコール検知器による検査を義務付けています。

業務上運転する営業や物流の担当者、またマイ
カー通勤をする従業員に検知器を貸与し、乗車前

マーケティングにおける配慮飲酒運転根絶に向けて

ハンドルキーパー運動
自動車で仲間（グループ）と
飲食店などへ行く場合に、
お酒を飲まない人（ハンドル
キーパー）を決めて、その人
が運転して仲間を自宅まで
送り届ける、飲酒運転根絶
のための運動。全日本交通
安全協会、日本フードサー
ビス協会、日本自動車連盟

（JAF）が推進しています。

飲酒に関する連絡協議会
「酒類の広告・宣伝および
酒類容器の表示に関する
自主基準」
▶詳細はWebへ

キリングループ独自の
自主基準の例
●女性の昼間の一人酒シー
ンを広告に使用しない

「STOP! 未成年者飲酒」
マーク

「キリンフリー」を街頭配布しました。また、春と秋
の全国交通安全運動期間に合わせて、TVCMや、
飲食店・コンビニエンスストア・量販店でのポス
ターや街頭ツールの配布を実施し、飲酒運転根絶
を訴えました。2011年からは缶にもハンドルキー
パーマークを入れ、さらなる浸透を図っています。

に検査をして「0％超」の値が検出された場合は運
転を禁じています。また、キリン物流が配送を委託
する運送会社に対しても同様にアルコール検知の
徹底を要請しています。

株主優待の「キリン飲酒運転根絶募金」
2010年より株主優待のメニューに、「キリン飲

酒運転根絶募金」を選択肢として追加しました。
一口3千円で募金を集め、2011年度は総額約
130万円を財団法人自動車事故被害者援護財団

未成年飲酒防止に向けて

に寄付しました。キリングループにかかわる多くの
ステークホルダーに適正飲酒問題を考えていただ
く機会であるととらえています。

従業員および物流関係会社に対するアルコール検知の徹底

ライオンでは2011年1月にオーストラリア政府
より公示された食品容器表示規定の改定案を受
け、最終的な法改正を待たずに自主的に酒類の
パッケージに妊娠中の飲酒に関する注意喚起を含
めた適正飲酒推進メッセージを導入する活動を開
始しました。2011年末までに、ライオンの最大ブ
ランドであるXXXX Goldを含め、60%の商品に

海外での取り組み

■表示内容：
　未成年の飲酒に関する注意喚起および自己責任で

飲酒する旨、記載されています。

■表示内容：
　飲酒は20歳になって

から。
　妊娠中や授乳期の飲

酒は、胎児、乳児の発
育に影響を与えるお
それがあります。

く表示するなど、低アルコール商品の誤飲防止に
ついて独自の取り組みを行っています。

■表示内容：
　適正飲酒や未成年および妊娠中の飲酒に関する

注意喚起が記載されています。

メッセージの導入を行いました。
サンミゲルビールでは、ビールのテレビやラジ

オのコマーシャル時および雑誌などへの広告掲
載時に“Drink Responsibly”の文字あるいは音
声を入れることで、適正飲酒に向けた働きかけを
行っています。

ライオン サンミゲルビール

酒類メーカーとしての責任

未成年の飲酒経験率

出典：平成23年厚生労働省
「健康日本 21」最終評価
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「STOP！未成年者飲酒」プロジェクト
未成年者の飲酒を防止することを目的として、

ビール酒造組合が主体となって実施している活
動に、2005年のプロジェクト始動当初から参
画しています。アルコール飲料の広告・宣伝には

「STOP！未成年者飲酒」マーク表示の義務化を
はじめ、酒類メーカー、コンビニエンスストア、量販
店、小売店、さらに中学・高校に対しても、未成年

ポスター・スローガン募集キャンペーン
2002年よりビール酒造組合にて「未成年者飲

酒防止ポスター・スローガン」募集キャンペーン
を実施しています。これは、中学生や高校生が自ら
未成年の飲酒防止に関するポスターやスローガン

者飲酒防止の啓発活動を実施しています。
また全国9エリアにおける交通広告、雑誌・新

聞広告、ラジオでは未成年者飲酒防止に向けての
メッセージの発信、コンビニエンスストア、スーパー
マーケット業界との連携などを通じて、キャンペー
ンの認知率は95％を超えています。

を制作することにより、未成年者の飲酒の恐ろしさ
を考え、理解してもらうことを目的とした企画です。
2011年にはポスターは4,384件、スローガンは
2,863件の応募がありました。

海外での取り組み
ライオンでは、未成年飲酒防止を目的としたプ

ログラムや団体を数多く支援しています。未成年
飲酒問題の予防を目的とした現地NPO「Youth 
off the Streets」を通じて、青少年に自信と責任
を持たせる活動や、アルコール問題を抱える青少
年の社会復帰、さらに早期対策として若い母親に
向けたプログラムなどを支援しています。

NPO「Youth Off the Streets」の活動を支援

http://www.rcaa.jp/standard/


48 KIRIN GROUP SUSTAINABILITY REPORT 2012 49KIRIN GROUP SUSTAINABILITY REPORT 2012

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

従
業
員

ビ
ジ
ネ
ス
パ
ー
ト
ナ
ー

お
客
様

株
主
・
投
資
家

責
任
あ
る
経
営
体
制

地
球
環
境

コミュニティとの共生 コミュニティとの共生

キリン食生活文化研究所
トップページ

10のライフスタイルのページ

キリン食生活文化研究所
ホームページ

食の未来に向けて

▶詳細はWebへ

キリン食生活文化研究所の取り組み

キリン食生活文化研究所では、多面的な視点で
「食生活」をとらえ、「食の未来」に向けたライフ
スタイルやキリングループの貢献のあり方をお客
様や従業員と共に創る活動を行っています。その
活動の一環として食と生活に関する独自の調査
を行い、結果を「キリン食生活文化研究所レポー
ト」として定期的に発信しています。

2011年には「新社会人の飲酒意識と仕事観」、
「職場の人とのお酒の飲み方」、「忘年会と鍋の
楽しみ方」、また夏の電力不足による節電を受けて

「夏の過ごし方とビアガーデン」についてなどの調
査結果を、ニュースリリースとして発信しました。

また、時季に合わせて「季節」の食や行事の楽
しみ方についての意識調査の結果をレポートし

ています。
そのほか、世界各国のビール協会などに対し独

自に実施したアンケート調査と最新の海外資料に
基づいて、「世界主要国・地域のビール生産量・
消費量」や「各国民一人当たりのビール消費量」を
まとめています。

さらに独自の「食ライフスタイル分析」を実施し
ています。これは、全国の16歳から69歳の男女
約1万人を対象とした意識調査を分析し、食と健
康に対する意識や実践している食行動をもとに、

「食セレブ」や「シンプル食」など、10の「食ライ
フスタイル」を抽出したものです。

これらはキリン食生活文化研究所のホーム
ページで公開しています。

「食の未来フォーラム」は、キリングループの従
業員と経営層が、「うるおいのある食生活」実現の
ために、多様なライフスタイルを幅広い視点から
考え、自由に議論する場として、2009年に開始し
ました。「食と健康の未来」や、「人間にとってのお
いしさとは何か」「アジアの食事と食卓の変化」「未
来の幸福な食生活」など、さまざまなテーマで、年
2回実施しています。

フォーラムでは、有識者の基調講演や、アジア
各国から参加している「国連大学キリンフェロー
シップ」プログラムの食品科学研究者による食生
活向上への問題喚起を受け、キリングループが
事業を通じて貢献できる活動についてディスカッ
ションを行っています。これまでのフォーラムで参

加者の関心の高かった、「アジア各国の食文化・
飲料」や「栄養・健康」は、今後のテーマとして取
り上げていく予定です。

2012年3月に開催した第7回「食の未来フォー
ラム」では、「高齢社会の食とコミュニケーション」
をテーマに基調講演の後ディスカッションを行い
ました。

これからも「う
るおいのある食
生活」の実現の
ため、従業員と
共に未 来 への
洞察を深めてい
きます。

食低関与層の割合
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食問題の解決に向けた支援

キリングループは、経営理念に掲げる「食と健
康」に関する社会問題の解決にチャレンジしなが
ら、社会と共にサステナブルな成長を目指してい
ます。その取り組みの一つがTABLE FOR TWO
です。

栄養不良や飢えに苦しむ人が世界に約10億人
もいる一方で、食べ過ぎが原因で肥満に苦しむ人
も約10億人いるといわれており、食糧問題は大き
な矛盾を抱えています。TABLE FOR TWOは、
開発途上国の栄養不良による飢餓と、先進国のカ

ロリー過剰摂取によるメタボリックシンドロームと
いう二つの社会課題を同時に解決することを目指
し、カロリーオフメニューを食べると、代金のうち
20円が開発途上国の子どもたちの給食1食分とし
て寄付される取り組みです。

キリングループはこの趣旨に賛同し、2011年1
月に本社ビル2ヵ所の社員食堂にこのプログラム
を導入しました。この取り組みをきっかけに「食と
健康」にかかわるグローバルな社会課題に取り組
んでいきたいと考えています。

食と健康にかかわるグローバルな社会課題へのチャレンジ

本社内社員食堂

カロリーオフメニュー

国連大学キリン
フェローシッププログラム
日本語サイト

英語サイト

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

近年、アジア諸国は大きな経済発展を遂げてい
ます。一方で慢性的な食糧不足、栄養不足など、
多くの食糧問題を抱えています。キリングループ
は、アジア、オセアニアの「食と健康」を経営理念
に掲げるグループとして、1993年より「国連大
学キリンフェローシップ」プログラムを開始しまし
た。このプログラムは、アジアの開発途上国におけ
る食糧問題の自主解決を支援し、アジア諸国の振
興・発展に貢献することを目的としています。

毎年、アジアを中心とした研究機関から国連大
学が推薦する5名の食品分野の研究員を対象に日

本での研究支援と人材育成を行っています。研究
員はそれぞれの研究テーマについて1年間、食品総
合研究所の指導のもと研究活動を行っています。

2011年度フェローシップ研究員

アダウィヤ　デデさん

開発途上国の食糧問題の解決を支援する

インドネシアに広く分布する、いずれもヤシ科の植物であるアレンガとサゴの
澱粉について研究しています。サゴ澱粉は工業的に利用され日本にも輸入され
ており、うどんの打ち粉などに使われていますが、アレンガについては、現地では
伝統的に、主にめん類やお菓子に使われてきたものの、研究がなされていませ
ん。この二つの物理的特性を比較研究し、食品加工への応用に役立つ情報を得
ることを目指します。また、化学薬品を使わずに澱粉を最適に改質する技術の
研究も試みています。

2011年度フェローの声

プログラムの
概 要

支 援 対 象

実　　績

・アジア開発途上国での食糧問題の自主解決に向けた、食品の科学技術分野に関する研究開発を支援
・フェローたちが研究を通じて習得した知識と技術を自国で普及させ、社会に貢献することを目指す

・1993年の設立以来2011年までにアジア9カ国93名の将来を担う食品科学研究員（フェロー）を支援
・国際連合大学の能力育成事業のなかで最も成功している支援プログラムのひとつ

・アジアの各大学や研究機関から、国際連合大学とその提携機関のひとつである独立行政法人農業・食品
産業技術総合研究機構 食品総合研究所（茨城県つくば市）が推薦する毎年5名の食品分野の研究員
・食品総合研究所で1年間の研究支援の後、母国の研究機関でも2年間、研究継続に必要なフォローアッ
プ費用を支給

プログラムの
概 要

支 援 対 象

実　　績

・アジア開発途上国での食糧問題の自主解決に向けた、食品の科学技術分野に関する研究開発を支援
・フェローたちが研究を通じて習得した知識と技術を自国で普及させ、社会に貢献することを目指す

・1993年の設立以来2009年までにアジア9カ国83名の将来を担う食品科学研究員（フェロー）を支援
・国連大学の能力育成事業の中で最も成功している支援プログラムのひとつ

・アジアの各大学や研究機関から、国際連合大学とその提携機関のひとつである独立行政法人農業・食
品産業技術総合研究機構 食品総合研究所（茨城県つくば市）が推薦する毎年5名の食品分野の研究員

・食品総合研究所で１年間の研究支援の後、母国の研究機関でも2年間、研究継続に必要なフォロー
アップ費用を支給

国連大学キリンフェローシッププログラム

アダウィヤ　デデさん　（インドネシア）

フードバンクを通じた
食糧支援
ライオンでは、フードバンク※
を通じてオーストラリアに
おける飢餓問題の解消に
取り組んでいます。2011
年は、818,500kgを超え
る乳製品をフードバンクに
提供しました。また、フード
バンクに対する業界の連
携を促すプログラム策定な
どにも積極的に参画し、支
援を必要とするより多くの
人々に食糧を届けることを
目指しています。
※フードバンク：品質に問
題ないものの、包装不備
などで市場流通が困難と
なった飲料食品の提供を
企業などから無償で受け、
生活困窮者などの食糧援
助を必要とする人 に々配給
する活動を行う団体。

るか、またアルコール飲料はどんな存在になってい
るかなどを討議し、飲料の存在そのものの変化と、飲
料をとりまく暮らしの姿を一緒にデザインしました。

今年度は私たちが考えた「未来のくらし」を社会
での検証に発展させていきたいと思っています。
「若い世代の食に対する関心が低い」という調査

結果を課題として
とらえ、これからも
次世代の皆さん
と共に食の未来
に向けて考え、行
動していきたいと
考えています。

キリン食生活文化研究所は、キリングループ内
で生活者の変化を先取りする、新しい「コトの提
供」を考える機会を創り出しています。昨年はキリ
ンビールのプロジェクトにおいて、慶應義塾大学
経済学部武山ゼミの約15名（大学3年生・4年
生）の皆さんと一緒に、未来の食生活について話
し合いました。そこでは、ICT※の発達、未来の時
間の使い方やライフスタイルの変化などの観点か
ら、具体的な生活シーンにおいて飲料がもたらす
新しい価値に関して語り合い、「2025年の飲料の
あるくらし」を描き出しました。

学生の皆さんと、未来の生活の中でPETボトルな
ど容器に入っている飲料がどんな価値を提供してい

※ 
Information and   
Communication 
Technology
情報通信技術の略

従業員と考える食の未来「食の未来フォーラム」

食生活にかかわる調査

大学生と考える食の未来

食の未来フォーラムでのディスカッションの様子

「食の未来フォーラム」での
発表風景

（高齢社会の食とコミュニ
ケーションについて）

大学生とのディスカッションの様子

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/food-life/index.html
http://www.kirinholdings.co.jp/csr/fellow/
http://www.kirinholdings.co.jp/english/csr/fellowship/index.html
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コミュニティとの共生 コミュニティとの共生

もたちにサッカー
日本代表の迫力あ
るプレーやサポー
ターの応援を身近
に感じていただく
機会を提供するた
め、サッカー日本代
表戦に子どもたちを招待する取り組みも展開してい
ます。選手と一緒に入場する「プレーヤーズエスコー
トキッズ」や、日本代表を応援する「キリンキッズサ
ポーター」などのさまざまな活動を行っています。

また、2004年からは、日本サッカー協会と共に、
「JFAファミリーフットサルフェスティバル with 
KIRIN」を展開しています。家族の触れあいの場、コ
ミュニティにおけるスポーツ活動の場として、毎年、
全国47都道府県で150を超える大会を開催し、経
験者はもちろん、これまでフットサルに触れたことが
ない方にもサッカーボールを蹴る楽しみや、フィール
ドを走るよろこびが実感できる場を提供しています。

キリングループでは、30年以上にわたりサッ
カー日本代表を支援する中で、サッカーの裾野拡
大や未来の日本代表を目指す子どもたちの夢に貢
献したいと考え、次世代に向けたサッカーの取り組
みを展開しています。

小学生を対象としたサッカー教室「キリンサッ
カーフィールド」は、サッカーを通じて子どもたちに
スポーツの楽しさ、チャレンジする姿勢の大切さを
伝えることを目的として展開するものです。2008年
の開始から2011年まで、全国31の都道府県での
べ4,800名を対象に開催してきました。さらに、子ど

メルシャン
山梨県、長野県、福島県、秋田県のブドウ栽培地域

との接点の強化を図り、地元に愛され・誇りを持って
もらえるブランドであり続けるた
めに、地域住民を対象としたワイ
ン講義やワイン栽培支援・人材
育成支援などを行っています。

芸術文化の支援
キリングループは、より多くのお客様に芸術文化を親しむ機会を提供した

い、という想いのもと、芸術文化支援に取り組んでいます。その一環として、
2008年より、芸術文化支援を通じた社会貢献活動を展開し、ピアノデュオ

「レ・フレール」の全国ツアーに特別協賛しています。さらに、会場の一部座
席を「キリンシート」として設置し、子どもたちを中心に招待しています。

スポーツ・芸術文化支援活動

地域社会への貢献

KIRIN LOVES 
SOCCER

芸術文化支援活動

▶詳細はWebへ

▶詳細はWebへ

スポーツ支援活動
キリングループは、スポーツ支援の中心にサッ

カーを位置づけ、サッカー日本代表チームの強化
と、サッカーがより身近に楽しめるものとして広がっ
ていくようサッカー文化の創造を目指し、日本サッ
カー界を30年以上にわたり支援しています。日本
代表オフィシャルスポンサーとして、「サッカー日本
代表（SAMURAI BLUE）」、「日本女子代表（なで
しこジャパン）」、「アンダーカテゴリーの各世代日
本代表（U代表）」、「フットサル日本代表」、「ビーチ
サッカー日本代表」のフルカテゴリーの日本代表支援を、「サッカーを愛し、サポーター・ファンを愛し、
夢に向けて応援してゆく」という企業姿勢のもと展開しています。

キリンビバレッジ
自動販売機を通じたピンクリボン活動の支援、商

品を通じたベルマーク運動への協賛、紅茶葉の主要
産地であるスリランカの茶園の
小学校への図書の寄贈など、
事業を通じた地域社会への活
動を積極的に展開しています。

協和発酵キリン
レスポンシブル・ケア活動※をはじめとする地

域社会とのコミュニケーションや、次代を担う若
者に対する科学教育への支
援などを通じて、社会の発展
に貢献する活動に取り組ん
でいます。

キリンビール
おいしいビール作りに欠かせないきれいで安全な

水を守る「水源の森活動」、工場周辺の地域住民と
連携した清掃・美化活動など、
特に工場の地域環境および地
域住民と共生していくための取
り組みに力を入れています。

ライオン
オーストラリア先住民との協働による観光産業の

振興や文化遺産の修復活動など、事業拠点となる
地域社会が抱える課題の解決や変革に貢献するプ
ログラムを厳選し、定期的に見直しを行いながらさ
まざまな形で地域社会の支援に取り組んでいます。

サンミゲルビール
サンミゲル財団※を通じて工場周辺地域に対する

医療サービス、携帯型水道の設置といった基礎的
な社会サービスの提供、地域住民の起業支援など、
コミュニティの発展に長期的な観点から貢献するこ
とを目指した取り組みを積極的に推進しています。

■　国　内

■　海　外

■ 国内
キリンビバレッジの取り組み
▶詳細はWebへ

■ 海外
ライオンの取り組み
▶詳細はWebへ

メルシャンの取り組み
▶詳細はWebへ

サンミゲルビールの取り組み
▶詳細はWebへ

協和発酵キリンの取り組み
▶詳細はWebへ

キリンビールの取り組み
▶詳細はWebへ

各事業会社の取り組み

※ サンミゲル財団
コミュニティの発展に貢献
することを目的として、サン
ミゲルグループが 2008年
に設立した財団。サンミゲ
ルビールをはじめ、グループ
会社全体で支援を行う。

※ レスポンシブル・ケア活動
1995年に日本化学工業協
会レスポンシブル・ケア協
議会が提唱した「化学物質
を扱う企業が化学製品の
開発から製造、使用、廃棄
にいたるすべての過程にお
いて、自主的に環境・安全・
健康を確保し、社会からの
信頼性向上とコミュニケー
ションを行う活動」のこと。

ⓒ J.LEAGUE PHOTOS　2011年10月7日 
「キリンチャレンジカップ2011」 SAMURAI BLUE（日本代表）
対ベトナム代表戦　日本代表先発メンバー

レ・フレールコンサートの様子

ⓒJ.LEAGUE PHOTOS  2011年8月19 日
「東日本大震災復興支援チャリティーマッチ」
なでしこジャパン対なでしこリーグ選抜戦
なでしこジャパン先発メンバー

スポーツ・芸術文化支援
地域社会への貢献

ⒸJ.LEAGUE PHOTOS　
「キリンチャレンジカップ」での「キリンキッズサポーター」  

サッカー教室「キリンサッカーフィールド」

次世代育成

協和発酵キリングループでは、一人でも多くの
子どもたちに科学の面白さ、楽しさを知ってもらう
ために、理科実験教室を各地の工場や研究所で
行っています。

2011年は、子どもたちの夏休み期間中に、高崎
工場（群馬県高崎市）でバイオ生産技術研究所の
研究員の指導のもと、 「びっくり体験 科学ってお
もしろい！」を行いました。

また、東京リサーチパーク（東京都町田市）が
2000年から展開している出張型の理科実験教室

（バイオアドベンチャー活動）の実施回数は、これ
までに80回を超え、参加者ものべ3,000名を数え
ます。かつて小学生のときにこの理科実験教室に
参加して、その後研究者を目指し、実際に当社の研
究員になった事例も出ています。

そのほかにも2009年からはキリンビール、キリ
ンビバレッジがキリンビール横浜工場で、高校生
向けに「スポーツドリンクの味作り」と題した講義と

「カロリーオフの体験」などを実施しています。

「サッカー」を通じた次世代育成活動

「科学」を通じた次世代育成活動

「食」を通じた次世代育成活動

キリン食生活文化研究所は、キリングループの
事業基盤である食の分野において、次世代の「食
べる・つくる・選ぶ」力を育む活動として「キリン 
おいしい学校」を提供しています。

生きるうえで大切な食について考えるために、子
どもたちを対象として五感を使った体験型プログ
ラムを2008年からキリングループの全国の工場
で実施しています。

“発酵”が作り出すおいしさの秘密を学ぶ教室や、

五感を使っての味覚の不思議を楽しく学ぶ教室を
2011年は千歳、横浜、神戸、福岡で実施しました。

2012年はさら
にスポーツ好き
の子どもたちに食
の大切さを伝える

「食とスポーツ」
教室も予定して
います。

「食べ方」のひみつブック

2009年から、小学生向け
サッカー教室「キリンサッ
カーフィールド」で、食の
大切さを伝え、健康で丈夫
な体作りに欠かせない食
について興味を持ってもら
うよう「食べ方のひみつ」
ブックの配布やパネル展
示を行っています。

キリンおいしい学校

横浜工場でのおいしい学校の様子

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/soccer/index.html
http://www.kirinholdings.co.jp/csr/social/art/index.html
http://www.beverage.co.jp/csr/
http://www.lionco.com/sustainability/
http://www.mercian.co.jp/csr/
http://www.sanmiguelbrewery.com.ph/csr.html
http://www.kyowa-kirin.co.jp/csr/index.html
http://www.kirin.co.jp/csr/env/index.html
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人事の基本理念＝「人間性の尊重」

従 業 員

自律的なキャリア形成

従業員の約束（コミットメント）
“自律した個” であること

会社の約束（コミットメント）
“自律した個” を尊重し、

支援すること

会 社

無限の可能性を持って、自ら成長し、発展し続けようとする従業員一人ひとりの努力と
個性（人間性）を尊重し、完全燃焼できる場を積極的につくる

自らのキャリアに責任を持ち、競争力
のあるプロ人材として、絶えず学習し
専門性を高める

主体的なジョブデザイン
会社のビジョンを理解し、自らの仕事
の役割や意味を常に考え、当事者意識
を持って自律的に行動する

社会人としての自律

社内外のルール、社会的なモラル、他
者のニーズを踏まえ、自らの行動を自
ら律する

プロの仕事人に育成

従業員自らのキャリア開発を支援し、
専門性を高め発揮できる環境を整備す
ると共に、学習する機会を提供する

個人のミッションの明確化
一人ひとりが絶えず仕事の価値を高め
るよう、会社の目的・目標を示し、期
待される役割をはっきりさせる

公正な処遇

発揮された成果について、会社への貢
献度を基準として公正に評価し、公平
に報いる

仕事を介した
対等な関係

従業員と会社は
“イコール・パートナー”

社長ブログ
キリンホールディングスの
社長が日々感じたことがブ
ログで綴られ、これに対して
毎回従業員から寄せられる
コメントも掲載しています。

※ キリンホールディング
ス、キリンビール、キリン
ビバレッジ、メルシャン、協
和発酵キリン、キリン協和
フーズ、キリングループオ
フィス

人間性の尊重

キリングループでは、経営理念のもと「グループ
行動宣言」において、従業員に対して「人間性の尊
重」という考え方を示しています。これは「自ら成
長し、発展し続けようとする従業員一人ひとりの努
力と個性（人間性）を尊重し、完全燃焼できる場を

提供する」というものです。従業員と会社は仕事
を介してつながっており、イコール・パートナーで
あるという考えから、成長意欲を持つ従業員に対
して会社からの約束を示すことに加え、会社として
期待する従業員像を明らかにしました。

毎月1回、グループ各社※の人事関係者によるグ
ループ人事委員会を開催しています。この委員会
では、長期的な人事戦略や新たな人事施策導入な
どについて検討され、人間性の尊重をはじめとした
グループとしての従業員に対する基本的な考え方
の共有を図っています。

グループ各社の事業戦略や特徴によって、とるべ
き人事施策は異なってきます。しかし、グループ全
体としては「人間性の尊重」をはじめとしたグルー
プとしての従業員に対する基本的な考え方に基づ
き、一貫性のある各種施策を展開しています。

私たちが目指していること

実現に向けて

グループ連帯感の醸成

従業員との対話

従業員
～人間性の尊重～

キリングループは酒類・飲料・医薬などさまざ
まな事業を日本および世界で展開しており、多様
性が急速に拡大しています。グループ各社が個性
を発揮すると同時に、各社の従業員が、グループの
一員としての連帯感を感じることは、グループシナ
ジー発揮のために非常に重要です。

グループとして共有したい価値観と行動の基本
姿勢はKIRIN WAY（16ページ）として定めていま

す。KIRIN WAYに共感し、自ら実行することを目的
としたKIRIN WAY研修を、国内のグループ会社か
ら横断的に参加者を集めて毎年実施しています。

ほかにも、国内主要グループ会社の新入社員を
集めて行う合同入社セレモニーや、複数の事業会
社から参加者が集まる研修など、事業会社を越え
て従業員が交流したり、価値観を再確認したりする
機会を多数設けています。

開催しており、この活動は部門横断のネットワー
クを築くことにも寄与しています。また社長と社
員の対話集会を全国で設け、年間2,500人から
3,000人の従業員とダイレクトなコミュニケー
ションを行っています。

キリンビールでは「一人ひとりが考え行動し、
現場の意見が経営に生きる組織風土づくり」を目
指して2005年からV10推進プロジェクトを推進
しています。年数回、自発的な参加者を集めてビ
ジョンや組織風土について語り合うフォーラムを

キリンビール

キリングループは、経営層と従業員、そして従業員
同士が活発な対話を行うことを大切にしています。

経営戦略についての認識共有を図るために、グ
ループのトップであるキリンホールディングスの社
長自らが現場を回り社員と対話する「タウンミー
ティング」を開催しているほか、日常でもWebサイ
トでの社長ブログなどを通じて社員が経営陣を身

近に感じられる機会を積極的に設けています。
各事業会社では、会議・研修や実務に直結し

た各種プログラム等の機会を捉えて、さまざまな
対話の場を設けています。また、職場環境や勤務
満足度、多様性推進などについての従業員意識
アンケートも随時行い、その結果を経営に反映し
ています。

活発な対話で創る組織風土

や、職場単位での独自の主体的な取り組みが活動
の中心です。年間を通じて活発な活動が展開さ
れ、時には社長が参加して従業員とディスカッショ
ンを行うなど、経営層と従業員との意思疎通の場
としても機能しています。

キリンビバレッジでは、「お客様の笑顔づくり」を
目的として、主体性の発揮や、部門や役割を越えた
コミュニケーションを活性化するための活動「笑
顔づくり」プロジェクトを推進しています。職場単
位や異なる職場合同での、テーマを決めた「対話」

キリンビバレッジ

指して未来創造プロジェクトを推進する予定です。
ここで行われる対話集会は、全従業員が参加するこ
とを目標とし、経営トップが参加して少人数（30名
〜 40名）で開催することでさらなる経営層と社員
のさらに緊密な信頼関係構築に取り組みます。

メルシャンでは、部署の垣根を越えて連携を強め
るため、さまざまな部門横断の活動を行ってきまし
た。その結果、従業員同士が活発に対話する場がま
だ十分ではないことを課題ととらえ、2012年から
はさらに自由闊達で主体性に富んだ組織風土を目

メルシャン

キリンシティでは、社内での2012年度事業計画
説明会の場に「ワールド・カフェ」というインフォー
マルでオープンな対話の手法を導入して開催しまし
た。参加者がリラックスして生成的な話し合いを行

い、同社が目指す「お客様と従業員が笑顔になれる
ビアレストラン」という姿を実現するための意識共有
がより深いレベルで行われ、従業員の主体性向上に
もつながっています。

キリンシティ 

「ワールド・カフェ」の様子

キリンビールにおける
対話集会の様子
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働き続けようという
従業員の意欲

より高い成果を
効果的に上げる努力

グループ行動宣言「人間性の尊重」

多様性を重視する
環境整備 適切な労働時間 心身の健康が図られる

職場環境整備

ワーク・ライフ・バランスの実現

従業員の役割

会社の考え方と役割

くるみんマーク
キリンビールでは、2009年
1月に、配偶者の転勤・自己
啓発などにより、会社に籍を
置いたまま一定期間休職で
きる『ワーク・ライフ・バラ
ンス・サポート制度』を導
入。また「子の看護」「家族
の介護 ・看護」「学校行事」

「不妊治療」などの事由に
より休暇を取得できる『ファ
ミリーサポート休暇』などを
導入しました。

協和発酵キリンにおける
障害者雇用の取り組み
▶詳細はWebへ

※  「障害」については「障
がい」とひらがなで表記
するなど、表記の在り方
をめぐる議論があり、それ
ぞれに論拠があります。こ
こでは「障害」を障害者
その人の問題とするので
はなく、社会全体で解消
していくべき「バリア（障
壁）」として捉える考え方
に基づき、「障害」の表記
を採用しています。

※ 2006年に取り組みを
進めたのは現在のキリン
ホールディングス、キリン
ビール、キリングループオ
フィス。2010年よりキリン
ビバレッジを加え、協和発
酵キリンも独自の活動を開
始。2011年より他グルー
プ各社への展開を拡大。

人間性の尊重

ワーク・ライフ・バランスは、従業員一人ひとり
が自主性・創造性を発揮し、仕事への誇りとやり
がいを持って働くためにも重要なテーマです。

2010年4月、グループとしてのワーク・ライフ・
バランス憲章を定めました。

適正な労働時間管理、残業削減など基本的な
施策に継続的に取り組み、ワーク・ライフ・バラ
ンスの基盤となる環境を整備していくことに加え、
男女問わず、すべての従業員が、仕事と生活のバラ

ンスが取れた働き方ができるよう、各種の制度を
整備しています。

なお、キリンビールとキリンビバレッジでは取り
組みの成果が認められ、2007年にくるみん（次世
代認定マーク）を取得しました。　

今後もグループ各社への適用拡大を検討する
など多様な働き方に対応できるしくみを整え、従
業員一人ひとりが考えるワーク・ライフ・バラン
スの実現を支援していきます。

多様性を生かす企業風土を目指して ワーク・ライフ・バランスの取り組み

キリングループは一人でも多くのお客様に「食
と健康」の新たなよろこびをお届けするために、多
様な人材が意見を出し合い、活躍できる企業風土
の実現を目指しています。

また、社会全体での人口構成の変化、価値観の
多様化、国際化などを踏まえると、多様性を生かす
経営を行うことは社会からの要請でもあると考え
られます。　

ここ数年の間に、キリングループで活躍する人
材のバックグラウンドは急速に多様化が進んでお
り、多様性を生かす経営の実践は重要なテーマと

なっています。多様性を生かすには多様性の実現
（ダイバーシティ）と共に、多様性の受容（インク
ルージョン）が重要になります。キリングループで
はこの二つの概念を合わせて「多様性の尊重」と
表現しています。

そのため、女性の活躍推進、ワーク・ライフ・バ
ランスの実践、障害者雇用の促進などの取り組み
においても、多様な人材が集うことはもちろん、お
互いの個性を認め合い、いきいきと自らの持つ能
力を発揮できていると感じられることが大切であ
ると考えています。

キリングループでは多様性推進の第
一歩として女性活躍推進に取り組んで
います。

2006年10月「キリン版ポジティブ
アクション」※をまとめ、女性の採用比
率や管理職の人数を目標化するなど、
計画的な女性従業員の採用と育成を
図っています。

さらには女性従業員間の横連携を図
ることを主目的として、キリンビールで
はキリン・ウィメンズネットワーク（以
下：KWN）を2007年2月に設立しました。KWN
では、プロジェクトメンバーである推進委員が役
員に対し、女性、多様なキャリア、多様な働き方の
従業員が会社でより活躍する環境を整えるための
提言を行っています。女性従業員に対しては、リー
ダーシップ開発を目的とした「キリンウィメンズカ
レッジ」、個別のキャリア支援を行う「メンタリン
グ」、育児休職者のスムーズな復帰のための「休職
者フォーラム」などさまざまな取り組みを行ってい
ます。また、意識改革やキャリア支援を狙いとして
毎年各地で開催する「KWN地域会」では、男女共

通の課題を会のテーマとすることで、男性従業員の
活動への参加も増加しています。

一方で、組織風土改革のためにリーダー向け
「多様性推進研修」を全国で開催し、女性の活躍
推進をはじめ、多様な従業員に対するマネジメン
ト力向上を支援しています。これらの取り組みによ
り、女性従業員の活躍の場と機会が増え、グルー
プ会社社長や本社の部門長、営業支社長、海外グ
ループ会社のマネージャーなどにも女性の登用
が進み、また営業や生産の現場など従来男性が多
かった職域での女性の活躍が進んでいます。

女性活躍推進の取り組み

多様性の尊重

障害のある人もない人も、誰もがいきいきと働け
るキリンらしい障害者雇用に取り組むことは、多様
性を実現するだけにとどまらず、従業員一人ひとり
が多様性を受容する力を高めていくことになると
考えています。キリングループでは、「キリングルー
プ障害者雇用憲章」（2011年1月制定）に基づき、
障害者の活躍の場を広げることに取り組んでいま
す。

2011年6月1日時点における障害者雇用実
績は、雇用義務のある国内連結対象会社全体で
1.73％（法定雇用率は1.8％）です。今後、グルー
プ各社が職場の特性に合わせ、障害者雇用を推進
すると同時に、グループ全体で連携し、さらなる雇
用促進に努めていきます。

障害者の雇用創出に向けては、障害者が活躍で
きる職域の拡大を図り、身体障害者に加え、知的
障害者の雇用にも取り組んでいます。また、障害の

協和発酵キリンでは、多様な個性を持つ人材がそれぞれの能力を最大限に発揮できる環境づくりを目指し、多様
性を重視した組織作りを進めています。2010年10月にそれを具現化するための全社横断組織としてDiversity & 
Inclusion Project（以下D&I PJ）を立ち上げました。　　

2011年度はその第1ステップとして、「性別によらず、従業員一人ひとりが能力を最大限に発揮できる組織風土」を
目指した活動を推進しています。具体的には、①D&Iに対する従業員への理解浸透 ②社内イントラネットを活用した
ロールモデルの紹介 ③従業員同士のコミュニケーション機会の創出 ④新しい働き方の検討、などを進めています。

D&I PJでは、性別、国籍、入社経路の違いやライフイベント、障害の有無にかかわらず、すべての従業員がいきいきと
働き続けられる組織風土になるよう活動を推進していきます。

Diversity & Inclusionの取り組み

知的障害者雇用の取り組み
協和発酵キリンでは東京都立特別支援学校と連携し、学生の職場体
験実習を行っています。パソコンを使用したデータ入力や、資料ファ
イリング、郵便物の集配、コピー機の用紙補充などの就業体験を提供
し、雇用の創出に協力しています。

障害者雇用※の取り組み

ある従業員がいきいきと活躍できるようにするた
めに、設備面だけでなく、意識面でのバリア（障害・
障壁）の解消にも取り組んでいます。

キリンウィメンズカレッジの様子

http://www.kyowa-kirin.co.jp/company/careers/recruit/people/interview_hc1.html
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キリングループでは、意欲ある人材に対して、性別・年齢・国籍を問わず、個性
や能力を発揮することを支援していきたいと考えています。それぞれのキャリアのス
テージに応じて、教育・業務経験などさまざまな機会を提供していきます。

成長機会の積極的提供

※ トップ層人権研修
2011年は聴覚障害者を
描いた映画『ゆずり葉』を
題材に、障害者とのコミュ
ニケーションを考える研修
を実施しました。

人間性の尊重 人間性の尊重

キル・技術を積極的に共有・連携するために、
2011年より「短期人材交流プログラム」をスター
トさせ、キリン
グループのシ
ナジー創出の
きっかけづくり
に取り組んで
います。

グループ共通育成機会を拡大

留学経験のすべてが自身の財産に 経験を生かして次なるステージへ

人権の尊重

労働組合との関係

労働安全衛生

従業員に人権尊重の考え方を徹底するため、毎
年、人権・コンプライアンスに関する研修を実施し
ています。加えて、2年ごとに人権に関する意識調
査を実施しています。

また、グループ会社の社長・人事部長を対象と
したトップ層向けの人権研修※も毎年実施してい
ます。今後は、グループ各社に配置する人権啓発
担当者の育成に注力し、より人権意識の高い職場
づくりを推進していきます。

海外拠点における人権遵守状況の確認について
は、リスク管理システムのしくみを通じてリスクの

抽出およびモニタリングを行うと同時に、順次、現
地訪問によるヒアリングを行いながら各国の社会
環境に応じた対策を検討しています。

人権尊重のための取り組み

各社の事業ニーズに合致した人材育成を推進
するため、各事業会社が主体となり各種育成プロ
グラムや能力開発支援制度を、それぞれ実施して
います。また、キリングループ全体の組織力を高め
るための個人能力向上にも取り組んでおり、若手
経営職の段階でリーディングカンパニーの経営を
担えるような経営人材を育成するための選抜系
研修である「キリン経営スクール」を実施していま
す。また海外グループ会社ともお互いの知識・ス

キリングループでは、従来より「人間性の尊重」
の基本理念に基づき、人材育成に力を入れてきま
した。各種の育成プログラム・能力開発支援制度
の充実、経営人材とグローバル人材を中心とした
育成などを推進し、グループにおける個人の能力と
組織力のさらなる向上を目指します。

人間性の尊重を機軸とした従業員との関係に
おいて、労働組合は重要なパートナーの役割を果
たしており、互いに働きかけ合い影響し合うことに
よって、より良い企業風土の実現を図っています。

また、グループ各社での各種の労使協議を通じ
て、労使一体となって安定した労使関係の構築に
努めています。

キリングループでは、労働安全衛生活動を重要
な取り組みの一つとしてキリングループコンプライ
アンス・ガイドラインに定めています。

従業員の安全・衛生の確保を最優先とし、関連
する法令を遵守することはもとより、安全で衛生的
な職場環境の整備に努め、働きやすい健康な職場
環境の維持を目指しています。

メンタルヘルス対策については、「従業員支援プロ
グラム（EAP：Employee Assistance Program） 」
を取り入れ、メンタル不全の予防・早期発見などに
力を入れた取り組みを行っています。

キリングループでは、2009年からEAPの導
入を開始し、グループ会社への導入を進めていま
す。2012年には海外赴任者へも対象を広げる
予定です。

キリングループでは、法令の遵守に加え、社会か
ら倫理的に求められる行動規範をキリングループ　
コンプライアンス・ガイドラインとして定めています。

このガイドラインでは、 「社会との関係」「人権尊
重・差別禁止」の項目を設けており、従業員の人
権を尊重し、職場での差別や嫌がらせ、児童労働、

強制労働を禁止することを明示しています。
グローバル化に伴い、キリングループが考慮す

べき人権の範囲も拡大しています。従業員に限ら
ず、バリューチェーン全体を通じた人権尊重のしく
みを構築していくことが、今後の大きな課題である
と認識しています。

人材の育成 人権の尊重

Webによる
診断実施

診断結果の
フィードバック

結果フィードバック 相談・対応

対面相談2

Web相談1

電話相談3

必要に応じ
専門機関への紹介

診 断

従業員支援プログラム内容

人権研修の様子

海外事業推進チームの一員と
して、海外でのキリンブランドの
推進を行っています。台湾以外
の国で仕事をしたことがなかっ
たので、今は期待と不安にあふ
れています。日本で働くことに
対して違和感を持っていません
でしたが、キリンビールは台湾
麒麟より遥かに大きいので、考
えている以上に難しいこともあ
ります。特に企画部はほかのす
べての部署とかかわりがあるの
で、さまざまなことを勉強するの
にふさわしい部署である半面、
自分に足りない部分もよく分か
ります。海外チームの皆さんを
はじめ、企画部の皆さんに、いつ
も助けてもらっています。いろん
な経験を積んで、会社に役立つ
ように頑張りたいです。

世界26 ヵ国・計102名の生
徒と、最新の経営理論や世界を
舞台に活躍するためのリーダー
シップなどについて互いに励ま
し合いながら学んでいます。

また、参加プログラムはコ
ミュニティも大変重視し、生徒
と共にファミリーも交えた日々
の交流は、単に知識・スキル以
上の世界各国の歴史や文化へ
の深い理解、人々の価値観、各
国が大切に育んでいるものやコ
ミュニケーションの仕方などを
与えてくれました。留学で得ら
れたかけがえのない財産であ
る経験・知識を自身の中にとど
めず、キリングループ全体の中
で共有し、グローバル化に貢献
していきたいと考えています。

鄭 秋美
キリンビール企画部海外事業推進担当

Profile
1991年 台湾麒麟に入社。会計を担当。
1992年 企画担当に異動。主な仕事
としてはビール総販売代理店の窓口、
ビール販売企画などを担当。
1995年 清酒事業部マーケティング
担当。
1998年 会計部会計システムプロ
ジェクトマネージャーを経験。
2004年 総務部担当
2007年 管理統括部担当
2011年 キリンビール企画部海外事
業推進担当

岡田知彦
（マサチューセッツ工科大学）
Sloan School of Management 
of Massachusetts Institute of 
Technology

Profile
1995年 キリンビール京都工場に入社。
主に労務管理を担当し、1999年に実施
された当工場の再編成を経験する。
1999年 キリンビール人事部に異動。
主に賃金・賞与・諸手当に関する労使
交渉を担当する。
2007年 キリンファーマ人事総務部に
異動。協和発酵キリンの新人事制度の
策定に携わる。
2011年 マサチューセッツ工科大学に
留学。2012年 MBA取得予定。

人材育成はグループの成長の基盤

キリン経営スクールの様子

グローバルマネジメントプログラムの様子

写真左から2番目
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パートナーシップの構築

キリングループの事業は、開発から商品がお客
様の元に届くまで、バリューチェーンの各プロセス
においてさまざまなビジネスパートナーに支えら
れ成り立っています。そのため、持続可能な社会を
実現するためには、バリューチェーン全体を通じて

CSRを推進していくことが不可欠です。
キリングループでは、次の3つの観点からビジネ

スパートナーとの関係を構築し、持続可能な社会
の実現を目指します。

キリングループでは、持続可能な社会の実現に
向け、開発、原材料調達、製造・出荷、物流、販売・
マーケティングといったバリューチェーンの各プ
ロセスにおいて、ビジネスパートナーとの双方向コ
ミュニケーションを深めるしくみ作りを進めていま
す。これにより、公平・公正な関係を構築すると同

時に、共に社会的責任を果たすための取り組みにつ
いて共有し、理解を深めています。

また、こうして構築したパートナーシップをベー
スにビジネスパートナーと協働し、お客様にとっ
て真に価値のある商品やサービスを提供してい
きます。

私たちが目指していること

実現に向けて

CSR調達に関する方針と体制

ビジネスパートナー
〜パートナーシップの構築〜

キリングループでは、ビジネルパートナーである
サプライヤーと長期にわたるパートナーシップを
構築するためには、双方向のコミュニケーション
が必要と考えております。

そこで、サプライヤーの調査・評価を実施するこ
とと同時に、サプライヤーのキリングループの調
達活動に対するご意見を把握するため、2009年
よりサプライヤーアンケート調査を定期的に実施
しています。 「調達担当者の姿勢」、「調達業務の
内容」に関する設問に対し、忌憚のないご意見を
うかがうため、調査への回答は無記名とし、外部
機関に委託して行っています。

2011年度は、181社のサプライヤーからご回
答をいただき、「オープンでフェアな取り引き」、「コ
ンプライアンスの遵守」を実現するために、高い責

任感、倫理観を持って行動している点は、高く評価
をしていただきました。一方で、高い専門性やアカ
ウンタビリティの強化については今後への期待と
してご意見をいただきました。それらの期待にお
応えするために、今後はナレッジの共有および生
産現場などの視察やOJTを通じ、より深い情報交
換ができるよう担当分野の技術・知識の習得を図
ること、また、キリングループの関連部署と密な連
携をとり、アカウンタビリティ（需給情報、評価結
果、提案や不満に対する回答）の強化に努めるこ
とに、重点的に取り組んでいきます。

今後もサプライヤーとのコミュニケーションに
よりいただいたご意見を業務の改善に生かしてい
くことで、より良好なパートナーシップの構築に努
めていきます。

CSR調達に向けた体制づくり

ビジネスパートナーとの対話

キリングループ
調達基本方針
▶詳細はWebへ

調達における
コンプライアンス強化
PDCAサイクルの図
▶詳細はWebへ

キリングループでは、グループの機能分担会社
であるキリングループオフィス調達部が、グルー
プ全体の調達の統括・戦略推進を担っています。
2010年の設立以来、50%以上を出資する国内グ

ループ会社（構成会社を含む）を対象に、同社への
調達業務の統合を進めてきました。今後は海外グ
ループ会社も含め、共通のガバナンス体制のもと
CSR調達のさらなる強化を進めていく予定です。

研究機関・大学 製造委託先 物流委託先

販売店・飲食店

生産者・サプライヤー 卸　売

医療機関 医療機関

楽しさ 快適さ健 康 安心・上質

販売・
マーケティング物　流製造・出荷原材料調達商品開発研究開発

お客様

1
2
3
4
5

5つの方針
品質本位
オープンでフェアなお取り引き
コンプライアンスの遵守
環境への配慮
サプライヤーとの相互の信頼とつながり

1

2
3
4
5
6

遵守大項目
体制・コンプライアンス・
リスクマネジメント
人間性の尊重
環境への配慮
安全・安心
アルコール関連問題への取り組み
社会貢献

キリングループ調達基本方針

サプライヤーCSRガイドライン

1
2
3
4
5

5つの方針
品質本位
オープンでフェアなお取り引き
コンプライアンスの遵守
環境への配慮
サプライヤーとの相互の信頼とつながり

1

2
3
4
5
6

遵守大項目
体制・コンプライアンス・
リスクマネジメント
人間性の尊重
環境への配慮
安全・安心
アルコール関連問題への取り組み
社会貢献

キリングループ調達基本方針

サプライヤーCSRガイドライン

1

2

3

4

5

5つの方針

品質本位
オープンでフェアなお取り引き
コンプライアンスの遵守
環境への配慮
サプライヤーとの相互の信頼とつながり

遵守大項目

1

2

3

4

5

6

体制・コンプライアンス・
リスクマネジメント
人間性の尊重
環境への配慮
安全・安心
アルコール関連問題への取り組み
社会貢献

キリングループ調達基本方針

サプライヤーCSRガイドライン

調達に関する方針の再編
調達管理の方針類の図2011年度、キリングループでは、社

会からのニーズに柔軟に対応し、CSR
調達の強化を図るために、調達管理
方針類の見直しを行いました。これに
伴い、キリングループ調達基本方針の
もとに制定していた「グリーン調達基
本方針」、「CSR調達基本方針」および

「CSR調達ガイドライン」を一本化し、
「キリングループ・サプライヤー CSR
ガイドライン」を策定しました。
「キリングループ・サプライヤー

CSRガイドライン」は、右図の通り大
きく6つの項目で構成されており、サ
プライヤーの皆さまにより一層の協
力をいただけるよう、分かりやすく具
体的な説明を追求しました。新ガイド
ラインのもと、サプライヤーにおける
CSRのさらなる推進に向けて、引き続
きグループ全体で積極的に働きかけ
ていきます。

● すべてのビジネスパートナーに対し、良識と誠実さを持って接し、公平かつ公正な
　 関係を構築する
● すべてのビジネスパートナーに対し、キリングループが取り組む社会的責任の推進に
　 対する理解と協力を得る
● ビジネスパートナーと協働して、お客様にとって価値のある、安全・安心で高品質な
　 商品・サービスを提供する

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/partner/csr.html
http://www.kirinholdings.co.jp/csr/partner/dialog.html


ブドウの品質向上、収量決定のため、多すぎる芽を取る芽かきの講習
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パートナーシップの構築

オーストラリアのライオンでは、酪農家、得意
先、販売業者、そして自社の四者にとってプラスに
なるようなサプライチェーンの構築を目指してい
ます。この実現に向け、同社では酪農家との緊密
な関係を維持すると共に、オーストラリアの酪農
業界団体や環境団体が運営する支援プログラム
への参画を通じて、持続可能な酪農業の推進を
支援しています。

オーストラリアにおける生乳の小売価格の値
下げ競争が激化し、1リットル当たり1ドルで流通
するようになったことを受けて、酪農業の健全で
持続的な発展に不可欠となる小売価格の引き上
げを求める活動にも注力しています。生乳1リッ
トル当たり1ドルという価格は、短期的には消費
者にとって魅力的かもしれませんが、長期的には

母に適用し、酵母細胞形態定量解析により酵母の
生理状態を正確に把握することに成功しました。

これらの基礎的なデータ取得法と解析方法の
開発により、高品質で安定したビール類の製造に
応用することができるようになりました。この成果
に対して、日本農芸化学会から2012年に農芸化
学技術賞を授与されました。

サプライヤーとの協働事例 ライオンにおける持続可能な酪農業を推進する取り組み

ワインの原材料であるブドウの栽培、そしてそ
れに携わる造り手は、ワインの味わいを決める大
切な要素です。

メルシャンの日本におけるワイナリー「シャトー・
メルシャン」では、ブドウ栽培農家と直接契約する
ことで、原料のブドウを継続的に購入し、地域農業
の保全維持を長期的に行うことを目指し、農家と共
にその認識を共有しています。

山梨県、長野県、福島県、秋田県にある契約農家
に対して、メルシャンの従業員が定期的に訪問し、生
育状況を確認、季節ごとに必要な芽かきや新梢誘
引、冬季剪定といった質の向上を視野に入れた具体
的な指導を行っています。

メルシャンは、今後もブドウ栽培農家と力を合
わせながらお客様においしいワインをお届けして
いきたいと考えています。

シャトー・メルシャン
▶詳細はWebへ

キリンビールにおける梅の産地との取り組み

メルシャンにおけるブドウ農家との取り組み

研究開発における協働事例

ビールは発酵飲料であり、その品質やおいしさ
を決定する最も重要な役割を酵母が担っていま
す。酵母の生理状態によってビールの品質が決ま
るといっても過言ではありません。

酵母の生理状態は、これまでそのサイズや細胞
内のpH等の違いで認識することはできましたが、
その事象を物質レベルおよび形態で説明すること
ができませんでした。キリンビールでは、慶應義塾
大学の曽我教授らと、分子量が1000以下のイオ
ン性低分子（アミノ酸、解糖系中間産物等）を網
羅的に測定できるCE-TOFMS技術により、ビー
ル酵母細胞内代謝産物を高度に解析する手法を
開発しました。

また、東京大学の大矢教授らとは最新の顕微鏡
観察技術、細胞内染色技術、イメージプロセシング
を駆使したCalMorphと呼ばれる技術をビール酵

ショートフラップカートンの面積縮小（イメージ図）

従来品 導入品

※TCGF：The Consumer Goods Forumの略。
2009年6月に誕生したグローバルな消費財流通業界の組織体
で、世界70カ国、650社以上の民間企業が人的ネットワークを
構築しています。

キリンホールディングスとキリンビバレッジは、消費財
流通業界の15社が主体となって2010年10月に立ち上げ
た「カートンプロジェクト」に参加し、飲料市場の梱包資材
(ダンボールカートン)の標準化・規格化に取り組んでいま
す。2011年10月には、1ケースあたり約7〜18gの重量
削減をはじめ、CO2排出削減などに役立つ統一規格を発
表しました。

また、キリンホールディングスは、消費財流通業界の企
業が主体となって2011年8月に設立した「日本TCGF※」
に参画しています。東日本大震災で顕在化した生産・流
通の諸問題の解決策などを協議すると共に、サステナビリ
ティプロジェクトの委員長社として、持続可能な社会の実
現を目指した活動に取り組んでいます。

カートンプロジェクトによる梱包資材標準化の取り組み

（茶系飲料の一部で導入）

ライオンにおける酪農家との協働

● 資源の有効活用と政策・ビジネスへの
    影響に関する研究
● マレー・ダーリング川下流域調査※

● ライフサイクル分析
　（政府方針および業界要請への対応）

※ オーストラリア南東部を
流れるマレー川およびダー
リング川下流域では、深刻
な水不足に直面しており、
かんがい用水の利用が制
限されるなど、酪農にも影
響をおよぼしています。

▶詳細はWebへ

$1 A LITRE MILK
サプライチェーン全体の疲弊を招き、高品質な
生乳を持続的にお届けしていくことが困難とな
る水準です。

お客様に質の高い生乳を安定的に提供し続け
るために、ライオンでは引き続き、生乳の価値を
消費者に伝えていくことおよび適正価格の設定
に向けた提言活動を積極的に行っていきます。

協働事例

和歌山県うめ研究所

キリンビールは、2006年よりメルシャン、和歌
山県うめ研究所の3社共同で、完熟した南高梅を
使用した梅酒の香味に関する研究に取り組んでい
ます。この研究では、原料果実として紀州を代表す
る梅の実である南高梅を使用し、通常「梅酒」に使
用することの多い青梅を使用した「梅酒」と完熟し
た梅を使用した「梅酒」の香味成分の科学的な分

析を行いました。解析の
結果、完熟した梅を用いた

「梅酒」には、より多くの
フルーティーな香気成分
が含まれていることを証
明しました。

また、この研究を通して、南高梅のフルーティー
な香気成分を高めるための「最適な収穫条件」「最
適な取り扱い条件」を導き出すことに成功しました。

キリンビールでは、この研究成果を応用し、キリ
ン独自の製法を組み合わせることで「完熟あらご
し梅酒 梅まっこい」の販売を2011年から開始し
ています。

今後も産地と共同しながら、「梅酒」の楽しみ方
を広げる研究を進め、研究成果を生かした商品開
発を進めていきます。

南高梅

 ●▶ 36ページ 参照

 ●▶ 36ページ 参照

http://www.chateaumercian.com/
http://www.kirinholdings.co.jp/csr/report/pdf/report2011/csr_report2011_44_47.pdf


医薬品の品質管理

製造におけるパートナーシップ
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パートナーシップの構築

医療機関とのパートナーシップ

物流・販売におけるパートナーシップ

モーダルシフトの拡大

協和発酵キリンが販売する医薬品は、自社工場で
の製造に加え、一部の製造を外部に委託しています。

これらの製造委託先の管理レベルを向上させ
るため、製造委託業者に対して定期的に品質監
査を行っています。これは実際に製造委託先を訪
問し、医薬品製造の基準に準拠して製造管理や
品質管理が行われているか、当社との取り決め事
項や薬事法を遵守しているかなどを点検し、必要
な場合には改善を指導するものです。その際、改
善点を指摘するだけでなく、良かった点について
は積極的に伝え、管理体制の維持向上につなげ
ています。

また、製造委託業者において品質にかかわるト
ラブルがあった際には、直ちに調査を指示し、そ
の結果をもとに品質に与える影響を評価したうえ
で、製造業者に適切な処置を講ずるように要請し
ています。とりわけ重大な品質不良が発生した場
合には、直ちに協和発酵キリンから監査員を派遣
し、製造委託業者と共に原因を究明し、品質に与
える影響の内容や範囲を特定すると共に、是正措
置および再発防止策を講じています。さらに、ある

製造委託業者で起こったトラブルやその再発防
止策については、他の製造委託業者や自社工場で
も積極的に共有し、トラブルの教訓を生かすよう
取り組んでいます。

このような活動は、効果的なリスクマネジメント
として、自社だけでなく製造委託業者の管理体制
を向上させることになり、ひいては患者さんに安心
してお使いいただけるお薬をお届けすることにつな
がっています。 DOPPS

協和発酵キリンが、病気と闘うすべての人々に笑
顔を届けていくためには、医療現場で患者さんの治
療にあたる医師やその他の医療従事者などとパー
トナーシップを築き、密に連携していくことが不可
欠です。協和発酵キリンでは、新薬開発のみでな
く、患者さんにとってより効果的な治療方法を医療
現場と共に追究し、予後の向上に貢献するさまざ
まな取り組みを進めています。

その一つとして、1999年からDOPPS（Dialysis 
Outcomes and Practice Patterns Study：血
液透析の治療方法と患者の予後についての調査）
をサポートしています。DOPPSは、日本をはじめと
する12カ国※が参加し、世界で初めて国際的共同
作業で進められている疫学研究です。協和発酵キ
リンは、DOPPSの日本事務局として、国内の医療
施設と連携しながら、透析治療の進展に貢献する
ことを目指しています。

この研究は、血液透析患者を対象に、生命予後、
QOL（Quality Of Life：生活の質）、入院率など
に影響を与える、治療内容や医療管理体制を明ら
かにすることで、患者さんの予後の向上につながる
治療方法を特定することを目的としています。学会
や学術誌で発表されるこれらの成果は、各国の透
析医療の特徴を示す一方、その違いについて分析
することで、患者さん一人ひとりに応じたきめ細や

かな治療方法が求められる透析医療に生かされる
ため、大きな期待が寄せられています。特に、生命
予後に関しては、日本が欧米と比較し顕著に良好
であることがDOPPSの結果から報告されており、
DOPPSを通じて継続的に研究を行うことで、日本
だけではなく世界の透析医療に貢献できるものと
考えています。

また、DOPPSの調査結果から、透析治療の時間
と患者さんのより良い予後との関係が示されたこ
とで、透析治療に対する国内の保険制度改訂につ
ながったケースもあります。

今後も、DOPPSのサポートをはじめ、医療現場
で患者さんに直接かかわるパートナーと協働し、私
たちの強みを生かすことができる疾患領域の治療
に総合的にアプローチすることで、世界中の患者さ
んの予後向上に貢献していきたいと考えています。

キリンビバレッジは、製品輸送の中間に、トラッ
クだけではなく鉄道を利用するというモーダルシ
フトに取り組んでいます。これは、鉄道コンテナを
使用した大量輸送により、環境負荷や輸送コスト
の低減を図るものです。2010年からは大手流通
企業の協力のもと、鉄道輸送を活用してキリンビバ
レッジの製造拠点から、直接流通企業の配送拠点
に納品するという新たな取り組みも行っています。

流通企業には受注から配送までの所要時間を通
常より長くとること、またコンテナ単位での注文と
することでご協力いただいています。この取り組み
により、鉄道輸送によるCO2削減と、出荷経路を短
くすることの両面から環境負荷削減に貢献できる
ようになりました。今後もビジネスパートナーであ
る流通企業との連携を強め、この取り組みを推進
していきます。　

医薬品製造委託先の管理レベルの向上

※ フランス、ドイツ、イタリ
ア、日本、スペイン、イギリ
ス、アメリカ、オーストラリ
ア、ベルギー、カナダ、ニュー
ジーランド、スウェーデン

ビール作り体験教室の様子

キリングループの多様な商品を通じて、お客様
においしい・楽しい・うれしいひと時を楽しんで
いただくためには、お客様が商品を手にする場で
ある飲食店や販売店などと想いを共有し、連携
していくことが欠かせません。そのため、キリング
ループでは飲食店や販売店とのコミュニケーショ
ンを大切にし、さまざまな支援を行っています。

例えば、キリンビールでは定期的に取引先であ
る飲食店・販売店を訪問し、品質向上の取り組み
や豊富な酒類ラインナップを通じた提案活動に加
え、接遇マナー研修の紹介などを行い、お客様本位
のお店作りをお手伝いしています。また、販売店を
対象とした「ドリンク勉強会」でメニュー作りのた
めの情報を共有したり、「ビール作り体験教室」で
ビールの特性や文化を理解していただき、その奥
深さをお客様に伝えていただいています。

さらに、飲食店を対象とした「キリン・ドラフト
マスターズ・スクール」では、樽詰生ビールの基
本となる品質管理から機器の取り扱い、注ぎ方な
どを指導することで、お客様においしい生ビール
をご提供できる場の拡大を目指しています。

今後も、お客様との接点である飲食店・販売店
などとの連携を強化しながら、お客様においしさ
と笑顔をお届けしていきます。

キリンビールにおける飲食店・販売店との取り組み

パシフィコ横浜で開催されたDOPPSシンポジウム

「キリン・ドラフトマスターズ・
スクール」ホームページ

▶詳細はWebへ

キリンビール各工場とパートナー会社との一体
となった工場運営が重要性を増す中、事業方針や
生産計画などへの理解を深め、安全で品質の高い
製品を共に作り上げていくため、考えを共有し全
体のベクトルを一つに合わせていくことが求めら
れています。

そこで、「工場パートナー会社会議」を開催し、
各パートナー会社の社長、統括責任者と共に、相
互に情報を共有しながら連携を強化しています。

会議では、各社の事業方針や生産本部の年度
計画を共有し、安全マネジメントや環境マネジメ
ント、副産物管理業務、コンプライアンスの徹底な
どについて話し合い、パートナー各社の工場運営
に生かしていただいています。また、各パートナー
会社からも、事業方針や改善提案などを発表して
いただくことで、より良い生産活動を一体となって
進めるために役立てています。

キリンビール各工場におけるパートナー会社との取り組み

製造・物流・販売および
医療機関とのパートナーシップ

 ●▶ 39ページ 参照

http://www.kirin.co.jp/brands/taruzumenama/ryointen/DMS/
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ディスクロージャー・ポリシー
キリンホールディングスは、株主、投資家の皆さま

に対し、透明性、公平性、継続性を基本に迅速な情報
提供に努めます。金融商品取引法および東京証券取
引所の定める有価証券上場規程などに準拠した情
報の開示に努めるほか、当社の判断により当社を理
解していただくために有効と思われる情報につきまし
ても、タイムリーかつ積極的な情報開示に努めます。

業績予想および将来の予測に関する事項
キリンホールディングスのホームページに掲載さ

れている、当社および関係会社の計画・将来の見通
し・戦略などのうち、過去または現在の事実に関する
もの以外は、将来の業績に関する見通しであり、これ
らは現時点で入手可能な情報による判断および仮
定に基づいています。したがって、実際の業績は、さま
ざまなリスクや不確定要素の変動および経済情勢な
どによってこれらと異なる結果になる場合があります。

株主・投資家
～適切なIR活動の推進～

私たちが目指していること

ディスクロージャー・ポリシー（開示方針）

社会的公正性や倫理性、環境への配慮等を含
めて投資判断を行う「社会的責任投資（Socially 
Responsible Investment）」が近年注目を集め
ています。国内外のさまざまな機関が、社会的側
面から企業の評価を行い、一定の水準を満たした

企業で構成される株価指数（インデックス）を発
表しています。これらの主要なSRIインデックスの
中で、キリンホールディングスが組み込まれている
ものは以下の通りです。 （2011年12月現在）

株主・投資家との対話

経営トップ自らによるIR活動の推進

市場と経営の双方向コミュニケーションのイメージ

情報の開示方法
東京証券取引所が定める適時開示規則に該当

する重要情報の開示は、同取引所へ事前説明後、
同取引所の提供する適時開示情報伝達システム

（TDnet）に登録し公開しています。TDnet登録
後すみやかに報道機関に同一情報を提供すると共
に、当社ホームページ上にも遅滞なく同一資料を
掲載します。

沈黙期間
キリンホールディングスは決算情報の漏えいを

防ぎ、公平性を確保するため、決算期日の翌日から
決算発表日までの一定期間を「沈黙期間」に設定し
ています。この期間は、決算に関する質問への回答
やコメントを差し控えることとしています。ただし、
同期間中に業績予想を大きく変化する見込みが出
てきた場合には、適宜公表し、すでに公表されてい
る情報についてはご質問等に対応します。

市場と経営の双方向コミュニケーション
株式会社であるキリンホールディングスでは、

重要なステークホルダーである株主および投資家
の皆さまと経営との双方向コミュニケーションを
重視したIR活動に努めています。

株主および投資家の皆さまに対しては、グルー
プのさらなる成長への取り組みと成果を分かりや
すくお伝えし、経営に対しては、株主および投資家
の皆さまから寄せられた声を、経営への提言も交
えて定期的にフィードバックすることで、企業価
値の向上につながる長期的な信頼関係の構築を
図っています。

IR情報の開示にあたっては、透明性・公平性・
継続性を基本に、事業・財務状況の適時かつ適正
な開示を行っています。

キリンホールディングスは、決算説明会・株
主総会・投資家向けなどの説明会やホームペー
ジ・株主通信・アニュアルレポートなどの多様

経営トップ自らがIR活動を行なうことに積極
的に取り組んでいます。決算発表※や経営計画
発表の際には、経営トップ自らが業績や成長戦略
について株主・投資家の皆さまにご説明してい
ます。これらのほかにも、機関投資家向けの大規
模なカンファレンスにおいて経営トップがプレゼ
ンテーションを行ったり、小規模な個別の対話を
行なったりするなど、経営トップと投資家・株主
の皆さまが直接対話する機会を増やすことに注
力しています。

こうした直接の対話を通じて、キリングループと
株主・投資家の皆さまの間の相互の理解を深め
たいと考えています。

な機会を通じて、株主および投資家の皆さまとの
接点を持っています。

IR・投資家情報
▶詳細はWebへ

※ 決算説明会の様子は
ホームページ上で動画配
信しています。

（日本語・英語対応）

IR活動への評価
キリンホールディングス
は、2009年、日本IR協議
会の主催する「IR優良企
業賞」において、株主およ
び投資家の皆さまとのコ
ミュニケーションを高く
評価され、335社の中から

「IR優良企業大賞」に選
ばれました。また、日本証
券アナリスト協会の主催す
る「証券アナリストによる
ディスクロージャー優良企
業選定」においても、経営
陣のIRに対する姿勢や自
主的な情報開示などにつ
いて、高い評価を獲得して
います。

株主・投資家

アナリスト

IR室

市場の声

経 営

決算説明会

株主総会

個人投資家向け説明会

ホームページを通じた情報提供

株主通信やアニュアルレポートの発行

モーニングスター社会的責任投資株価指数※ FTSE4GoodIndexEthibel Sustainability Index

キリンホールディングスIR・投資家情報 決算説明会のページ
▶詳細はWebへ

キリングループビジョン2015（KV2015）に向け
た「2010年中期経営計画」が着実に進展してい
ること、国内外での綜合飲料戦略や新たに獲得し
たブラジル事業の今後の展望などについて、キリ
ンホールディングス三宅社長自らが国内外の機関
投資家に対して説明しました。

機関投資家向けカンファレンスでの
プレゼンテーション

SRI インデックスへの組み入れ

キリンホールディングスで
は、より多くの株主および
投資家の皆さまにキリン
への理解を深めていただ
けるよう、ホームページを
通じて積極的な情報開示
を行っています。

http://www.kirinholdings.co.jp/irinfo/
http://www.kirinholdings.co.jp/irinfo/event/explain/index.html
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リング、次年度の課題設定というサイクルをまわ
し、内部統制システムを自律的に高めています。

なお、モニタリング結果については定期的に取
締役会に報告しています。

責任ある経営体制

私たちが目指していること

実現に向けて

キリンホールディングスでは、業務の適正を確
保するための体制の大綱を定め、内部統制システ
ムの体制を整備し、継続的に改善に取り組んでい
ます。整備状況と課題については、項目ごとに主
管部門を決定し、当年度の課題対応状況のモニタ

取締役会は毎月1回定期開催するほか、必要に応じて開催しています。2011年度は定例の会議を
19回開催し、社外取締役の出席率は79％となっております。

監査役会は毎月1回定期開催するほか、必要に応じて開催しています。2011年度は定例の会議を
13回開催し、社外監査役の出席率は94％となっております。

報酬諮問委員会について、2011年は4回開催し、委員の出席率は100％となっております。また、指
名諮問委員会は7回開催し、委員の出席率は100％となっております。

取締役会

監査役会　

委員会

取締役会・監査役会および委員会の開催・出席状況※

キリングループは、2007年7月に純粋持株会社
制を導入し、酒類事業、飲料・食品事業、医薬事業
などの各事業会社やグループ共通の間接業務を担
う機能分担会社を並列に配し、成長戦略の推進に
適した組織構造を構築しています。

コーポレート・ガバナンス体制については、キリ
ングループ長期経営構想「キリン・グループ・ビ
ジョン 2015（KV2015）」に掲げる飛躍的な成長
を実現するために、各事業会社と持株会社との役
割・責任を明確にし、事業会社の自主性・機動性

の強化、持株会社主導の飛躍的な成長や持株会社
と事業会社の協働によるグループ・プレミアム創
出を促進する体制とし、意思決定の迅速化、経営の
透明性・健全性の向上によるグループ企業価値
の最大化を図ります。

キリンホールディングスでは、取締役会と監査
役会という企業統治の基盤となる機関設計のほ
か、社外取締役を含む報酬諮問委員会・指名諮
問委員会や、意思決定・執行内容の性質に応じた
会議体を設置することにより、透明性が高く、かつ

効率的な企業運営に努めています。
取締役会において、重要な業務執行および法定

事項について決定すると共に、グループ経営に関
する意思決定について、事業に跨るまたは影響の
大きい戦略および投資に関しては、社内取締役・
社内監査役・関連部門長で構成されるグループ
経営戦略会議を機動的に開催し、意思決定の質の
向上を図っています。

取締役、監査役等の報酬・指名に関する委員
会として、報酬諮問委員会および指名諮問委員会
を設置しています。報酬諮問委員会は、代表取締
役社長および社外取締役1名を含む4名の取締役
から構成され、取締役会の諮問機関として、取締
役、監査役等の報酬について客観的かつ公正な視
点から、経営環境や会社業績に応じた適正な報酬
制度および水準等を審議し、答申を行っています。
指名諮問委員会は、代表取締役社長および社外
取締役1名を含む4名の取締役から構成され、取
締役会の諮問機関として、取締役、監査役等の各
候補案を作成し、答申を行っています。

監査機能強化を図るため、監査役の業務をサ
ポートする体制として2名の監査役付を配置してい
ます。また、監査役とは別に、グループ全体の内部統
制を確立するために持株会社に経営監査部を設置
し、当社および関係会社の監査を実施しています。

社外取締役は、企業経営者としての豊富な経験
に基づく実践的、客観的かつ専門的な視点から取
締役会の適切な意思決定、経営監督の実現を図っ
ています。なお、社外取締役の専従スタッフは配置
していません。社内取締役と併せて、人事総務部
秘書室がサポートを行っています。

また、グループ全体のCSR活動を統括するグ
ループCSR委員会、リスクマネジメント・コンプラ
イアンスといったキリングループのCSRの基盤と
なる取り組みを所管するグループリスク管理委員
会を設け、グループ全体でCSRの取り組みを推進
しています。加えて、株主・投資家への開示情報の
決定に関する諮問機関である情報開示委員会を
設け、適時・公正・公平なディスクロージャーの推
進による経営の透明性向上に取り組んでいます。

キリングループは、コーポレート・ガバナンス
の充実を経営課題の一つとしてとらえており、社
内外からの信頼を得ると共に、公正で効果的な

企業経営を行うため、グループ全体としてコーポ
レート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。
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持株会社組織（キリンホールディングス）
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ホットラインのフロー図

連絡・相談
（匿名性の保証）

フィードバック
（報復の防止）

フィードバック

相　談

職場内での解決
（匿名性の保証）

連絡・相談
（匿名性の保証）

人事部（賞罰委員会）

処分の決定

社内
ホットライン

ホットライン
窓口

社外
ホットライン

グループリスク
管理委員会経

営
監
査
部

リスク
管理部門

後

■ 取締役および使用人の職務の遂行が法令および定款に適合することを確保するための体制
■ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
■ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
■ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
■ 株式会社並びにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
■ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制
■ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する体制
■ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
■ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

持ち株会社組織（キリンホールディングス）

内部統制システムの推進

※ 出席状況の数値の詳細
については、2011年有価
証券報告書をご覧下さい。
▶詳細はWebへ

http://www.kirinholdings.co.jp/irinfo/library/yuka/pdf/173.pdf
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責任ある経営体制 責任ある経営体制

コンプライアンス

クライシス管理と業務継続計画

情報セキュリティの向上

リスクマネジメント

キリングループでは、リスクを未然に防止するこ
とが重要であると考え、リスクマネジメントを推進し
ています。純粋持株会社制の導入に合わせて、グ
ループリスク管理規定に基づいたリスクマネジメン
トを実行しています。このリスクマネジメントシステ
ムは、海外も含めた連結子会社などに導入してお

キリングループでは、コンプライアンスをCSRの
基盤と位置づけ、「法令だけでなく、社内外の諸規
則・ルールおよび社会規範を遵守し、法的責任と
社会が求めるより倫理的な責任を果たすこと。そ
れにより、予期せぬ損失や信用の失墜を防止し、ス
テークホルダーのキリンホールディングスに対す

キリングループでは、クライシスが発生した場合
に、お客様や経営への影響を最小限にとどめるた
めに、クライシス対応の体制を整備しています。グ
ループクライシス管理マニュアルに基づき、グルー
プリスク管理委員会は、グループ各社のリスク管
理委員会と情報を共有し、適切に対応する体制を

キリングループでは、IT関連分野における機能
分担会社であるキリンビジネスシステムをグルー
プ全体の情報セキュリティ統括・推進部門と位置
づけ、キリングループにおける情報セキュリティの
向上のために、グループ各社の監督・指導を行っ
ています。

従来から、キリングループ全体の情報セキュリ
ティに関する基本的な考え方、対策、管理方法など
を定めた「キリングループ情報セキュリティ規程」
を制定していますが、情報セキュリティに関する国
際標準規格であるISO ／ IEC27001：2005（日

り、確実にPDCAを回し、キリングループ全体でリス
クマネジメントが機能するようにしています。

具体的には、キリングループ全体の重要リスクを
設定してリスク対応を図ると共に、グループ会社の
重要なリスクを各社の事業計画に反映することで、
リスクマネジメントの確実な実行に努めています。

る信頼を維持・向上させること」と定義していま
す。グループ全体のコンプライアンスの取り組みは、

「グループリスク管理委員会」が推進・統括して
います。グループ各社では、コンプライアンスをリ
スクマネジメントの一環として位置づけることによ
り、取り組みの確実な実行を図っています。

キリングループのコンプライアンス・ガイドライ
ンは、法令の遵守に加え、社会から倫理的に求めら
れる「何をするべきか」「何をしてはならないか」と
いった具体的な行動を定めたものです。従業員一
人ひとりがコンプライアンス・ガイドラインの具体
的な内容について、より身近にとらえ、理解できるよ

う、キリングループ コンプライアンス・ガイドライ
ン「The RULE.」というハンドブックにまとめ、国内
および一部海外の連結子会社の従業員に配布して
います。海外・国内も含め、社会的要請の変化に
適応し、随時見直しを行っています。

キリングループでは、従業員一人ひとりのコンプ
ライアンス意識の向上と実践が大切であると考え、
国内および一部海外の連結子会社の従業員を対
象に、毎年継続して、コンプライアンス研修を行っ
ています。コンプライアンス研修では、従業員同士
のディスカッションを通じてコンプライアンスは決

して他人事ではないこと、良い情報だけでなく、悪
い情報も迅速かつ正確に報告すること、オープンで
フェアに行動すること、というコンプライアンスの基
本を理解し、社会の変化に対する感性を身につけ
ることを目指しています。

キリングループでは、コンプライアンスなどに関
する相談窓口（ホットライン）を設置しています。
ホットラインには、社内相談者が窓口を務める社内
ホットラインと、社外の第三者が窓口の社外ホット

ラインの2種類があります。社外ホットラインは、
相談の受け付けを外部の専門機関に委託するもの
で、通報に対する安心感をさらに高めた制度です。

とっています。
2011年に発生した東日本大震災を受け、グ

ループリスク管理委員会において、クライシスにあ
たっての初動対応計画の強化、事前想定範囲の拡
大などを進め、業務継続計画（BCP：Business 
Continuity Plan）の強化に努めています。

本国内ではJISQ27001：2006）に準拠する形で、
2010年1月に改訂しました。同時に海外グループ
各社では、このガイドラインを雛型にした「情報セ
キュリティ・ルール」の策定を進めています。

国内グループ各社では、全従業員を対象とした
e-ラーニングなどの研修を定期的に実施することに
より、従業員の情報管理意識およびスキルの向上を
図っています。また、グループ共通ICカードを活用し
て、個人認証の強化や入退室管理の強化に順次取
り組んでいます。このような取り組みにより、キリング
ループの情報セキュリティの強化を図っています。
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行動規範ハンドブック
キリングループ コンプライ
アンス・ガイドライン

「The RULE.」

グループリスク管理委員会

ホットラインのフロー図

グループ会社

キリンホールディングス関係部門

グループリスク管理委員長

キリンホールディングス社長

事務局（CSR推進部）
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グループリスク
管理委員会
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営
監
査
部

リスクマネジメントについて コンプライアンスについて

コンプライアンスガイドライン

コンプライアンス研修

ホットラインの整備
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第三者意見

日本総合研究所　創発戦略センター／
ESGリサーチセンター理事

足達　英一郎 様

東日本大震災や福島第一原子力発電所事故は、企業が
「社会の健全さ」と無関係には成り立ちえないことを再認
識させるところとなりました。震災では、キリンビール仙台
工場をはじめ、グループの複数の拠点が被災したことが、
本レポートでも報告されています。

被災拠点を従前の状態に復旧された関係者のご努力
にまず敬意を表します。今回、「自然災害への備えを再度
見直し、事業の継続性、災害からの復旧力を強化する」、

「放射性物質検査体制を強化する」との報告とともに、
3年間で60億円を拠出する「復興応援　キリン絆プロ
ジェクト」の詳細な記事に注目しました。キリンビール仙
台工場で、岩手県遠野市産ホップを使った「一番搾りと
れたてホップ生ビール」の生産を目標に、すべての従業
員の雇用確保・継続を実現されたことには、特に共感を
覚えました。

自然災害が及ぼす脅威に如何に立ち向かうかという備
えに加えて、社会の健全性を回復させる取組みを本業や
地域貢献活動を通じて能動的かつ継続的に実践すると
の宣言は、真摯な企業姿勢を投影したものと感じました。

震災の場合、企業活動が発生原因となっている側面
は考えられませんが、社会の健在さが損われる原因を、
企業が直接、間接に作ってしまうことも少なくはありま
せん。問題は、そのことを企業側が認識し、表明すること
ができるか否かです。本レポートでは、「地球環境問題」
や「アルコール関連問題」の記述に、そうした表明があ
り、前者に関してはバリューチェーン全体の環境負荷低
減にグループ全体で取り組むことが、後者に関しては問
題飲酒の撲滅と予防に向けた総合的な対策に努めてい
くことが約束されている点を評価したいと思います。ス
コープ3・スタンダードに準拠したCO2排出量の算定・
推計、ペットボトルをリサイクルして新たなペットボトル
に再生するしくみの導入、「キリン　フリー」や「メルシャ
ンフリー　スパークリング」等の積極展開は、業界での
先駆的な取り組みです。

他方、その他の社会的課題の認識においては、より
シャープな切り口が示されてもよいのではないかと感じま
した。例えば、「キリンの健康プロジェクト」では、「お客様の
健康ニーズが高まっている」という認識から一歩踏み込
んで、「社会における人々の健康が損われている」という認
識を出発点とすべきではないでしょうか。肥満、生活習慣
病、食物アレルギー、アトピー性皮膚炎、メンタル障害など
を具体的に想起すれば、それがキリングループのビジネ
スに対する脅威となる側面、原因を間接的に作ってしまっ
ている側面、本業を通じて能動的に課題解決に貢献でき

る側面の3つが確実に浮かび上がってくるでしょう。
生物多様性保全、ワークライフバランスなどの領域

でも、同様の踏み込みが期待されます。またバリュー
チェーンに関して言えば、「世界の食糧資源と水資源が
確実に足りなくなる」「過度な農業生産がさまざまな人
権問題を発生させる」という状況が最大の懸念事項で
す。原材料調達のリスク分散や地産地消の取り組みにつ
いても、ぜひ考え方を知りたいと感じました。

過去には、ＣＳＲと称される取り組みの多寡やその網
羅性が評価される傾向がありました。しかし最近では、

「社会の健全さ」にどのような問題認識を持ち、できる
だけ自社が及ぼす悪影響を緩和して、課題解決に貢献
するか、その意思と実践が評価されるようになってきま
した。国際的な行動規範や規格、ガイドラインは取り組
みを考える際の参考ではありますが、これを満たせば十
分という性格のものではないことに留意が必要です。

一方、短期的には社会の諸課題に無関心であっても、
企業が利益を上げられることも事実です。コストを進ん
で負担しないことで、利益は増大するともいえます。しか
し、そうした企業が持続的に市場の支持を獲得すること
は有り得ないと確信するところに、「社会との関係で際立
つ企業になろう」とする動機が生まれるのです。中期経
営計画の「実行と質的拡大の３年間」との表題に、そうし
た経営判断を想像しました。キリングループが、ズバ抜
けて「社会の健全さ」に感度の高い企業集団として存在
されることを期待いたします。

社会的責任投資のための企業情報の提供を金融機関に行っている立場から、本書を通じて理解したキリングループの社会・環境側面の諸活動な
らびにその情報開示のあり方に関し、第三者意見を提出したものです。このコメントは、本書が、一般に公正妥当と認められる環境報告書等の作成基
準に準拠して正確に測定、算出され、かつ重要な事項が漏れなく表示されているかどうかについて判断した結論を表明するものではありません。

ご意見を受けて

まず、昨年に引き続き、今回のレポートにご意見をいただいた足達様に御礼を申し上げます。
昨年の東日本大震災は、改めて企業の社会的責任について深く考える契機となりました。キ

リングループでは、津波で大きな被害を受けたキリンビール仙台工場の早期の操業再開を果
たす一方、被災地の一日も早い復旧・復興を願い、さまざまな復興支援活動に取り組んでまい
りました。これら一連の活動をご評価いただけたことは大変励みになりますが、決して一過性の
活動で終わらせず、今後も、グループを挙げて復興支援の取り組みを継続してまいります。

本レポートでは、昨年いただいたご提言をもとにキリングループの事業を通じたCSRの取り
組みをできるだけ幅広く開示するとともに、ステークホルダーの皆さまとの対話のしくみ、対話
に基づく活動と成果などをわかりやすく記述するよう心がけました。

今回いただいた、「社会課題の認識において、よりシャープな切り口の提示を」というご提言
についても、真摯に受け止め、今後の活動に活かしてまいります。　キリングループは「食と健
康」の領域で事業を営む企業グループとして、事業活動を通じてお客様や社会に貢献すること
をめざしています。今後も、ステークホルダーの皆様のお声に耳を傾けながら、一層努力してま
いりますので、忌憚のないご意見を頂戴できれば幸いです。

キリンホールディングス株式会社
常務取締役

橋本 誠一

キリングループ各社のサステナビリティ情報
グループ各社のCSRの取り組みについては、以下をご覧ください。

キリングホールディングス CSR Webサイト

http://www.kirin.co.jp/csr/env/report/index.html

http://www.beverage.co.jp/csr/environment/index.html

http://www.mercian.co.jp/csr/eco/index.html

http://www.kyowa-kirin.co.jp/csr/report/index.html

http://lnnf.com.au/sustainability/sustainability-reporting/

キリンビール 環境報告書

キリンビバレッジ 環境報告書

メルシャン 環境報告書

協和発酵キリングループ CSRレポート

ライオン Sustainability Reporting

http://www.kirinholdings.co.jp/csr/

受賞内容

2012年度 農芸化学技術賞
～品質工程改善のためのビール酵母の総合的基盤解析技術の開発～

第15回環境コミュニケーション大賞「環境報告優秀賞」

カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）で国内首位

日本清涼飲料研究会賞
～環境配慮型容器NEWペコロジーボトル～

平成23年度 緑化推進運動功労者内閣総理大臣表彰受賞
～キリンディスティラリー富士御殿場蒸溜所～

表彰例

2011年  4月

2011年10月

2011年11月

2012年  3月

2012年  3月

キリングループ各社の行っている活動は、社外から多数の表彰、評価をいただいています。それらの中から、権威のある団体の審
査を経て、表彰、評価を受けたものを代表として５つご紹介します。

受賞年月日




